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規 則

�愛媛県規則第１４号
審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部を改正する規則

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則（昭和２８年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

○ 道路の区域変更（一般国道３７８号）………………………………………………………………………………………………（南予地方局西予土木事務所）…２７９

○ 道路の供用開始（一般国道４４１号）………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…２７９

公 告

○ 農業振興地域の指定の変更…………………………………………………………………………………………………………（農政課農地・担い手対策室）…２８０

教育委員会規則

○ 愛媛県県立学校管理規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………………………………（保健体育課）…２８０

○ 愛媛県県立学校教職員設置規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………………………（高校教育課）…２８０

教育委員会訓令

○ 愛媛県教職員安全衛生管理規程の一部を改正する訓令……………………………………………………………………………（教育総務課教職員厚生室）…２８１

教育委員会公告

○ 令和７年度愛媛県公立学校教員採用選考試験（前期選考試験）の実施について………………………………………………………………（義務教育課）…２８６

人事委員会規則

○ 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則………………………………………………………………………（人事委員会事務局）…２８７

公安委員会告示

○ 取消処分者講習に係る指定講習機関の指定………………………………………………………………………………………………（警察本部運転免許課）…２８８

県議会告示

○ 情報通信技術を活用した愛媛県議会の活動の推進に関する条例施行規程………………………………………………………………………（議会事務局）…２８８

○ 議会が所管する手続等における情報通信の技術の利用に関する規程の廃止……………………………………………………………………（ 〃 ）…２８９

公営企業管理規程

○ 愛媛県企業職員被服貸与規程の一部を改正する管理規程……………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）…２９０

○ 愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程………………………………………………………………………………（公営企業管理局県立病院課）…２９０

雑 報

○ 危険物取扱者試験の実施に関する公示…………………………………………………………………………………………………………（消防防災安全課）…２９１

○ 消防設備士試験の実施に関する公示……………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…２９２

○ 愛媛海区漁業調整委員会指示（９件）……………………………………………………………………………………………………………………（水産課）…２９３

正 誤

○ 令和３年３月２６日付け第１９２号外２愛媛県規則第２７号（愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービ

ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例施行規則）中………………………………………………（長寿介護課）…２９５

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

省略

愛媛県精神医療審査会委員

感染症対策連携協議会委員

省略

省略

省略

愛媛県精神医療審査会委員

省略

愛媛県農業共済保険審査会委員

省略
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附 則

この規則は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１５号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県税賦課徴収条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第１２号様式から第１４号様式までを次のように改める。

改 正 後 改 正 前

第９条 省略

第１０条 省略

（県税の収納の委託基準）

第９条 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条の２第

１項に規定する規則で定める基準は、次に掲げるとおりとする。

� 普通地方公共団体の公金又はこれに類する経費の取扱いにつ

いて実績を有すること。

� 委託する事務を適切かつ確実に遂行するに足りる事業規模を

有し、かつ、経営状況が健全であること。

� 収納した現金を遅滞なく指定金融機関又は指定代理金融機関

に払い込むことができ、かつ、収納の状況を正確に記録し、県

の求めに応じ、必要な報告を行うことができること。

第１０条 省略

第１１条 省略
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第１２号様式（第１条関係）

（県民税額決定（変更）報告書）
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第１３号様式（第１条関係）

（県民税滞納状況報告書）
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第１４号様式（第１条関係）

（市町村民税欠損処分状況報告書）
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附 則

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。

２ 改正後の愛媛県県税賦課徴収条例施行規則様式第１２号から様式第１４号までの規定は、令和６年度以後の年度分の個人の県民税、個人の

市町村民税及び森林環境税について適用し、令和５年度以前の年度分の個人の県民税及び個人の市町村民税については、なお従前の例に

よる。

�愛媛県規則第１６号
漁港漁場整備法及び水産業協同組合法の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整備に関する規則を次のように定める。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

漁港漁場整備法及び水産業協同組合法の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整備に関する規則

（愛媛県県立自然公園条例施行規則の一部改正）

第１条 愛媛県県立自然公園条例施行規則（昭和３４年愛媛県規則第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県自然環境保全条例施行規則の一部改正）

第２条 愛媛県自然環境保全条例施行規則（昭和４９年愛媛県規則第４６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（特別地区内の行為の許可基準）

第１５条 条例第２１条第６項の規則で定める基準は、次の各号に掲げ

る行為の区分に従い、当該各号に定めるとおりとする。

� 建築物その他の工作物（以下「工作物」という。）を新築す

ること。

（特別地区内の行為の許可基準）

第１５条 条例第２１条第６項の規則で定める基準は、次の各号に掲げ

る行為の区分に従い、当該各号に定めるとおりとする。

� 建築物その他の工作物（以下「工作物」という。）を新築す

ること。

改 正 後 改 正 前

（特別地域内における許可又は届出を要しない行為）

第１７条 条例第２１条第９項第５号に規定する知事が定める行為は、

次に掲げるものとする。

�～� 省略

�の２ 漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭和２５年法律第

１３７号）第３条第１号に掲げる施設若しくは同条第２号イ、ロ

若しくはハに掲げる施設（同号イに掲げる施設については駐車

場及びヘリポートを除き、同号ハに掲げる施設については公共

施設用地に限る。）又は沿岸漁業（沿岸漁業改善資金助成法

（昭和５４年法律第２５号）第２条第１項に規定する沿岸漁業（総

トン数１０トン以上２０トン未満の動力漁船（搭載漁船 を除

く。）を使用して行うものを除く。）をいう。以下この号にお

いて同じ。）の生産基盤の整備及び開発を行うために必要な沿

岸漁業の構造の改善に関する事業に係る施設を改築し、又は増

築すること。

�～�の５ 省略

�の６ 漁港及び漁場の整備等に関する法律第２５条の規定により

指定された漁港管理者が維持管理する同法第３条に規定する漁

港施設から汚水又は廃水を排出すること。

�の７～� 省略

�の２ 漁港及び漁場の整備等に関する法律第３４条第１項の規定

により定められた漁港管理規程に基づき、標識その他これに類

するものを掲出し、若しくは設置し、又は工作物等に表示する

こと。

�の３～� 省略

（特別地域内における許可又は届出を要しない行為）

第１７条 条例第２１条第９項第５号に規定する知事が定める行為は、

次に掲げるものとする。

�～� 省略

�の２ 漁港漁場整備法 （昭和２５年法律第

１３７号）第３条第１号に掲げる施設若しくは同条第２号イ、ロ

若しくはハに掲げる施設（同号イに掲げる施設については駐車

場及びヘリポートを除き、同号ハに掲げる施設については公共

施設用地に限る。）又は沿岸漁業（沿岸漁業改善資金助成法

（昭和５４年法律第２５号）第２条第１項に規定する沿岸漁業（総

トン数１０トン以上２０トン未満の動力漁船（とう載漁船を除

く。）を使用して行うものを除く。）をいう。以下この号にお

いて同じ。）の生産基盤の整備及び開発を行うために必要な沿

岸漁業の構造の改善に関する事業に係る施設を改築し、又は増

築すること。

�～�の５ 省略

�の６ 漁港漁場整備法 第２５条の規定により

指定された漁港管理者が維持管理する同法第３条に規定する漁

港施設から汚水又は廃水を排出すること。

�の７～� 省略

�の２ 漁港漁場整備法 第３４条第１項の規定

により定められた漁港管理規程に基づき、標識その他これに類

するものを掲出し、若しくは設置し、又は工作物等に表示する

こと。

�の３～� 省略

改 正 後 改 正 前
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１９４

ア・イ 省略

ウ 次に掲げる工作物

当該新築の方法並びに当該工作物の規模及び形態が、新築

の行われる土地及びその周辺の土地の区域における自然環境

の保全に支障を及ぼすおそれが少ないこと。

�～� 省略

� 漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭和２５年法律第

１３７号）第３条に規定する漁港施設又は同法第６６条の規定

により漁港施設とみなされた施設

�～�ム 省略

エ・オ 省略

�～� 省略

（特別地区内における許可等を要しない行為）

第１８条 条例第２１条第１０項第４号の規則で定める行為は、次に掲げ

るものとする。

� 工作物を新築し、改築し、又は増築することであつて次に掲

げるもの

ア～ウ 省略

エ 漁港及び漁場の整備等に関する法律第３条第１号に掲げる

施設、同条第２号イ、ロ、ハ、ル若しくはヲに掲げる施設

（同号イに掲げる施設については駐車場及びヘリポートを除

き、同号ハに掲げる施設について は 公 共 施 設 用 地 に 限

る。）、特別地区が指定され、若しくはその区域が拡張され

た際現に同法第６６条の規定により漁港施設とみなされている

施設又は同条の規定により漁港施設とみなされた施設であつ

て条例第２１条第４項の規定による許可を受けて設置されたも

の（条例第２６条第１項後段の規定による協議に係るものを含

む。）を改築し、又は増築をすること。

オ 漁港及び漁場の整備等に関する法律第３４条に規定する漁港

管理規程に基づき標識を設置すること。

カ～ネ 省略

�～� 省略

� 知事が指定する湖沼及びその周辺１キロメートルの区域内に

おいて当該湖沼又はこれに流水が流入する水域若しくは水路に

汚水又は廃水を排水設備を設けて排出することであつて次に掲

げるもの

ア～カ 省略

キ 漁港及び漁場の整備等に関する法律第２５条の規定により指

定された漁港管理者が維持管理する同法第３条に規定する漁

港施設から汚水又は廃水を排出すること。

ク～サ 省略

� 省略

� 前各号に掲げるもののほか、次に掲げる行為

ア 森林法第２５条第１項若しくは第２項若しくは第２５条の２第

１項若しくは第２項の規定により指定された保安林の区域又

は同法第４１条の規定により指定された保安施設地区内におけ

る同法第３４条第２項各号に該当する場合の同項（同法第４４条

において準用する場合を含む。）に規定する行為及び森林法

施行規則（昭和２６年農林省令第５４号）第６３条第１項第１号に

規定する事業若しくは工事を実施する行為

イ～ケ 省略

� 省略

ア・イ 省略

ウ 次に掲げる工作物

当該新築の方法並びに当該工作物の規模及び形態が、新築

の行われる土地及びその周辺の土地の区域における自然環境

の保全に支障を及ぼすおそれが少ないこと。

�～� 省略

� 漁港漁場整備法 （昭和２５年法律第

１３７号）第３条に規定する漁港施設又は同法第４０条の規定

により漁港施設とみなされた施設

�～�ム 省略

エ・オ 省略

�～� 省略

（特別地区内における許可等を要しない行為）

第１８条 条例第２１条第１０項第４号の規則で定める行為は、次に掲げ

るものとする。

� 工作物を新築し、改築し、又は増築することであつて次に掲

げるもの

ア～ウ 省略

エ 漁港漁場整備法 第３条第１号に掲げる

施設、同条第２号イ、ロ、ハ、ル若しくはヲに掲げる施設

（同号イに掲げる施設については駐車場及びヘリポートを除

き、同号ハに掲げる施設について は 公 共 施 設 用 地 に 限

る。）、特別地区が指定され、若しくはその区域が拡張され

た際現に同法第４０条の規定により漁港施設とみなされている

施設又は同条の規定により漁港施設とみなされた施設であつ

て条例第２１条第４項の規定による許可を受けて設置されたも

の（条例第２６条第１項後段の規定による協議に係るものを含

む。）を改築し、又は増築をすること。

オ 漁港漁場整備法 第３４条に規定する漁港

管理規程に基づき標識を設置すること。

カ～ネ 省略

�～� 省略

� 知事が指定する湖沼及びその周辺１キロメートルの区域内に

おいて当該湖沼又はこれに流水が流入する水域若しくは水路に

汚水又は廃水を排水設備を設けて排出することであつて次に掲

げるもの

ア～カ 省略

キ 漁港漁場整備法 第２５条の規定により指

定された漁港管理者が維持管理する同法第３条に規定する漁

港施設から汚水又は廃水を排出すること。

ク～サ 省略

� 省略

� 前各号に掲げるもののほか、次に掲げる行為

ア 森林法第２５条第１項若しくは第２項若しくは第２５条の２第

１項若しくは第２項の規定により指定された保安林の区域又

は同法第４１条の規定により指定された保安施設地区内におけ

る同法第３４条第２項各号に該当する場合の同項（同法第４４条

において準用する場合を含む。）に規定する行為及び森林法

施行規則（昭和２６年農林省令第５４号）第６３条第１号 に

規定する事業若しくは工事を実施する行為

イ～ケ 省略

� 省略



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

１９５

（愛媛県自然海浜保全条例施行規則の一部改正）

第３条 愛媛県自然海浜保全条例施行規則（昭和５５年愛媛県規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（届出等があつたとみなされる行為）

第６条 条例第５条第３項に規定する規則で定める法令の規定に基

づく許可等又は届出等は、次に掲げるものとする。

�～� 省略

� 漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭和２５年法律第１３７

号）第３７条第１項又は第３９条第１項の規定による許可（同法第

６５条の規定により同項の規定による許可とみなされるものを含

む。）及び同法第３９条第４項の規定による協議

�～� 省略

（届出等の対象とならない行為）

第８条 条例第５条第４項第３号に規定する規則で定める行為は、

次に掲げるものとする。

�・� 省略

� 漁港及び漁場の整備等に関する法律第３条第１号に掲げる施

設又は同条第２号イ、ロ若しくはハに掲げる施設（同号ハに掲

げる施設については、公共施設用地に限る。）を改築するこ

と。

� 漁港及び漁場の整備等に関する法律の規定により定められた

漁港管理規程に基づき、標識その他これに類するものを掲出

し、若しくは設置し、又は工作物等にこれらを表示すること。

�～� 省略

� 漁港及び漁場の整備等に関する法律第２５条の規定により指定

された漁港管理者が維持管理する漁港施設から汚水又は廃水を

排出すること。

	～
 省略

別記様式（第４条関係） 自然海浜保全地区内行為届出書

別記様式（その１）

（届出等があつたとみなされる行為）

第６条 条例第５条第３項に規定する規則で定める法令の規定に基

づく許可等又は届出等は、次に掲げるものとする。

�～� 省略

� 漁港漁場整備 法 （昭 和２５年 法 律 第１３７

号）第３７条第１項又は第３９条第１項の規定による許可及び同条

第４項

の規定による協議

�～� 省略

（届出等の対象とならない行為）

第８条 条例第５条第４項第３号に規定する規則で定める行為は、

次に掲げるものとする。

�・� 省略

� 漁港漁場整備法 第３条第１号に掲げる施

設又は同条第２号イ、ロ若しくはハに掲げる施設（同号ハに掲

げる施設については、公共施設用地に限る。）を改築するこ

と。

� 漁港漁場整備法 の規定により定められた

漁港管理規程に基づき、標識その他これに類するものを掲出

し、若しくは設置し、又は工作物等にこれらを表示すること。

�～� 省略

� 漁港漁場整備法 第２５条の規定により指定

された漁港管理者が維持管理する漁港施設から汚水又は廃水を

排出すること。

	～
 省略

別記様式（第４条関係） 自然海浜保全地区内行為届出書

別記様式（その１）

省略

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名

省略

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

�
にあつては、その代表者の氏名

省略 省略

関係法令による手続の進

捗状況

関係法令による手続の進

ちよく状況

省略 省略

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

別記様式（その２）

注 １ 不要の文字は、抹消すること。

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

別記様式（その２）

省略

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名

省略

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

�
にあつては、その代表者の氏名

省略 省略

関係法令による手続の進

捗状況

関係法令による手続の進

ちよく状況

省略 省略
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注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

別記様式（その３）

注 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

別記様式（その３）

省略

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名

省略

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

�
にあつては、その代表者の氏名

省略 省略

関係法令による手続の進

捗状況

関係法令による手続の進

ちよく状況

省略 省略

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ 「掘採（採取）方法の種別」欄には、露天掘、坑道掘

（横坑、たて坑、斜坑）等の別を記入すること。

３ 「備考」欄には、当該行為が鉱業法（昭和２５年法律第

２８９号）第６３条に規定する施業案を必要とするものである

ときは、その施業案の概要を記入すること。

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

別記様式（その４）

注 １ 不要の文字は、抹消すること。

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 「掘採（採取）方法の種別」欄には、露天掘、坑道掘

（横坑、たて坑、斜坑）等の別を記入すること。

４ 「備考」欄には、当該行為が鉱業法（昭和２５年法律第

２８９号）第６３条に規定する施業案を必要とするものであ

るときは、その施業案の概要を記入すること。

５ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

別記様式（その４）

省略

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名

省略

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

�
にあつては、その代表者の氏名

省略 省略

関係法令による手続の進

捗状況

関係法令による手続の進

ちよく状況

省略 省略

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

別記様式（その５）

注 １ 不要の文字は、抹消すること。

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

別記様式（その５）

省略

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名

省略

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

�
にあつては、その代表者の氏名

省略 省略

関係法令による手続の進

捗状況

関係法令による手続の進

ちよく状況

省略 省略

注１ 「伐採種別」欄には、主伐（皆伐、単木択伐、塊状択

伐）、間伐の別を記入すること。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

別記様式（その６）

注 １ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 「伐採種別」欄には、主伐（皆伐、単木択伐、塊状択

伐）、間伐の別を記入すること。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

別記様式（その６）

省略

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名

省略

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

�
にあつては、その代表者の氏名

省略 省略

関係法令による手続の進

捗状況

関係法令による手続の進

ちよく状況

省略 省略
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１９７

（愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則の一部改正）

第４条 愛媛県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例施行規則（平成１２年愛媛県規則第３６号）の一部を次

のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例施行規則の一部改正）

第５条 愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例施行規則（平成２０年愛媛県規則第５５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（捕獲等の禁止の適用除外）

第５条 条例第１２条第２号の規則で定めるやむを得ない事由は、次

に掲げるものとする。

�～� 省略

� 個体の保護のための移動又は移植を目的として当該個体の捕

獲等をすることであって、次に掲げる行為に伴うものであるこ

と（あらかじめ知事に届け出たものに限る。）。

ア・イ 省略

ウ 漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭和２５年法律第１３７

号）第３条第１号に掲げる施設、同条第２号イからハまで、

ル若しくはヲに掲げる施設（同号イに掲げる施設については

駐車場及びヘリポートを除き、同号ハに掲げる施設について

は公共施設用地に限る。）又は同法第６６条の規定により漁港

施設とみなされている施設を設置し、又は管理すること。

エ 漁港及び漁場の整備等に関する法律第３４条に規定する漁港

管理規程に基づき標識を設置し、又は管理すること。

オ～ヒ 省略

（特定希少野生動植物保護区における許可を要しない行為）

第１３条 条例第２０条第６項第２号の規則で定める行為は、次に掲げ

るものとする。

� 工作物を新築し、改築し、又は増築することであって次に掲

げるもの

ア～カ 省略

キ 漁港及び漁場の整備等に関する法律第３条第１号に掲げる

施設、同条第２号イからハまで、ル若しくはヲに掲げる施設

（同号イに掲げる施設については駐車場及びヘリポートを除

き、同号ハに掲げる施設について は 公 共 施 設 用 地 に 限

る。）、特定希少野生動植物保護区が指定された際現に同法

第６６条の規定により漁港施設とみなされている施設又は同条

の規定により漁港施設とみなされた施設であって条例第２０条

第１項の規定による許可を受けて設置されたもの（条例第４１

（捕獲等の禁止の適用除外）

第５条 条例第１２条第２号の規則で定めるやむを得ない事由は、次

に掲げるものとする。

�～� 省略

� 個体の保護のための移動又は移植を目的として当該個体の捕

獲等をすることであって、次に掲げる行為に伴うものであるこ

と（あらかじめ知事に届け出たものに限る。）。

ア・イ 省略

ウ 漁港漁場整備法 （昭和２５年法律第１３７

号）第３条第１号に掲げる施設、同条第２号イからハまで、

ル若しくはヲに掲げる施設（同号イに掲げる施設については

駐車場及びヘリポートを除き、同号ハに掲げる施設について

は公共施設用地に限る。）又は同法第４０条の規定により漁港

施設とみなされている施設を設置し、又は管理すること。

エ 漁港漁場整備法 第３４条に規定する漁港

管理規程に基づき標識を設置し、又は管理すること。

オ～ヒ 省略

（特定希少野生動植物保護区における許可を要しない行為）

第１３条 条例第２０条第６項第２号の規則で定める行為は、次に掲げ

るものとする。

� 工作物を新築し、改築し、又は増築することであって次に掲

げるもの

ア～カ 省略

キ 漁港漁場整備法 第３条第１号に掲げ

る施設、同条第２号イからハまで、ル若しくはヲに掲げる施

設（同号イに掲げる施設については駐車場及びヘリポートを

除き、同号ハに掲げる施設については公共施設用地に限

る。）、特定希少野生動植物保護区が指定された際現に同法

第４０条の規定により漁港施設とみなされている施設又は同条

の規定により漁港施設とみなされた施設であって条例第２０条

第１項の規定による許可を受けて設置されたもの（条例第４１

注１ 不要の文字は、抹消すること。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

注 １ 不要の文字は、抹消すること。

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

改 正 後 改 正 前

別表第５（第７条、第１０条関係） 別表第５（第７条、第１０条関係）

１・２ 省略

３ 漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭和２５年法律第１３７

号）第３９条第１項の規定による許可を要する行為

４～１８ 省略

１・２ 省略

３ 漁港漁場整備法 （昭和２５年法律第１３７

号）第３９条第１項の規定による許可を要する行為

４～１８ 省略

改 正 後 改 正 前
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条第２項の規定による協議に係るものを含む。）を改築し、

又は増築すること。

ク 漁港及び漁場の整備等に関する法律第３４条に規定する漁港

管理規程に基づき標識を設置すること。

ケ・コ 省略

サ 漁港及び漁場の整備等に関する法律第６条の３第１項に規

定する漁港漁場整備長期計画に基づく沿岸漁業に係る魚礁の

設置若しくは水産動植物の増殖場及び養殖場の造成若しくは

沿岸漁場の保全に関する事業又は沿岸漁場整備開発法（昭和

４９年法律第４９号）第６条第１項に規定する基本方針若しくは

同法第７条の２第１項に規定する基本計画に基づく水産動物

の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関する事業に

係る施設を改築し、又は増築すること。

シ～ヤ 省略

�～� 省略

� 条例第２０条第１項第８号に掲げる行為であって、次に掲げる

もの

ア 省略

イ 漁港及び漁場の整備等に関する法律第２５条の規定により指

定された漁港管理者が維持管理する同法第３条に規定する漁

港施設から汚水又は廃水を排出すること。

ウ～ク 省略

�～� 省略

（国等に関する協議の適用除外等）

第２３条 条例第４１条第２項の規則で定める場合は、次に掲げる場合

とする。

� 省略

� 条例第２０条第１項の許可を受けるべき行為に該当する行為を

する場合であって、次に掲げるとき。

ア・イ 省略

ウ 条例第２０条第１項第９号に掲げる行為をする場合であっ

て、次に掲げるとき。

� 漁港及び漁場の整備等に関する法律第６条第１項から第

４項までの規定により指定された漁港の区域の管理又は調

査のために、車馬若しくは動力船を使用し、又は航空機を

着陸させるとき。

�～� 省略

エ～カ 省略

� 省略

２ 省略

附 則

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。

２ 愛媛県規則における押印等を不要とするための手続の特例に関する規則（令和３年愛媛県規則第３４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

条第２項の規定による協議に係るものを含む。）を改築し、

又は増築すること。

ク 漁港漁場整備法 第３４条に規定する漁港

管理規程に基づき標識を設置すること。

ケ・コ 省略

サ 漁港漁場整備法 第６条の３第１項に規

定する漁港漁場整備長期計画に基づく沿岸漁業に係る魚礁の

設置若しくは水産動植物の増殖場及び養殖場の造成若しくは

沿岸漁場の保全に関する事業又は沿岸漁場整備開発法（昭和

４９年法律第４９号）第６条第１項に規定する基本方針若しくは

同法第７条の２第１項に規定する基本計画に基づく水産動物

の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関する事業に

係る施設を改築し、又は増築すること。

シ～ヤ 省略

�～� 省略

� 条例第２０条第１項第８号に掲げる行為であって、次に掲げる

もの

ア 省略

イ 漁港漁場整備法 第２５条の規定により指

定された漁港管理者が維持管理する同法第３条に規定する漁

港施設から汚水又は廃水を排出すること。

ウ～ク 省略

�～� 省略

（国等に関する協議の適用除外等）

第２３条 条例第４１条第２項の規則で定める場合は、次に掲げる場合

とする。

� 省略

� 条例第２０条第１項の許可を受けるべき行為に該当する行為を

する場合であって、次に掲げるとき。

ア・イ 省略

ウ 条例第２０条第１項第９号に掲げる行為をする場合であっ

て、次に掲げるとき。

� 漁港漁場整備法 第６条第１項から第

４項までの規定により指定された漁港の区域の管理又は調

査のために、車馬若しくは動力船を使用し、又は航空機を

着陸させるとき。

�～� 省略

エ～カ 省略

� 省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

申請者、届出者、報告者等が行わなければならないとされている

書類の押印、署名又は署名押印（これらに類するものを含む。）に

ついては、次に掲げる規則の規定にかかわらず、申請者、届出者、

報告者等は、これらの行為を行うことを要しない。

�～� 省略

申請者、届出者、報告者等が行わなければならないとされている

書類の押印、署名又は署名押印（これらに類するものを含む。）に

ついては、次に掲げる規則の規定にかかわらず、申請者、届出者、

報告者等は、これらの行為を行うことを要しない。

�～� 省略

	 愛媛県自然海浜保全条例施行規則（昭和５５年愛媛県規則第５
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�愛媛県規則第１７号
愛媛県無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（令和元年愛媛県規則第３７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第１８号
医療法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療法施行細則の一部を改正する規則

第１条 医療法施行細則（平成１４年愛媛県規則第４３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

号）別記様式

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

（入居申込者に対する説明の方法）

第４条 条例第１５条第１項の規則で定める方法は、入居申込者から

の申出があった場合に情報通信の技術を利用する方法であって、

次に掲げるもの（以下「電磁的方法」という。）による提供とす

る。

� 省略

� 電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる

記録であって電子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。）に係る記録媒体をいう。）をもって調製するファイル

に重要事項等を記録したものを交付する方法

２～４ 省略

（入居申込者に対する説明の方法）

第４条 条例第１５条第１項の規則で定める方法は、入居申込者から

の申出があった場合に情報通信の技術を利用する方法であって、

次に掲げるもの（以下「電磁的方法」という。）による提供とす

る。

� 省略

� 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方

法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物

をもって調製するファイル

に重要事項等を記録したものを交付する方法

２～４ 省略

改 正 後 改 正 前

（手続の方法）

第３条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を

提出することによって行うものとする。

（手続の方法）

第３条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を

提出することによって行うものとする。
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項 左 欄 右 欄 項 左 欄 右 欄

１～１５

省略

１～１５

省略

１６ 法第６９条の２第２項

の報告

医療法人経営情報等報告書（様

式第４２号の２）

１７ 法第７０条の８第３項

の確認の請求

地域医療連携推進法人病院開設

等確認請求書（様式第４２号の

３）

１６ 法第７０条の８第３項

の確認の請求

地域医療連携推進法人病院開設

等確認請求書（様式第４２号の

２）

１８ 法第７０条の１５におい

て準用する法第５５条

第８項の届出

地域医療連携推進法人解散届出

書（様式第４２号の４）

１７ 法第７０条の１５におい

て準用する法第５５条

第８項の届出

地域医療連携推進法人解散届出

書（様式第４２号の３）

１９ 省略 １８ 省略

２０ 省略 １９ 省略

２１ 省略 ２０ 省略

２２ 省略 ２１ 省略

２３ 省略 ２２ 省略

２４ 省略 ２３ 省略

２５ 省略 ２４ 省略

２６ 省略 ２５ 省略

２７ 省略 ２６ 省略

２８ 省略 ２７ 省略

２９ 省略 ２８ 省略

様式第１号（第２条、様式第２３号関係） 社会医療法人認定申請書 様式第１号（第２条、様式第２３号関係） 社会医療法人認定申請書

省略

代表者の氏名

省略

代表者の氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第１号の２（第２条関係） 実施計画認定申請書

注 省略

様式第１号の２（第２条関係） 実施計画認定申請書

省略

代表者の氏名

省略

代表者の氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第２号（第２条関係） 病院（診療所）開設許可申請書

注 省略

様式第２号（第２条関係） 病院（診療所）開設許可申請書

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

様式第３号（第２条関係） 診療所病床設置許可申請書

注１ 省略

２ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

様式第３号（第２条関係） 診療所病床設置許可申請書



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２０１

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

様式第４号（第２条関係） 助産所開設許可申請書

注１ 省略

２ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

３ 省略

様式第４号（第２条関係） 助産所開設許可申請書

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注

１ 省略

２ 省略

３ 省略

様式第５号（第２条関係） 地域医療支援病院名称承認申請書

注１ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

２ 省略

３ 省略

４ 省略

様式第５号（第２条関係） 地域医療支援病院名称承認申請書

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注

１ 省略

２ 省略

様式第６号（第２条、第３条関係） 病院（診療所）専属薬剤師設

置免除許可申請（通知）書

注１ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

２ 省略

３ 省略

様式第６号（第２条、第３条関係） 病院（診療所）専属薬剤師設

置免除許可申請（通知）書

省略

住所（法人にあっては、

開設者（管理者）
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

開設者（管理者）
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注 省略

様式第７号（第２条、様式第２号、様式第２８号関係） 病院（診療

所・助産所）開設者管理免除許可申請書

注１ 省略

２ 開設者（法人を除く。）又は管理者は、記名押印に代え

て署名することができる。

様式第７号（第２条、様式第２号、様式第２８号関係） 病院（診療

所・助産所）開設者管理免除許可申請書

省略

開設者
住所

氏名

省略

開設者
住所

氏名 �

省略 省略
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注１ 省略

２ 省略

様式第８号（第２条関係） 病院（診療所・助産所）管理者兼任許

可申請書

注１ 省略

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 省略

様式第８号（第２条関係） 病院（診療所・助産所）管理者兼任許

可申請書

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

様式第９号（第２条関係） 地域医療支援病院業務報告書

注１ 省略

２ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

３ 省略

様式第９号（第２条関係） 地域医療支援病院業務報告書

省略

住所（法人にあっては、

開設者（管理者）
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

開設者（管理者）
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

様式第１０号（第２条関係） エックス線装置設置（変更・廃止）届

出書

注１ 省略

２ 開設者（法人を除く。）又は管理者は、記名押印に代え

て署名することができる。

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

様式第１０号（第２条関係） エックス線装置設置（変更・廃止）届

出書

省略

管理者
住所

氏名

省略

管理者
住所

氏名 �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

３ 省略

様式第１１号（第２条関係） 診療用高エネルギー放射線発生装置

（診療用粒子線照射装置）設置（変更・廃止）届出書

注１ 省略

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 省略

４ 省略

様式第１１号（第２条関係） 診療用高エネルギー放射線発生装置

（診療用粒子線照射装置）設置（変更・廃止）届出書

省略

管理者
住所

氏名

省略

管理者
住所

氏名 �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

３ 省略

注１ 省略

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 省略

４ 省略



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２０３

様式第１２号（第２条関係） 診療用放射線照射装置設置（変更・廃

止）届出書

様式第１２号（第２条関係） 診療用放射線照射装置設置（変更・廃

止）届出書

省略

管理者
住所

氏名

省略

管理者
住所

氏名 �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

３ 省略

様式第１３号（第２条関係） 診療用放射線照射器具設置（変更・廃

止）届出書

様式第１３号（その１） （医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第

５０号）第２４条第４号に該当する場合）

注１ 省略

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 省略

４ 省略

様式第１３号（第２条関係） 診療用放射線照射器具設置（変更・廃

止）届出書

様式第１３号（その１） （医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第

５０号）第２４条第４号に該当する場合）

省略

管理者
住所

氏名

省略

管理者
住所

氏名 �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

３ 省略

様式第１３号（その２） （医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第

５０号）第２４条第５号に該当する場合）

注１ 省略

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 省略

４ 省略

様式第１３号（その２） （医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第

５０号）第２４条第５号に該当する場合）

省略

管理者
住所

氏名

省略

管理者
住所

氏名 �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

３ 省略

様式第１４号（第２条関係） 診療用放射線照射器具使用予定届出書

注１ 省略

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 省略

４ 省略

様式第１４号（第２条関係） 診療用放射線照射器具使用予定届出書

省略

管理者
住所

氏名

省略

管理者
住所

氏名 �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

様式第１５号（第２条関係） 放射性同位元素装備診療機器設置（変

更・廃止）届出書

注１ 省略

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 省略

様式第１５号（第２条関係） 放射性同位元素装備診療機器設置（変

更・廃止）届出書

省略

管理者
住所

氏名

省略

管理者
住所

氏名 �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

３ 省略

注１ 省略

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 省略

４ 省略
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様式第１６号（第２条関係） 診療用放射性同位元素（陽電子断層撮

影診療用放射性同位元素）設置（変更・廃止）届出書

様式第１６号（第２条関係） 診療用放射性同位元素（陽電子断層撮

影診療用放射性同位元素）設置（変更・廃止）届出書

省略

管理者
住所

氏名

省略

管理者
住所

氏名 �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

３ 省略

様式第１７号（第２条関係） 診療用放射性同位元素（陽電子断層撮

影診療用放射性同位元素）使用予定届出書

注１ 省略

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 省略

４ 省略

様式第１７号（第２条関係） 診療用放射性同位元素（陽電子断層撮

影診療用放射性同位元素）使用予定届出書

省略

管理者
住所

氏名

省略

管理者
住所

氏名 �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

様式第１８号（第２条関係） 診療用放射性同位元素（陽電子断層撮

影診療用放射性同位元素）廃止後措置届出書

注１ 省略

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 省略

様式第１８号（第２条関係） 診療用放射性同位元素（陽電子断層撮

影診療用放射性同位元素）廃止後措置届出書

省略

管理者
住所

氏名

省略

管理者
住所

氏名 �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

様式第１８号の２（第２条関係） 実施計画変更認定申請書

注１ 省略

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 省略

様式第１８号の２（第２条関係） 実施計画変更認定申請書

省略

代表者の氏名

省略

代表者の氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第１９号（第２条、様式第２０号、様式第２２号、様式第２２号の２関

係） 医療法人設立認可申請書

注 省略

様式第１９号（第２条、様式第２０号、様式第２２号、様式第２２号の２関

係） 医療法人設立認可申請書

省略

申請者
住所

氏名

省略

申請者
住所

氏名 �

省略 省略

注

１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

様式第２０号（第２条、様式第１９号、様式第２３号関係） 医療法人理

事数特例認可申請書

注１ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

様式第２０号（第２条、様式第１９号、様式第２３号関係） 医療法人理

事数特例認可申請書

省略

住所（法人にあっては、

申請者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

省略

住所（法人にあっては、

申請者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、
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名称及び代表者の氏名） 名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�から�までに

掲げる書類は、医療法人設立認可申請書（様式第１９号）又は

医療法人（地域医療連携推進法人）定款（寄附行為）変更認

可申請書（様式第２３号）と併せて提出する場合にあっては、

添付を要しない。

� 定款又は寄附行為

� 理事を１人又は２人とすることに関する手続を経たこと

を証する書類

� 医療法人の開設する病院、医療法（昭和２３年法律第２０５

号）第３９条第１項に規定する診療所、介護老人保健施設又

は介護医療院の診療科目、従業者の定員並びに敷地及び建

物の構造設備の概要を記載した書類

� 役員名簿

� その他知事が必要と認める書類

様式第２２号（第２条、様式第１９号関係） 医療法人管理者理事特例

認可申請書

注１ 申請者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

２ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�から�まで

に掲げる書類は、医療法人設立認可申請書（様式第１９号）

又は医療法人（地域医療連携推進法人）定款（寄附行為）

変更認可申請書（様式第２３号）と併せて提出する場合にあ

っては、添付を要しない。

� 定款又は寄附行為

� 理事を１人又は２人とすることに関する手続を経たこ

とを証する書類

� 医療法人の開設する病院、医療法（昭和２３年法律第２０５

号）第３９条第１項に規定する診療所、介護老人保健施設

又は介護医療院の診療科目、従業者の定員並びに敷地及

び建物の構造設備の概要を記載した書類

� 役員名簿

� その他知事が必要と認める書類

様式第２２号（第２条、様式第１９号関係） 医療法人管理者理事特例

認可申請書

省略

住所（法人にあっては、

申請者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

申請者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�から�までに

掲げる書類は、医療法人設立認可申請書（様式第１９号）と併

せて提出する場合にあっては、添付を要しない。

� 定款又は寄附行為

� 定款又は寄附行為に定められた理事の選出に関する手続

を経たことを証する書類

� 医療法人の開設する病院、医療法（昭和２３年法律第２０５

号）第３９条第１項に規定する診療所、介護老人保健施設又

は介護医療院の診療科目、従業者の定員並びに敷地及び建

物の構造設備の概要を記載した書類

� 役員名簿

� その他知事が必要と認める書類

様式第２２号の２（第２条、様式第１９号関係） 医療法人理事長特例

認可申請書

注１ 申請者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

２ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�から�まで

に掲げる書類は、医療法人設立認可申請書（様式第１９号）

と併せて提出する場合にあっては、添付を要しない。

� 定款又は寄附行為

� 定款又は寄附行為に定められた理事の選出に関する手

続を経たことを証する書類

� 医療法人の開設する病院、医療法（昭和２３年法律第２０５

号）第３９条第１項に規定する診療所、介護老人保健施設

又は介護医療院の診療科目、従業者の定員並びに敷地及

び建物の構造設備の概要を記載した書類

� 役員名簿

� その他知事が必要と認める書類

様式第２２号の２（第２条、様式第１９号関係） 医療法人理事長特例

認可申請書

省略

住所（法人にあっては、

申請者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

申請者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�から�までに

掲げる書類は、医療法人設立認可申請書（様式第１９号）と併

せて提出する場合にあっては、添付を要しない。

注１ 申請者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

２ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�から�まで
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� 定款又は寄附行為

� 定款又は寄附行為に定められた理事長の選出に関する手

続を経たことを証する書類

� 理事長に選出しようとする理事の就任承諾書及び履歴書

� 役員名簿

� その他知事が必要と認める書類

様式第２３号（第２条、様式第１号、様式第２０号関係） 医療法人

（地域医療連携推進法人）定款（寄附行為）変更認可申請書

に掲げる書類は、医療法人設立認可申請書（様式第１９号）

と併せて提出する場合にあっては、添付を要しない。

� 定款又は寄附行為

� 定款又は寄附行為に定められた理事長の選出に関する

手続を経たことを証する書類

� 理事長に選出しようとする理事の就任承諾書及び履歴

書

� 役員名簿

� その他知事が必要と認める書類

様式第２３号（第２条、様式第１号、様式第２０号関係） 医療法人

（地域医療連携推進法人）定款（寄附行為）変更認可申請書

省略

代表者の氏名

省略

代表者の氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第２４号（第２条関係） 医療法人解散認可申請書

注 省略

様式第２４号（第２条関係） 医療法人解散認可申請書

省略

代表者の氏名

省略

代表者の氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第２５号（第２条関係） 医療法人合併認可申請書

注 省略

様式第２５号（第２条関係） 医療法人合併認可申請書

省略

代表者の氏名

省略

代表者の氏名

省略

代表者の氏名 �

省略

代表者の氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第２５号の２（第２条関係） 医療法人分割認可申請書

注 省略

様式第２５号の２（第２条関係） 医療法人分割認可申請書

省略

代表者の氏名

省略

代表者の氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第２５号の３（第２条関係） 地域医療連携推進法人解散認可申

請書

注 省略

様式第２５号の３（第２条関係） 地域医療連携推進法人解散認可申

請書

省略

代表理事の氏名

省略

代表理事の氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第２５号の４（第２条関係） 地域医療連携推進法人代表理事選

定認可申請書

注 省略

様式第２５号の４（第２条関係） 地域医療連携推進法人代表理事選

定認可申請書

省略

代表理事の氏名

省略

代表理事の氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第２５号の５（第２条関係） 地域医療連携推進法人代表理事解

職認可申請書

注 省略

様式第２５号の５（第２条関係） 地域医療連携推進法人代表理事解

職認可申請書

省略

代表理事の氏名

省略

代表理事の氏名 �

省略 省略
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様式第２６号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）開設許可事項

変更許可申請書

様式第２６号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）開設許可事項

変更許可申請書

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

様式第２７号（第３条関係） 診療所病床設置許可事項変更許可申請

書

注１ 省略

２ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

３ 省略

様式第２７号（第３条関係） 診療所病床設置許可事項変更許可申請

書

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注 知事が必要と認める書類を添付すること。

様式第２８号（第３条関係） 開設届出書

様式第２８号（その１）

注１ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

２ 知事が必要と認める書類を添付すること。

様式第２８号（第３条関係） 開設届出書

様式第２８号（その１）

省略

開設者
住所

氏名

省略

開設者
住所

氏名 �

省略 省略

注

１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

様式第２８号（その２）

注１ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

様式第２８号（その２）

省略

開設者
住所

氏名

省略

開設者
住所

氏名 �

省略 省略

注

１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

様式第２９号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）休止（再開）

届出書

注１ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

様式第２９号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）休止（再開）

届出書

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、
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名称及び代表者の氏名） 名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

様式第３０号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）廃止届出書

注１ 省略

２ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

３ 省略

様式第３０号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）廃止届出書

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注 省略

様式第３１号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）開設者死亡
そう

（失踪）届出書

注１ 省略

２ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

様式第３１号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）開設者死亡
そう

（失踪）届出書

省略

届出者
住所

氏名

省略

届出者
住所

氏名 �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

様式第３３号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）構造設備使用

前検査申出書

注１ 省略

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 省略

様式第３３号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）構造設備使用

前検査申出書

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注 省略

様式第３４号（第３条関係） 医療法人寄附行為補完請求書

注１ 省略

２ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

様式第３４号（第３条関係） 医療法人寄附行為補完請求書

省略

住所（法人にあっては、

請求者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

請求者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注

１ 省略

２ 省略

様式第３５号（第３条関係） 医療法人一時役員（一時理事長）選任

請求書

注１ 請求者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

２ 省略

３ 省略

様式第３５号（第３条関係） 医療法人一時役員（一時理事長）選任

請求書
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省略

住所（法人にあっては、

請求者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

請求者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

様式第３７号（第３条関係） 医療法人不正行為等報告書

注１ 省略

２ 請求者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

３ 省略

様式第３７号（第３条関係） 医療法人不正行為等報告書

省略

監事
住所

氏名

省略

監事
住所

氏名 �

省略 省略

注 不正の行為等があることを証する書類の写しを添付するこ

と。

様式第３９号（第３条関係） 医療法人（地域医療連携推進法人）事

業報告書等届出書

注１ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 不正の行為等があることを証する書類の写しを添付する

こと。

様式第３９号（第３条関係） 医療法人（地域医療連携推進法人）事

業報告書等届出書

省略

代表者の氏名

省略

代表者の氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第３９号の２（第３条関係） 医療法人（地域医療連携推進法

人）定款（寄附行為）変更届出書

注 省略

様式第３９号の２（第３条関係） 医療法人（地域医療連携推進法

人）定款（寄附行為）変更届出書

省略

代表者の氏名

省略

代表者の氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第４０号（第３条関係） 医療法人解散届出書

注 省略

様式第４０号（第３条関係） 医療法人解散届出書

省略

清算人
住所

氏名

省略

清算人
住所

氏名 �

省略 省略

注 次に掲げる書類を添付すること。

� 理由書

� 医療法（昭和２３年法律第２０５号）、定款又は寄附行為に

定められた解散に関する手続を経たことを証する書類

� 財産目録及び貸借対照表

� 残余財産の処分に関する事項を記載した書類

� その他知事が必要と認める書類

様式第４１号（第３条関係） 医療法人（地域医療連携推進法人）清

算人就任届出書

注１ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 次に掲げる書類を添付すること。

� 理由書

� 医療法（昭和２３年法律第２０５号）、定款又は寄附行為に

定められた解散に関する手続を経たことを証する書類

� 財産目録及び貸借対照表

� 残余財産の処分に関する事項を記載した書類

� その他知事が必要と認める書類

様式第４１号（第３条関係） 医療法人（地域医療連携推進法人）清

算人就任届出書

省略

清算人
住所

氏名

省略

清算人
住所

氏名 �

省略 省略
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注１ 省略

２ 省略

様式第４２号（第３条関係） 医療法人（地域医療連携推進法人）清

算結了届出書

注１ 省略

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 省略

様式第４２号（第３条関係） 医療法人（地域医療連携推進法人）清

算結了届出書

省略

清算人
住所

氏名

省略

清算人
住所

氏名 �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

様式第４２号の３（第３条関係） 地域医療連携推進法人病院開設等

確認請求書

注１ 省略

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 省略

様式第４２号の２（第３条関係） 地域医療連携推進法人病院開設等

確認請求書

省略

代表理事の氏名

省略

代表理事の氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第４２号の４（第３条関係） 地域医療連携推進法人解散届出書

注 省略

様式第４２号の３（第３条関係） 地域医療連携推進法人解散届出書

省略

清算人
住所

氏名

省略

清算人
住所

氏名 �

省略 省略

注 次に掲げる書類を添付すること。

� 理由書

� 医療法（昭和２３年法律第２０５号）又は定款に定められた

解散に関する手続を経たことを証する書類

� 財産目録及び貸借対照表

� 残余財産の処分に関する事項を記載した書類

� その他知事が必要と認める書類

様式第４３号（第３条関係） 診療所病床設置届出書

注１ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 次に掲げる書類を添付すること。

� 理由書

� 医療法（昭和２３年法律第２０５号）又は定款に定められた

解散に関する手続を経たことを証する書類

� 財産目録及び貸借対照表

� 残余財産の処分に関する事項を記載した書類

� その他知事が必要と認める書類

様式第４３号（第３条関係） 診療所病床設置届出書

省略

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�に掲げる書類

は、一般病床のみに係る届出の場合にあっては、添付を要し

ない。

� 従業者の職種及び員数を記載した書類（非常勤の従業者

の員数にあっては、常勤の員数に換算し、療養病床に入院

する患者を担当する人員を括弧内に内数で記載するこ

と。）

� 建物の構造概要及び平面図（各室の用途を示し、療養病

床に係る病室、機能訓練室、談話室、食堂及び浴室につい

てはその旨を、病床については病室ごとに病床の種別及び

病床数を明示し、並びに内法による測定で廊下の幅を明示

すること。なお、医療法施行規則等の一部を改正する省令

（平成１３年厚生労働省令第８号）附則第４条に規定する既

存診療所内の患者が使用する廊下の幅については、括弧書

注１ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

２ 次に掲げる書類を添付すること。ただし、�に掲げる書

類は、一般病床のみに係る届出の場合にあっては、添付を

要しない。

� 従業者の職種及び員数を記載した書類（非常勤の従業

者の員数にあっては、常勤の員数に換算し、療養病床に

入院する患者を担当する人員を括弧内に内数で記載する

こと。）

� 建物の構造概要及び平面図（各室の用途を示し、療養

病床に係る病室、機能訓練室、談話室、食堂及び浴室に

ついてはその旨を、病床については病室ごとに病床の種

別及び病床数を明示し、並びに内法による測定で廊下の

幅を明示すること。なお、医療法施行規則等の一部を改
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きで記載すること。）

� その他知事が必要と認める書類

様式第４４号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）開設許可事項

変更届出書

正する省令（平成１３年厚生労働省令第８号）附則第４条

に規定する既存診療所内の患者が使用する廊下の幅につ

いては、括弧書きで記載すること。）

� その他知事が必要と認める書類

様式第４４号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）開設許可事項

変更届出書

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

様式第４５号（第３条関係） 診療所病床設置許可（届出）事項変更

届出書

注１ 省略

２ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

３ 省略

様式第４５号（第３条関係） 診療所病床設置許可（届出）事項変更

届出書

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

様式第４６号（第３条関係） 診療所（助産所）開設届出事項変更届

出書

注１ 省略

２ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

３ 省略

様式第４６号（第３条関係） 診療所（助産所）開設届出事項変更届

出書

省略

開設者
住所

氏名

省略

開設者
住所

氏名 �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

様式第４７号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）開設届出書

注１ 省略

２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 省略

様式第４７号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）開設届出書

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

省略 省略

注１ 省略

２ 省略

様式第４８号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）開設届出事項

変更届出書

注１ 省略

２ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

３ 省略

様式第４８号（第３条関係） 病院（診療所・助産所）開設届出事項

変更届出書
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第２条 医療法施行細則の一部を次のように改正する。

様式第４２号の次に次の１様式を加える。

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名）

省略

住所（法人にあっては、

開設者
主たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、

名称及び代表者の氏名） �

注１ 省略

２ 省略

様式第４８号の２（第３条関係） 実施計画変更届出書

注１ 省略

２ 開設者が個人の場合にあっては、記名押印に代えて署名

することができる。

３ 省略

様式第４８号の２（第３条関係） 実施計画変更届出書

省略

代表者の氏名

省略

代表者の氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第４９号（第３条関係） 医療法人登記完了届出書

注 省略

様式第４９号（第３条関係） 医療法人登記完了届出書

省略

代表者の氏名

省略

代表者の氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第５０号（第３条関係） 医療法人役員変更届出書

注 省略

様式第５０号（第３条関係） 医療法人役員変更届出書

省略

代表者の氏名

省略

代表者の氏名 �

省略 省略

注 省略

様式第５０号の２（第３条関係） 病院医師宿直免除診療体制認定申

請書

注 省略

様式第５０号の２（第３条関係） 病院医師宿直免除診療体制認定申

請書

省略

管理者
住所

氏名

省略

管理者
住所

氏名 �

省略 省略

注

１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

様式第５１号（第６条関係） 病院（診療所・助産所）台帳

（表）

注１ 記名押印に代えて署名することができる。

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

様式第５１号（第６条関係） 病院（診療所・助産所）台帳

（表）

省略 省略

定 員 医 師 栄養士又は管理栄養士 定 員 医 師 栄養士

省略 省略

省略 省略

（裏） 省略 （裏） 省略
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様式第４２号の２（第３条関係） 医療法人経営情報等報告書
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��������������

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１条中医療法施行細則様式第５１号の改正規定は、令和６年４月１日から施行する。

（愛媛県規則における押印等を不要とするための手続の特例に関する規則の一部改正）

２ 愛媛県規則における押印等を不要とするための手続の特例に関する規則（令和３年愛媛県規則第３４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（調整規定）

３ 前項及び漁港漁場整備法及び水産業協同組合法の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整備に関する規則（令和６年愛媛県規則

第１６号）附則第２項の規定が同一の日に施行されるときは、これらの規定により改正される愛媛県規則における押印等を不要とするため

の手続の特例に関する規則の規定は、同項の規定によってまず改正され、次いで前項の規定によって改正されるものとする。

�愛媛県規則第１９号
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を改正する規則

第１条 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則（昭和４１年愛媛県規則第３２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

申請者、届出者、報告者等が行わなければならないとされている

書類の押印、署名又は署名押印（これらに類するものを含む。）に

ついては、次に掲げる規則の規定にかかわらず、申請者、届出者、

報告者等は、これらの行為を行うことを要しない。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略

申請者、届出者、報告者等が行わなければならないとされている

書類の押印、署名又は署名押印（これらに類するものを含む。）に

ついては、次に掲げる規則の規定にかかわらず、申請者、届出者、

報告者等は、これらの行為を行うことを要しない。

�～� 省略

� 医療法施行細則（平成１４年愛媛県規則第４３号）様式第１号から

様式第２０号まで、様式第２２号から様式第３１号まで、様式第３３号か

ら様式第３５号まで、様式第３７号及び様式第３９号から様式第５０号の

２まで

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

改 正 後 改 正 前

（家族等又は市町村長の同意）

第１６条 法第３３条第９項に規定する同意書は、同意書（様式第１６

号）によるものとする。

（医療保護入院の届出）

第１７条 法第３３条第９項の規定による届出は、医療保護入院届出書

（様式第１７号）によりするものとする。

（応急入院指定病院の指定）

第１９条の２ 法第３３条の６第１項の規定による指定は、応急入院指

定病院指定申請書（様式第１８号の３）を当該保健所長を経て、知

事に提出して受けるものとする。

２ 省略

（応急入院の届出）

第２０条 法第３３条の６第５項の規定による届出は、応急入院届出書

（家族等又は市町村長の同意）

第１６条 法第３３条第７項に規定する同意書は、同意書（様式第１６

号）によるものとする。

（医療保護入院の届出）

第１７条 法第３３条第７項の規定による届出は、医療保護入院届出書

（様式第１７号）によりするものとする。

（応急入院指定病院の指定）

第１９条の２ 法第３３条の７第１項の規定による指定は、応急入院指

定病院指定申請書（様式第１８号の３）を当該保健所長を経て、知

事に提出して受けるものとする。

２ 省略

（応急入院の届出）

第２０条 法第３３条の７第５項の規定による届出は、応急入院届出書
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（様式第１８号の４）によりするものとする。

第２３条 削除

様式第１号（第１条の３関係） 特定病院認定申請書

（様式第１８号の４）によりするものとする。

（医療保護入院者の定期病状報告）

第２３条 法第３８条の２第２項において準用する同条第１項の規定に

よる報告は、医療保護入院者定期病状報告書（様式第１８号の６）

によりするものとする。

様式第１号（第１条の３関係） 特定病院認定申請書

省略 省略

注１・２ 省略

３ 看護体制について、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第３３条の６第１項の規定に基づき厚生労働大臣の定

める基準（昭和６３年４月厚生省告示第１２７号）第２号ただし

書中「やむを得ない事情」と同様の事情により申請する場

合は、特記事項の欄にその旨を記載すること。

４・５ 省略

様式第１６号（第１６条、様式第１７号関係） 同意書

注１・２ 省略

３ 看護体制について、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第３３条の７第１項の規定に基づき厚生労働大臣の定

める基準（昭和６３年４月厚生省告示第１２７号）第２号ただし

書中「やむを得ない事情」と同様の事情により申請する場

合は、特記事項の欄にその旨を記載すること。

４・５ 省略

様式第１６号（第１６条、様式第１７号関係） 同意書

省略

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律

第３３条第１項

第１２３号）

�
�
��
�
��

第３３条第２項

�
�
��
�
��

の規定により、次のとおり

第３３条第６項
�
��
��

入院 �
��
��

させることに同意します。
入院の期間を更新

省略

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律

第３３条第１項
第１２３号）

�
�
��
�
��
第３３条第２項

�
�
��
�
��

の規定により、次のとおり

入院 させることに同意します。

省略 省略

注 省略

様式第１７号（第１７条関係） 医療保護入院届出書

様式第１７号（その１）（精神保健指定医による医療保護入院の場

合）

（表） 省略

（裏）

注 省略

様式第１７号（第１７条関係） 医療保護入院届出書

様式第１７号（その１）（精神保健指定医による医療保護入院の場

合）

（表） 省略

（裏）

記 載 上 の 留 意 事 項

１・２ 省略

３ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、法第３３条第１項及び第３項に規定する入院、法第３３条

第２項及び第３項に規定する入院又は法第３３条の６第２項

に規定する入院については、その旨を記載すること。

４ 今回の医療保護入院の入院期間の欄は、家族等の同意に

より入院した日から３箇月を上限とした年月日を記載する

こと。

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

記 載 上 の 留 意 事 項

１・２ 省略

３ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、法第３３条第１項及び第３項に規定する入院、法第３３条

第２項及び第３項に規定する入院又は法第３３条の７第２項

に規定する入院については、その旨を記載すること。

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

注 同意書（様式第１６号）並びに推定される入院期間及び

退院後生活環境相談員を記

載した入院診療計画書（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第６

条の４第１項の書面をいう。）の写しを添付すること。

様式第１７号（その２）（特定医師による医療保護入院の場合）

注 同意書（様式第１６号）並びに推定される入院期間及び法第

３３条の４の規定により選任された退院後生活環境相談員を記

載した入院診療計画書（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第６

条の４第１項の書面をいう。）の写しを添付すること。

様式第１７号（その２）（特定医師による医療保護入院の場合）
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（表） 省略

（裏）

（表） 省略

（裏）

記 載 上 の 留 意 事 項

１・２ 省略

３ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）第３３条の６第２項に規定する入院について

は、その旨を記載すること。

４～１１ 省略

記 載 上 の 留 意 事 項

１・２ 省略

３ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）第３３条の７第２項に規定する入院について

は、その旨を記載すること。

４～１１ 省略

注 省略

様式第１８号の３（第１９条の２関係） 応急入院指定病院指定申請書

様式第１８号の３（その１）

注 省略

様式第１８号の３（第１９条の２関係） 応急入院指定病院指定申請書

様式第１８号の３（その１）

省略 省略

注 看護体制について、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律第３３条の６第１項の規定に基づき厚生労働大臣の定める

基準（昭和６３年４月厚生省告示第１２７号）第２号ただし書中

「やむを得ない事情」と同様の事情により申請する場合は、

特記事項の欄にその旨を記載すること。

様式第１８号の３（その２）（精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第３３条の６第２項後段の規定による特例措置を採る場

合）

注 看護体制について、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律第３３条の７第１項の規定に基づき厚生労働大臣の定める

基準（昭和６３年４月厚生省告示第１２７号）第２号ただし書中

「やむを得ない事情」と同様の事情により申請する場合は、

特記事項の欄にその旨を記載すること。

様式第１８号の３（その２）（精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第３３条の７第２項後段の規定による特例措置を採る場

合）

省略 省略

注１ 省略

２ 看護体制の欄は、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律（昭和２５年法律第１２３号。以下「法」という。）第３３

条の６第２項後段の規定による措置による患者を受け入れ

る病棟について記載すること。

３ 看護体制について、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第３３条の６第１項の規定に基づき厚生労働大臣の定

める基準（昭和６３年４月厚生省告示第１２７号）第２号ただ

し書中「やむを得ない事情」と同様の事情により申請する

場合は、特記事項の欄にその旨を記載すること。

４・５ 省略

様式第１８号の５（第２２条関係） 措置入院者定期病状報告書

（表） 省略

（裏）

注１ 省略

２ 看護体制の欄は、精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律（昭和２５年法律第１２３号。以下「法」という。）第３３

条の７第２項後段の規定による措置による患者を受け入れ

る病棟について記載すること。

３ 看護体制について、精神保健及び精神障害者福祉に関す

る法律第３３条の７第１項の規定に基づき厚生労働大臣の定

める基準（昭和６３年４月厚生省告示第１２７号）第２号ただ

し書中「やむを得ない事情」と同様の事情により申請する

場合は、特記事項の欄にその旨を記載すること。

４・５ 省略

様式第１８号の５（第２２条関係） 措置入院者定期病状報告書

（表） 省略

（裏）

記 載 上 の 留 意 事 項

１・２ 省略

３ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）第３３条第１項及び第３項に規定する入院、同

法第３３条第２項及び第３項に規定する入院又は同法第３３条

の６第２項に規定する入院については、その旨を記載する

こと。

記 載 上 の 留 意 事 項

１・２ 省略

３ 入院形態の欄は、今回入院したときの入院形態を記載す

ることとし、その後、複数の入院形態を経ている場合に

は、順にその入院形態を記載すること。この場合におい

て、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）第３３条第１項及び第３項に規定する入院、同

法第３３条第２項及び第３項に規定する入院又は同法第３３条

の７第２項に規定する入院については、その旨を記載する

こと。

４ 生活歴及び現病歴の欄は、他の診療所又は病院での受診

歴をも聴取して記載すること。

５ 前回の報告書の写しを添付することにより生活歴及び現
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第２条 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則の一部を次のように改正する。

様式１７号（その１）（表）を次のように改める

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 診察した精神保健指定医氏名の欄は、精神保健指定医が

署名すること。

８ 退院に向けた取組の状況の欄については、退院後生活環

境相談員との最初の相談を行つた時期やその後の相談の頻

度等や、地域援助事業者の紹介の有無や紹介した地域援助

事業者との相談の状況等について記載すること。

病歴の欄の記載に代えることができる。ただし、新たに判

明した事実がある場合には、追加記載すること。

６ 平成２０年３月３１日以前に広告している神経科における受

診歴を精神科受診歴等に含めて記載すること。

７ 入院歴の欄は、他の病院での入院歴及び入院形態をも聴

取して記載すること。

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 診断した精神保健指定医氏名の欄は、精神保健指定医が

署名すること。



愛
媛

県
報

令
和
６
年
３
月
２９
日

第
４９６
号

２１８

様式第１７号（その１）（精神保健指定医による医療保護入院の場合）

（表）
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２１９

様式第１７号に次のように加える。



愛
媛

県
報

令
和
６
年
３
月
２９
日

第
４９６
号

２２０

様式第１７号（その３）（医療保護入院者の入院期間の更新の場合）

（表）



愛
媛

県
報

令
和
６
年
３
月
２９
日

第
４９６
号

２２１

（裏）
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２２２

様式１８号の５（表）を次のように改める。



愛
媛

県
報

令
和
６
年
３
月
２９
日

第
４９６
号

２２３

様式第１８号の５（第２２条関係） 措置入院者定期病状報告書

（表）
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２２４

様式第１８号の６を次のように改める。



愛
媛

県
報

令
和
６
年
３
月
２９
日

第
４９６
号

２２５

様式第１８号の６（第２３条の２関係） 任意入院者定期病状報告書

（表）



愛
媛

県
報

令
和
６
年
３
月
２９
日

第
４９６
号

２２６

（裏）
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��������������

様式第１８号の７を削る。

附 則

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。

２ この規則施行の際現にある第１条及び第２条の規定による改正前の精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行細則様式第１７号（そ

の１）及び様式第１８号の５の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂正して使用することができる。

�愛媛県規則第２０号
児童福祉法施行細則等の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

児童福祉法施行細則等の一部を改正する規則

（児童福祉法施行細則の一部改正）

第１条 児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（委任）

第１条 児 童 福 祉 法（昭 和２２年 法 律 第１６４号。以 下「法」と い

う。）第３２条第１項及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１５３条第２項の規定により、次に掲げる知事の権限は、児童相談

所長に委任する。

�～�の２ 省略

�の３ 法第３０条の２の規定による児童の保護に係る指示又は報

告の徴収に関すること（助産施設、母子生活支援施設、保育

所、幼保連携型認定こども園及び児童厚生施設の長に対するも

のを除く。）。

�～�の２ 省略

�の３ 法第３３条の６の３の規定による社会的養護自立支援拠点

事業の利用の勧奨に関すること。

�・� 省略

�の２ 法第５６条第３項の規定による閲覧又は資料提供の要求に

関すること。

�～� 省略

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、

次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。ただし、第１号

の２の２、第１号の１８の２及び第１号の１８の３に掲げる知事の権

限は、中予地方局長に限り委任する。

�～�の６ 省略

�の７ 法第２１条の５の２２第１項

の規定による指定障害児通所支援事業者等に対

する報告の徴収及び立入検査に関すること。

�の８ 法第２１条の５の２２第２項において準用する法第１９条の１６

第２項の規定による当該職員の身分を示す証明書の交付に関す

ること。

�の９ 法第２１条の５の２３第１項の規定による指定障害児通所支

援事業者 に対する勧告に関すること。

�の１０ 省略

�の１１ 法第２１条の５の２３第３項の規定による指定障害児通所支

援事業者 に対する措置命令に関すること（同条第４項の規定

による公示を除く。）

�の１２ 法第２１条の５の２３第５項の規定による指定障害児通所支

援事業者 に係る勧告を行う場合に該当する旨の市町からの通

（委任）

第１条 児 童 福 祉 法（昭 和２２年 法 律 第１６４号。以 下「法」と い

う。）第３２条第１項及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１５３条第２項の規定により、次に掲げる知事の権限は、児童相談

所長に委任する。

�～�の２ 省略

�の３ 法第３０条の２の規定による児童の保護に係る指示又は報

告の徴収に関すること（助産施設、母子生活支援施設、保育

所 及び児童厚生施設の長に対するも

のを除く。）。

�～�の２ 省略

�・� 省略

�の２ 法第５６条第４項の規定による閲覧又は資料提供の要求に

関すること。

�～� 省略

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、

次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。ただし、第１号

の２の２、第１号の１８の２及び第１号の１８の３に掲げる知事の権

限は、中予地方局長に限り委任する。

�～�の６ 省略

�の７ 法第２１条の５の２２第１項（同条第２項において準用する

場合を含む。）の規定による指定障害児通所支援事業者等に対

する報告の徴収及び立入検査に関すること。

�の８ 法第２１条の５の２２第３項において準用する法第１９条の１６

第２項の規定による当該職員の身分を示す証明書の交付に関す

ること。

�の９ 法第２１条の５の２３第１項の規定による指定障害児通所支

援事業者等に対する勧告に関すること。

�の１０ 省略

�の１１ 法第２１条の５の２３第３項の規定による指定障害児通所支

援事業者等に対する措置命令に関すること（同条第４項の規定

による公示を除く。）

�の１２ 法第２１条の５の２３第５項の規定による指定障害児通所支

援事業者等に係る勧告を行う場合に該当する旨の市町からの通

改 正 後 改 正 前
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知の受理に関すること。

�の１３～� 省略

�の２ 法第２３条の３の規定による妊産婦等生活援助事業の利用

の勧奨に関すること。

�・�の２ 省略

�の３ 法第３４条の４の規定による児童自立生活援助事業（施行

規則第３６条の４の２第３号に掲げる事業所の実施する事業を除

く。）の開始、変更並びに廃止及び休止の届出の受理に関する

こと。

�の４～�の１６ 省略

�の１７ 法第３５条第３項の規定による市町が設置する児童福祉施

設（乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設及び里親支援セ

ンターを除く。）の設置の届出の受理に関すること。

�の１８ 法第３５条第４項の規定による国、県及び市町以外の者が

設置する児童福祉施設（乳児院、児童養護施設、児童心理治療

施設及び里親支援センターを除く。）の設置の認可に関するこ

と。

�の１９ 法第３５条第１１項の規定による市町が設置する児童福祉施

設（乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設及び里親支援セ

ンターを除く。）の廃止又は休止の届出の受理に関すること。

�の２０ 法第３５条第１２項の規定による国、県及び市町以外の者が

設置する児童福祉施設（乳児院、児童養護施設、児童心理治療

施設及び里親支援センターを除く。）の廃止又は休止の承認に

関すること。

� 法第４６条第１項の規定による児童福祉施設の最低基準の実施

の監督に関すること（県及び２以上の社会福祉施設（社会福祉

法（昭和２６年法律第４５号）第６２条第１項に規定する社会福祉施

設（養護老人ホーム及び軽費老人ホームを除く。）並びに保育

所、幼保連携型認定こども園、児童厚生施設、児童発達支援セ

ンター、児童家庭支援センター及び里親支援センターに限る。

以下この項において同じ。）を設置する者（市町を除く。）に

係るものを除く。）。

�の２～�の２ 省略

� 法第５６条第２項の規定による徴収に関すること（第４号、第

５号及び第６号に掲げる権限に係るものに限る。）。

�の２～� 省略

３ 省略

（児童又はその保護者への通知）

第２２条 児童相談所長は、法第２７条第１項第３号又は第２項の規定

により、児童を児童福祉施設に入所させ、又は児童につき指定発

達支援医療機関に治療等の委託をする措置を採ろうとするとき

は、入所させようとする児童福祉施設又は治療等の委託をしよう

とする指定発達支援医療機関及び在所中又は委託されている間の

費用に関する事項について、児童又はその保護者に告げなければ

ならない。法第３１条第２項又は第３項に規定する変更の措置を採

ろうとするときも、同様とする。

２ 省略

（児童自立生活援助事業開始届出書等）

第３６条 省略

２ 省略

３ 前２項の届出書（施行規則第３６条の４の２第３号に規定する里

親の居宅において児童自立生活援助事業を行うものに限る。）

は、所轄の児童相談所長を経由しなければならない。

知の受理に関すること。

�の１３～� 省略

�・�の２ 省略

�の３ 法第３４条の４の規定による児童自立生活援助事業

の開始、変更並びに廃止及び休止の届出の受理に関する

こと。

�の４～�の１６ 省略

�の１７ 法第３５条第３項の規定による市町が設置する児童福祉施

設（乳児院、児童養護施設及び児童心理治療施設

を除く。）の設置の届出の受理に関すること。

�の１８ 法第３５条第４項の規定による国、県及び市町以外の者が

設置する児童福祉施設（乳児院、児童養護施設及び児童心理治

療施設 を除く。）の設置の認可に関するこ

と。

�の１９ 法第３５条第１１項の規定による市町が設置する児童福祉施

設（乳児院、児童養護施設及び児童心理治療施設

を除く。）の廃止又は休止の届出の受理に関すること。

�の２０ 法第３５条第１２項の規定による国、県及び市町以外の者が

設置する児童福祉施設（乳児院、児童養護施設及び児童心理治

療施設 を除く。）の廃止又は休止の承認に

関すること。

� 法第４６条第１項の規定による児童福祉施設の最低基準の実施

の監督に関すること（県及び２以上の社会福祉施設（社会福祉

法（昭和２６年法律第４５号）第６２条第１項に規定する社会福祉施

設（養護老人ホーム及び軽費老人ホームを除く。）並びに保育

所、幼保連携型認定こども園、児童厚生施設、児童発達支援セ

ンター及び児童家庭支援センター に限る。

以下この項において同じ。）を設置する者（市町を除く。）に

係るものを除く。）。

�の２～�の２ 省略

� 法第５６条第２項の規定による徴収に関すること（第４号から

第６号まで に掲げる権限に係るものに限る。）。

�の２～� 省略

３ 省略

（児童又はその保護者への通知）

第２２条 児童相談所長は、法第２７条第１項第３号又は第２項の規定

により、児童を児童福祉施設に入所させ、又は児童につき指定発

達支援医療機関に治療等の委託をする措置を採ろうとするとき

は、入所させようとする児童福祉施設又は治療等の委託をしよう

とする指定発達支援医療機関及び在所中又は委託されている間の

費用に関する事項について、児童又はその保護者に告げなければ

ならない。法第３１条第３項 に規定する変更の措置を採

ろうとするときも、同様とする。

２ 省略

（児童自立生活援助事業開始届出書等）

第３６条 省略

２ 省略
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（児童自立生活援助事業変更届出書等）

第３７条 省略

２ 前項の届出書（施行規則第３６条の４の２第３号に規定する里親

の居宅において児童自立生活援助事業を行うものに限る。）は、

所轄の児童相談所長を経由しなければならない。

（児童自立生活援助事業廃止届出書等）

第３８条 省略

２ 前項の届出書（施行規則第３６条の４の２第３号に規定する里親

の居宅において児童自立生活援助事業を行うものに限る。）は、

所轄の児童相談所長を経由しなければならない。

（親子再統合支援事業等開始届出書）

第３８条の２ 法第３４条の７の２第２項の規定による届出は、親子再

統合支援事業等開始届出書（様式第３０号の１５）によるものとす

る。

（親子再統合支援事業等変更届出書）

第３８条の３ 法第３４条の７の２第３項の規定による届出は、親子再

統合支援事業等変更届出書（様式第３０号の１６）によるものとす

る。

（親子再統合支援事業等廃止届出書等）

第３８条の４ 法第３４条の７の２第４項の規定による届出は、親子再

統合支援事業等廃止（休止）届出書（様式第３０号の１７）によるも

のとする。

（妊産婦等生活援助事業開始届出書）

第３８条の５ 法第３４条の７の５第２項の規定による届出は、妊産婦

等生活援助事業開始届出書（様式第３０号の１８）によるものとす

る。

（妊産婦等生活援助事業変更届出書）

第３８条の６ 法第３４条の７の５第３項の規定による届出は、妊産婦

等生活援助事業変更届出書（様式第３０号の１９）によるものとす

る。

（妊産婦等生活援助事業廃止届出書等）

第３８条の７ 法第３４条の７の５第４項の規定による届出は、妊産婦

等生活援助事業廃止（休止）届出書（様式第３０号の２０）によるも

のとする。

（一時預かり事業開始届出書）

第３８条の８ 法第３４条の１２第１項の規定による届出は、一時預かり

事業開始届出書（様式第３０号の２１）によるものとする。

（一時預かり事業変更届出書）

第３８条の９ 法第３４条の１２第２項の規定による届出は、一時預かり

事業変更届出書（様式第３０号の２２）によるものとする。

（一時預かり事業廃止届出書等）

第３８条の１０ 法第３４条の１２第３項の規定による届出は、一時預かり

事業廃止（休止）届出書（様式第３０号の２３）によるものとする。

（病児保育事業開始届出書）

第３８条の１１ 法第３４条の１８第１項の規定による届出は、病児保育事

業開始届出書（様式第３０号の２４）により行うものとする。

（病児保育事業変更届出書）

第３８条の１２ 法第３４条の１８第２項の規定による届出は、病児保育事

業変更届出書（様式第３０号の２５）により行うものとする。

（病児保育事業廃止届出書等）

第３８条の１３ 法第３４条の１８第３項の規定による届出は、病児保育事

業廃止（休止）届出書（様式第３０号の２６）により行うものとす

る。

（児童自立生活援助事業変更届出書等）

第３７条 省略

（児童自立生活援助事業廃止届出書等）

第３８条 省略

（一時預かり事業開始届出書）

第３８条の２ 法第３４条の１２第１項の規定による届出は、一時預かり

事業開始届出書（様式第３０号の１５）によるものとする。

（一時預かり事業変更届出書）

第３８条の３ 法第３４条の１２第２項の規定による届出は、一時預かり

事業変更届出書（様式第３０号の１６）によるものとする。

（一時預かり事業廃止届出書等）

第３８条の４ 法第３４条の１２第３項の規定による届出は、一時預かり

事業廃止（休止）届出書（様式第３０号の１７）によるものとする。

（病児保育事業開始届出書）

第３８条の５ 法第３４条の１８第１項の規定による届出は、病児保育事

業開始届出書（様式第３０号の１８）により行うものとする。

（病児保育事業変更届出書）

第３８条の６ 法第３４条の１８第２項の規定による届出は、病児保育事

業変更届出書（様式第３０号の１９）により行うものとする。

（病児保育事業廃止届出書等）

第３８条の７ 法第３４条の１８第３項の規定による届出は、病児保育事

業廃止（休止）届出書（様式第３０号の２０）により行うものとす

る。



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２３０

様式第１６号（第１２条関係） 指定障害児通所支援事業者（指定障害

児入所施設）変更届出書

省略

注１～５ 省略

６ 障害児通所支援のうち、児童発達支援

又は放課後等デイサービスの利用者の定員の増加に伴い届

け出る場合にあつては、当該障害児通所支援に係る従業者の

勤務の体制及び勤務形態を記載した書類を添付すること。

７ 省略

様式第３０号の２１（第３８条の８関係） 省略

様式第３０号の２２（第３８条の９関係） 省略

様式第３０号の２３（第３８条の１０関係） 省略

様式第３０号の２４（第３８条の１１関係） 省略

様式第３０号の２５（第３８条の１２関係） 省略

様式第３０号の２６（第３８条の１３関係） 省略

第２条 児童福祉法施行細則の一部を次のように改正する。

「 児童発達

サービス

有

児童発達

様式第１５号別紙３を削り、同様式別紙４を同様式別紙３とし、同様式別紙４の２を同様式別紙４とし、同様式別紙６中

支援
医療型児童

発 達 支 援
単位

無

支援
医療型児童

発 達 支 援

「 児童発達支援

サービス単位

有 無

児童発達支援

を に改める。

」 」

様式第３０号の１４の次に次の６様式を加える。

様式第１６号（第１２条関係） 指定障害児通所支援事業者（指定障害

児入所施設）変更届出書

省略

注１～５ 省略

６ 障害児通所支援のうち、児童発達支援、医療型児童発達支

援又は放課後等デイサービスの利用者の定員の増加に伴い届

け出る場合にあつては、当該障害児通所支援に係る従業者の

勤務の体制及び勤務形態を記載した書類を添付すること。

７ 省略

様式第３０号の１５（第３８条の２関係） 省略

様式第３０号の１６（第３８条の３関係） 省略

様式第３０号の１７（第３８条の４関係） 省略

様式第３０号の１８（第３８条の５関係） 省略

様式第３０号の１９（第３８条の６関係） 省略

様式第３０号の２０（第３８条の７関係） 省略



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２３１

様式第３０号の１５（第３８条の２関係） 親子再統合支援事業等開始届出書



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２３２

様式第３０号の１６（第３８条の３関係） 親子再統合支援事業等変更届出書



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２３３

様式第３０号の１７（第３８条の４関係） 親子再統合支援事業等廃止（休止）届出書



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２３４

様式第３０号の１８（第３８条の５関係） 妊産婦等生活援助事業開始届出書



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２３５

様式第３０号の１９（第３８条の６関係） 妊産婦等生活援助事業変更届出書



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２３６

様式第３０号の２０（第３８条の７関係） 妊産婦等生活援助事業廃止（休止）届出書



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２３７

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則の一部改正）

第３条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行細則（平成１８年愛媛県規則第３１号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則の一部改正）

第４条 愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則（令和３年愛媛県規則第１６号）の一部を

次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第２号（第２条、様式第３号関係） 指定障害福祉サービス事

業者（指定障害者支援施設・指定一般相談支援事業者）指定（更

新）申請書

省略

別紙１～別紙１１ 省略

別紙１２ 指定障害福祉サービス事業者に係る多機能型による事業

を実施する場合の審査事項（総括表） ○多

様式第２号（第２条、様式第３号関係） 指定障害福祉サービス事

業者（指定障害者支援施設・指定一般相談支援事業者）指定（更

新）申請書

省略

別紙１～別紙１１ 省略

別紙１２ 指定障害福祉サービス事業者に係る多機能型による事

業を実施する場合の審査事項（総括表） ○多

省略 省略

実施事業 省略 実施事業 省略

省略 省略

児童発達支

援

放課後

等デイ

サービ

ス

居宅訪問型児童発達

支援

省略 児童発達支

援

放課後

等デイ

サービ

ス

医療型

児童発

達支援

居宅訪問型

児童発達支

援

省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

放課後等デイサービス 省略 放課後等デイサービス 医療型児童発達支援 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

省略 省略

注 省略

別紙１３～別紙１６ 省略

注 省略

別紙１３～別紙１６ 省略

改 正 後 改 正 前

（技術的読替え）

第２条 条例第４条の規定により児童福祉法に基づく指定通所支援

の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働

省令第１５号。以下「基準省令」という。）に定める基準を同条の

基準とする場合における基準省令の規定の技術的読替えは、次の

表のとおりとする。

（技術的読替え）

第２条 条例第４条の規定により児童福祉法に基づく指定通所支援

の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働

省令第１５号。以下「基準省令」という。）に定める基準を同条の

基準とする場合における基準省令の規定の技術的読替えは、次の

表のとおりとする。

読み替える基準

省令の規定
読み替えられる字句 読み替える字句

読み替える基準

省令の規定
読み替えられる字句 読み替える字句

省略 省略



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２３８
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附 則

この規則は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第２１号
愛媛県身体障害者福祉法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県身体障害者福祉法施行細則の一部を改正する規則

第１条 愛媛県身体障害者福祉法施行細則（昭和３４年愛媛県規則第２４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（同意書）

第４条 施行令第３条第１項の同意は、様式第１により得なければ

ならない 。

（掲示）

第５条 法第１５条第１項の規定により知事の指定を受けた医師は、

その旨を見やすい方法により 掲示しなければならな

い。

（医師の診断書等）

第６条 施行規則第２条第２項第１号に規定する医師の診断書及び

同項第２号に規定する意見書は、様式第３によるものとする。

様式第１（第４条関係）

同 意 書

（同意書）

第４条 施行令第３条第１項の同意は、様式第１による書面による

ものとする。

（標示）

第５条 法第１５条第１項の規定により知事の指定を受けた医師は、

様式第２による標示をその見やすい場所に掲示しなければならな

い。

（医師の診断書等）

第６条 施行規則第２条第１項第１号に規定する医師の診断書及び

同項第２号に規定する意見書は、様式第３によるものとする。

様式第１（第４条関係）

同 意 書

省略 省略

省略

医療機関開設者
氏名（法人にあつては、

名称及び代表者の氏名）

医 師 氏名

省略

医療機関開設者
氏名（法人にあつては、

�
名称及び代表者の氏名）

医 師 氏名 �

様式第３（第６条関係）

身体障害者診断書・意見書（ 障害用）

総 括 表

注 医師は、記名押印に代えて署名することができる。

様式第３（第６条関係）

身体障害者診断書・意見書（ 障害用）

総 括 表

省略 省略

省略

診療担当科名 科 医師氏名

省略

診療担当科名 科 医師氏名 �

省略 省略

省略

別紙

歯科医師による診断書・意見書

省略

別紙

歯科医師による診断書・意見書

省略 省略

省略

歯科医師名

省略

歯科医師名 �

様式第５（第７条関係） 様式第５（第７条関係）

第６４条 第３６条 基準条例第４条の規

定により読み替えら

れた第３６条

省略 省略



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２３９

��������������

第２条 愛媛県身体障害者福祉法施行細則の一部を次のように改正する。

様式第２を次のように改める。

様式第２ 削除

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第２２号
生活保護法施行細則等の一部を改正する等の規則を次のように定める。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

生活保護法施行細則等の一部を改正する等の規則

（生活保護法施行細則の一部改正）

第１条 生活保護法施行細則（昭和５６年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略

担当者

省略

担当者 �

改 正 後 改 正 前

様式第３７号（第１２条関係） 生活保護法介護券 様式第３７号（第１２条関係） 生活保護法介護券

省略 省略

省略 省略

□訪問介護

□訪問入浴介護

□福祉用具貸与

□訪問看護

□訪問リハビリテ

ーション

□通所介護

□通所リハビリテ

ーション

□居宅療養管理指

導

□短期入所生活介

護

□短期入所療養介

護

□認知症対応型共

同生活介護

□特定施設入居者

生活介護

□定期巡回・随時

対応型訪問介護

看護

□夜間対応型訪問

介護

□地域密着型通所

介護

□認知症対応型通

所介護

□小規模多機能型

省略 □訪問介護

□訪問入浴介護

□福祉用具貸与

□訪問看護

□訪問リハビリテ

ーション

□通所介護

□通所リハビリテ

ーション

□居宅療養管理指

導

□短期入所生活介

護

□短期入所療養介

護

□認知症対応型共

同生活介護

□特定施設入居者

生活介護

□定期巡回・随時

対応型訪問介護

看護

□夜間対応型訪問

介護

□地域密着型通所

介護

□認知症対応型通

所介護

□小規模多機能型

省略

施設介

護

□介護老人福祉施

設

□介護老人保健施

設

□介護医療院

□地域密着型介護

老人福祉施設

施設介

護

□介護老人福祉施

設

□介護老人保健施

設

□介護療養型医療

施設

□介護医療院

□地域密着型介護

老人福祉施設

居宅介

護

介護予

防

介護予

防・日

常生活

支援

省略

居宅介

護

介護予

防

介護予

防・日

常生活

支援

省略



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２４０

（指定居宅サービス事業者、介護保険施設及び指定介護予防サービス事業者の指定等に関する規則の一部改正）

第２条 指定居宅サービス事業者、介護保険施設及び指定介護予防サービス事業者の指定等に関する規則（平成１１年愛媛県規則第３１号）の

一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（中国残留邦人等に対する支援給付、特定配偶者に対する配偶者支援金等に関する規則の一部改正）

第３条 中国残留邦人等に対する支援給付、特定配偶者に対する配偶者支援金等に関する規則（平成２０年愛媛県規則第４１号）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

居宅介護

□地域密着型特定

施設入所者生活

介護

居宅介護

□地域密着型特定

施設入所者生活

介護

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下

「法」という。）

、介護保険法施行法（平成９年法律第１２４

号）及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）

に定め

るもののほか、指定居宅サービス事業者、介護保険施設及び指定

介護予防サービス事業者の指定等に関し必要な事項を定めるもの

とする。

（市町村等への情報提供）

第２条 知事は、法 の規定による指定若しくは許可又は届

出若しくは申出の受理（以下この条において「指定等」とい

う。）をしたときは、市町村、国民健康保険団体連合会、指定居

宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介

護支援事業者、介護保険施設、指定介護予防サービス事業者、指

定地域密着型介護予防サービス事業者、指定介護予防支援事業者

その他知事が必要と認める者に対して、当該指定等に係る事業者

又は施設に関する次に掲げる事項の全部又は一部の情報を提供す

るものとする。

�～� 省略

２ 前項の規定は、法第７１条第１項本文若しくは第７２条第１項本文

（これらの規定を法第１１５条の１１において準用する場合を含

む。）

、介護保険法施行法第４条本文若しくは第５

条本文又は介護保険法等の一部を改正する法律（平成１７年法律第

７７号）附則第１３条本文の規定による指定居宅サービス事業者又は

指定介護予防サービス事業者としての指定があったものとみなさ

れる者に関する情報について準用する。

（趣旨）

第１条 この規則は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下

「法」という。）、健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８

年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効

力を有するものとされる同法第２６条の規定による改正前の法（以

下「旧法」という。）、介護保険法施行法（平成９年法律第１２４

号）、介護保険法施行規則 （平成１１年厚生省令第３６号）及び同

項の規定によりなおその効力を有するものとされる同省令に定め

るもののほか、指定居宅サービス事業者、介護保険施設及び指定

介護予防サービス事業者の指定等に関し必要な事項を定めるもの

とする。

（市町村等への情報提供）

第２条 知事は、法及び旧法の規定による指定若しくは許可又は届

出若しくは申出の受理（以下この条において「指定等」とい

う。）をしたときは、市町村、国民健康保険団体連合会、指定居

宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介

護支援事業者、介護保険施設、指定介護予防サービス事業者、指

定地域密着型介護予防サービス事業者、指定介護予防支援事業者

その他知事が必要と認める者に対して、当該指定等に係る事業者

又は施設に関する次に掲げる事項の全部又は一部の情報を提供す

るものとする。

�～� 省略

２ 前項の規定は、法第７１条第１項本文若しくは第７２条第１項本文

（これらの規定を法第１１５条の１１において準用する場合を含

む。）、旧法第７２条第１項本文（旧法第１１５条の１１において準用

する場合を含む。）、介護保険法施行法第４条本文若しくは第５

条本文又は介護保険法等の一部を改正する法律（平成１７年法律第

７７号）附則第１３条本文の規定による指定居宅サービス事業者又は

指定介護予防サービス事業者としての指定があったものとみなさ

れる者に関する情報について準用する。

改 正 後 改 正 前

様式第２４号（第１３条関係） 介護券 様式第２４号（第１３条関係） 介護券

省略 省略



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２４１

��������������

（愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の廃止）

第４条 愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（令和３年愛媛県規則第３０号）は、廃止

する。

附 則

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。

２ 第１条の規定による改正後の生活保護法施行細則様式第３７号及び第３条の規定による改正後の中国残留邦人等に対する支援給付、特定

配偶者に対する配偶者支援金等に関する規則様式第２４号の規定は、この規則の施行の日以降の介護に係る請求分について適用し、同日前

の介護に係る請求分については、なお従前の例による。

�愛媛県規則第２３号
愛媛県老人福祉法施行細則等の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

省略 省略

□訪問介護

□訪問入浴介護

□福祉用具貸与

□訪問看護

□訪問リハビリテ

ーション

□通所介護

□通所リハビリテ

ーション

□居宅療養管理指

導

□短期入所生活介

護

□短期入所療養介

護

□認知症対応型共

同生活介護

□特定施設入居者

生活介護

□定期巡回・随時

対応型訪問介護

看護

□夜間対応型訪問

介護

□地域密着型通所

介護

□認知症対応型通

所介護

□小規模多機能型

居宅介護

□地域密着型特定

施設入所者生活

介護

省略 □訪問介護

□訪問入浴介護

□福祉用具貸与

□訪問看護

□訪問リハビリテ

ーション

□通所介護

□通所リハビリテ

ーション

□居宅療養管理指

導

□短期入所生活介

護

□短期入所療養介

護

□認知症対応型共

同生活介護

□特定施設入居者

生活介護

□定期巡回・随時

対応型訪問介護

看護

□夜間対応型訪問

介護

□地域密着型通所

介護

□認知症対応型通

所介護

□小規模多機能型

居宅介護

□地域密着型特定

施設入所者生活

介護

省略

施設介

護

□介護老人福祉施

設

□介護老人保健施

設

□介護医療院

□地域密着型介護

老人福祉施設

施設介

護

□介護老人福祉施

設

□介護老人保健施

設

□介護療養型医療

施設

□介護医療院

□地域密着型介護

老人福祉施設

居宅介

護

介護予

防

介護予

防・日

常生活

支援

省略

居宅介

護

介護予

防

介護予

防・日

常生活

支援

省略

省略 省略

注 省略 注 省略



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２４２

愛媛県老人福祉法施行細則等の一部を改正する規則

（愛媛県老人福祉法施行細則の一部改正）

第１条 愛媛県老人福祉法施行細則（昭和３８年愛媛県規則第７１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部改正）

第２条 愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（令和３年愛媛県規則第２５号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第２３号の７（第１３条の７関係） 老人ホーム設置届出書 様式第２３号の７（第１３条の７関係） 老人ホーム設置届出書

省略 省略

協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療

機関との契約の内容（特別養護老人ホームに限る。）

省略 協力病院 の名称及び診療科名並びに当該協力病院

との契約の内容（特別養護老人ホームに限る。）

省略

省略 省略

注１ 協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機

関との契約の内容（特別養護老人ホームに限る。）の欄

は、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平

成１１年厚生省令第４６号）第２７条第６項に規定する協力歯科

医療機関があるときは、その名称及び当該協力歯科医療機

関との契約の内容も含めて記入すること。

２ 省略

様式第２４号（第１４条関係） 老人ホーム設置認可申請書

注１ 協力病院 の名称及び診療科名並びに当該協力病院

との契約の内容（特別養護老人ホームに限る。）の欄

は、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平

成１１年厚生省令第４６号）第２７条第２項に規定する協力歯科

医療機関があるときは、その名称及び当該協力歯科医療機

関との契約の内容も含めて記入すること。

２ 省略

様式第２４号（第１４条関係） 老人ホーム設置認可申請書

省略 省略

協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療

機関との契約の内容（特別養護老人ホームに限る。）

省略 協力病院 の名称及び診療科名並びに当該協力病院

との契約の内容（特別養護老人ホームに限る。）

省略

省略 省略

注１ 協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機

関との契約の内容（特別養護老人ホームに限る。）の欄

は、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平

成１１年厚生省令第４６号）第２７条第６項に規定する協力歯科

医療機関があるときは、その名称及び当該協力歯科医療機

関との契約の内容も含めて記入すること。

２ 省略

注１ 協力病院 の名称及び診療科名並びに当該協力病院

との契約の内容（特別養護老人ホームに限る。）の欄

は、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平

成１１年厚生省令第４６号）第２７条第２項に規定する協力歯科

医療機関があるときは、その名称及び当該協力歯科医療機

関との契約の内容も含めて記入すること。

２ 省略

改 正 後 改 正 前

（技術的読替え）

第２条 条例第３条の規定により特別養護老人ホームの設備及び運

営に関する基準（平成１１年厚生省令第４６号。以下「基準省令」と

いう。）に定める基準を同条の基準とする場合における基準省令

の規定の技術的読替えは、次の表のとおりとする。

（技術的読替え）

第２条 条例第３条の規定により特別養護老人ホームの設備及び運

営に関する基準（平成１１年厚生省令第４６号。以下「基準省令」と

いう。）に定める基準を同条の基準とする場合における基準省令

の規定の技術的読替えは、次の表のとおりとする。

読み替える基

準省令の規定
読み替えられる字句 読み替える字句

読み替える基

準省令の規定
読み替えられる字句 読み替える字句

省略 省略

第２３条第２項 第７条から第９条ま

で及び第１２条の２か

ら第３１条の３まで

第７条、第９条及び第１２

条の２から第３１条の３ま

での規定並びに基準条例

第４条

第２３条第２項 第７条から第９条ま

で及び第１２条の２か

ら第３１条の２まで

第７条、第９条及び第１２

条の２から第３１条の２ま

での規定並びに基準条例

第４条

省略 省略



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２４３

（愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則の一部改正）

第３条 愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則（令和３年愛媛県規則第２６号）の一

部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準等を定める条例施行規則の一部改正）

第４条 愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準等を定める条例施行規則（令和３年愛媛県規則第２７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

２・３ 省略 ２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

（技術的読替え）

第２条 条例第４条の規定により指定居宅サービス等の事業の人

員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号。以下

「基準省令」という。）に定める基準を同条の基準とする場合に

おける基準省令の規定の技術的読替えは、次の表のとおりとす

る。

（技術的読替え）

第２条 条例第４条の規定により指定居宅サービス等の事業の人

員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号。以下

「基準省令」という。）に定める基準を同条の基準とする場合に

おける基準省令の規定の技術的読替えは、次の表のとおりとす

る。

読み替える基

準省令の規定

読み替えられ

る字句
読み替える字句

読み替える基

準省令の規定

読み替えられ

る字句
読み替える字句

省略 省略

第１４０条の１３ 及び第１３９条か

ら第１４０条（第

１０１条の準用に

係る部分を除

く。）まで

、第１３９条から第１３９条の３ま

で及び基準条例第４条の規定

により読み替えられた第１４０条

（第１０１条の準用に係る部分を

除く。）

第１４０条の１３ 及び第１３９条か

ら第１４０条（第

１０１条の準用に

係る部分を除

く。）まで

、第１３９条、第１３９条の２

及び基準条例第４条の規定

により読み替えられた第１４０条

（第１０１条の準用に係る部分を

除く。）

省略 省略

２・３ 省略 ２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

（技術的読替え）

第２条 条例第４条の規定により指定介護予防サービス等の事業の

人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働

省令第３５号。以下「基準省令」という。）に定める基準を同条の

基準とする場合における基準省令の規定の技術的読替えは、次の

表のとおりとする。

（技術的読替え）

第２条 条例第４条の規定により指定介護予防サービス等の事業の

人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働

省令第３５号。以下「基準省令」という。）に定める基準を同条の

基準とする場合における基準省令の規定の技術的読替えは、次の

表のとおりとする。

読み替える基

準省令の規定

読み替えら

れる字句
読み替える字句

読み替える基

準省令の規定

読み替えら

れる字句
読み替える字句

省略 省略

第２４５条 省略 第２４５条 省略

、第５３条の

４第１項中

、基準条例第４条の規定により読

み替えられた第５２条第２項中「次

節」とあるのは「次節の規定並び

に基準条例第５条」と、第５３条の

４第１項中

、同項 、基準条例第４条の規定により読

み替えられた第５２条第２項中「次

節」とあるのは「次節の規定並び

に基準条例第５条」と、第５３条の

４第１項

省略 省略
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附 則

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。

２ この規則施行の際現に提出されている第１条の規定による改正前の愛媛県老人福祉法施行細則様式第２４号の規定による申請書は、同条

の規定による改正後の愛媛県老人福祉法施行細則様式第２４号の規定による申請書とみなす。

�愛媛県規則第２４号
愛媛県林業・木材産業改善資金会計事務取扱規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県林業・木材産業改善資金会計事務取扱規則の一部を改正する規則

愛媛県林業・木材産業改善資金会計事務取扱規則（昭和５１年愛媛県規則第８２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和６年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第２５号
漁港漁場整備法の規定に基づく許可等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

漁港漁場整備法の規定に基づく許可等に関する規則の一部を改正する規則

改 正 後 改 正 前

（支出の結果の報告）

第５条 県森連等は、林業・木材産業改善貸付資金を支出したとき

は、当該支出の結果について、当該支出をした月ごとに取りまと

め、林業・木材産業改善貸付資金受払報告書（様式第２号）を２

通作成し、翌月の５日までに、１通は借受者の借用証書を添付し

て知事に、他の１通は知事を経由して会計管理者に提出しなけれ

ばならない。

様式第２号（第５条関係） 林業・木材産業改善貸付資金受払報告

書

（支出の結果の報告）

第５条 県森連等は、林業・木材産業改善貸付資金の支出

の結果について、毎月

、林業・木材産業改善貸付資金受払報告書（様式第２号）を２

通作成し、翌月の５日までに、１通は借受者の借用証書を添付し

て知事に、他の１通は知事を経由して会計管理者に提出しなけれ

ばならない。

様式第２号（第５条関係） 林業・木材産業改善貸付資金受払報告

書

林業・木材産業改善貸付資金受払報告書

年 月 日 年 月 日

林業・木材産業改善貸付資金受払報告書

年 月 日 年度 款 項 目 節

愛媛県知事 会計

愛媛県会計管理者 様

住 所

名 称

代表者氏名

林業・木材産業改善貸付資金の受払の結果について、次の

とおり報告します。

年 月 日

愛媛県知事

愛媛県会計管理者 様

住 所

名 称

代表者氏名 �

年 月分の林業・木材産業改善貸付資金の受払の結

果について、次のとおり報告します。

省略 省略

年月日 摘 要 受入額 支払額 残額 預入期間 利息額 年月日 摘 要 受入額 支払額 残額 預入期間 残額積数

省略 省略

注 省略 注 省略
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漁港漁場整備法の規定に基づく許可等に関する規則（昭和４３年愛媛県規則第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

漁港及び漁場の整備等に関する法律の規定に基づく許可等に

関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭和２５

年法律第１３７号。以下「法」という。）の規定に基づいて知事が

行う許可及び協議について必要な事項を定めるものとする。

（土地等の使用の許可等の申請）

第２条 省略

２ 省略

（占用等の許可の申請又は協議）

第３条 法第３９条第１項の許可を受けようとする者又は同条第４項

の協議をしようとする者は、漁港及び漁場の整備等に関する法律

施行規則（昭和２６年農林省令第４７号）第２９条第１項に規定する申

請書又は同条第２項に規定する協議書に、次の各号に掲げる区分

に従い、当該各号に掲げる図書を添付しなければならない。

�～� 省略

（許可等に係る事項の変更）

第４条 省略

２ 第２条第２項及び 前条の規定は、前項の規定によ

る許可又は協議について準用する。

第７条 省略

（漁港施設等活用事業の認定の申請）

第８条 次の各号に掲げる認定を受けようとする者は、それぞれ当

該各号に掲げる様式による申請書を知事に提出しなければならな

い。

� 法第４２条第１項の認定 様式第７号（漁港施設等活用事業実

施計画認定申請書）

� 法第４３条第４項の認定 様式第８号（漁港施設等活用事業実

施計画変更認定申請書）

（漁港水面施設運営権の更新の申請）

第９条 法第５７条第２項の更新をしようとする者は、漁港水面施設

運営権存続期間更新申請書（様式第９号）を知事に提出しなけれ

ばならない。

（書類等の部数及び経由）

第１０条 漁港及び漁場の整備等に関する法律施行規則及びこの規則

の規定により知事に提出する書類及び図書の部数は、正本１通及

びその写し２通とし、許可、協議、認定又は更新に係る行為の場

所を管轄する地方局の長を経由しなければならない。

様式第１号（第２条関係）

漁港漁場整備法の規定に基づく許可等に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、漁港漁場整備法 （昭和２５

年法律第１３７号。以下「法」という。）の規定に基づいて知事が

行う許可及び協議について必要な事項を定めるものとする。

（土地等の使用の許可等の申請）

第２条 省略

２ 省略

３ 前２項の規定により知事に提出する申請書及び図書の数は、正

本１通及びその写し２通とする。

（占用等の許可の申請又は協議）

第３条 法第３９条第１項の許可を受けようとする者又は同条第４項

の協議をしようとする者は、漁港漁場整備法施行規則

（昭和２６年農林省令第４７号）第１２条第１項に規定する申

請書又は同条第２項に規定する協議書に、次の各号に掲げる区分

に従い、当該各号に掲げる図書を添付しなければならない。

�～� 省略

２ 漁港漁場整備法施行規則第１２条及び前項の規定により知事に提

出する申請書又は協議書及び図書の数は、正本１通及びその写し

２通とする。

（許可等に係る事項の変更）

第４条 省略

２ 第２条第２項及び第３項並びに前条の規定は、前項の規定によ

る許可又は協議について準用する。

第７条 省略

（書類等の 経由）

第８条 この規則

により知事に提出する書類及び図書は、許可又は協議

に係る行為の場

所を管轄する地方局の長を経由しなければならない。

様式第１号（第２条関係）

省略

名称及びその

代表者の氏名

省略

名称及びその
�

代表者の氏名

省略 省略
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備考１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ 不要の文字は、抹消すること。

３ 位置図及び平面図を添付すること。

様式第２号（第２条関係）

備考 １ 不要の文字は、抹消すること。

２ 位置図及び平面図を添付すること。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第２号（第２条関係）

省略

氏 名
�
�
�
�

法人にあつては、名称��
�
�及びその代表者の氏名

省略

氏 名
�
�
�
�

法人にあつては、名称��
�
�

�
及びその代表者の氏名

省略 省略

備考１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ 位置図、平面図、構造図、設計書、求積図、縦横断面

図、写真及び利害関係者の承諾書を添付すること。

様式第３号（第４条関係）

備考 １ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて

署名することができる。

２ 位置図、平面図、構造図、設計書、求積図、縦横断

面図、写真及び利害関係者の承諾書を添付すること。

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第３号（第４条関係）

省略

氏 名
�
�
�
�

法人にあつては、名称��
�
�及びその代表者の氏名

省略

氏 名
�
�
�
�

法人にあつては、名称��
�
�

�
及びその代表者の氏名

省略 省略

備考１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ 「利用漁港施設の名称及び場所」の欄は、現に漁港施

設を利用している場合に記載すること。

３ 次の図書を添付すること。

� 漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭和２５年法律

第１３７号。以下「法」という。）第２４条第１項後段の

許可の場合 位置図及び平面図

� 法第３７条第１項の許可の場合 位置図、平面図、構

造図、設計書、求積図、縦横断面図、写真及び利害関

係者の承諾書

	 法第３９条第１項の許可の場合

ア 工作物の建設若しくは改良又は水面若しくは土地

の一部を占用しようとするときは、位置図、平面

図、縦横断面図、工事設計書、単価表、積量表、安

定計算書、収支予算書、写真及び利害関係者の承諾

書

イ 土砂の採取又は土地の掘削若しくは盛土をしよう

とするときは、位置図、平面図、求積図、縦横断面

図、写真及び利害関係者の承諾書

ウ 汚水の放流又は汚物の放棄をしようとするとき

は、位置図、平面図、放棄面積求積図、構造図、写

真及び利害関係者の承諾書

様式第４号（第４条関係）

備考 １ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて

署名することができる。

２ 「利用漁港施設の名称及び場所」の欄は、現に漁港

施設を利用している場合に記載すること。

３ 次の図書を添付すること。

� 漁港漁場整備法（昭和２５年法律 第１３７号。以 下

「法」という。）第２４条第１項後段の許可の場合

位置図及び平面図

� 法第３７条第１項の許可の場合 位置図、平面図、

構造図、設計書、求積図、縦横断面図、写真及び利

害関係者の承諾書

	 法第３９条第１項の許可の場合

ア 工作物の建設若しくは改良又は水面若しくは土

地の一部を占用しようとするときは、位置図、平

面図、縦横断面図、工事設計書、単価表、積量

表、安定計算書、収支予算書、写真及び利害関係

者の承諾書

イ 土砂の採取又は土地の掘削若しくは盛土をしよ

うとするときは、位置図、平面図、求積図、縦横

断面図、写真及び利害関係者の承諾書

ウ 汚水の放流又は汚物の放棄をしようとするとき

は、位置図、平面図、放棄面積求積図、構造図、

写真及び利害関係者の承諾書

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第４号（第４条関係）

省略

名称及びその

代表者の氏名

省略

名称及びその



代表者の氏名

省略 省略

備考１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ 「利用漁港施設の名称及び場所」の欄は、現に漁港施

設を利用している場合に記載すること。

３ 次の図書を添付すること。

備考 １ 「利用漁港施設の名称及び場所」の欄は、現に漁港

施設を利用している場合に記載すること。

２ 次の図書を添付すること。

� 工作物の建設若しくは改良又は水面若しくは土地
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様式第６号の次に次の３様式を加える。

� 工作物の建設若しくは改良又は水面若しくは土地の

一部を占用しようとするときは、位置図、平面図、縦

横断面図、工事設計書、単価表、積量表、安定計算

書、収支予算書、写真及び利害関係者の承諾書

� 土砂の採取又は土地の掘削若しくは盛土をしようと

するときは、位置図、平面図、求積図、縦横断面図、

写真及び利害関係者の承諾書

� 汚水の放流又は汚物の放棄をしようとするときは、

位置図、平面図、放棄面積求積図、構造図、写真及び

利害関係者の承諾書

様式第６号（第７条関係）

の一部を占用しようとするときは、位置図、平面

図、縦横断面図、工事設計書、単価表、積量表、安

定計算書、収支予算書、写真及び利害関係者の承諾

書

� 土砂の採取又は土地の掘削若しくは盛土をしよう

とするときは、位置図、平面図、求積図、縦横断面

図、写真及び利害関係者の承諾書

� 汚水の放流又は汚物の放棄をしようとするとき

は、位置図、平面図、放棄面積求積図、構造図、写

真及び利害関係者の承諾書

３ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第６号（第７条関係）

省略

氏 名
�
�
�
�

法人にあつては、名称��
�
�及びその代表者の氏名

省略

氏 名
�
�
�
�

法人にあつては、名称��
�
�

	
及びその代表者の氏名

省略 省略

備考１ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ 「指令番号及び指令年月日」の欄は、協議をした者

は、記載することを要しない。

３ 「利用漁港施設の名称及び場所」の欄は、現に漁港施

設を利用している場合に記載すること。

備考 １ 届出者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて

署名することができる。

２ 「指令番号及び指令年月日」の欄は、協議をした者

は、記載することを要しない。

３ 「利用漁港施設の名称及び場所」の欄は、現に漁港

施設を利用している場合に記載すること。

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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様式第７号（第８条関係）
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２４９

様式第８号（第８条関係）
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様式第９号（第１０条関係）
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。

（愛媛県規則における押印等を不要とするための手続の特例に関する規則の一部改正）

２ 愛媛県規則における押印等を不要とするための手続の特例に関する規則（令和３年愛媛県規則第３４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（調整規定）

３ 前項及び医療法施行細則の一部を改正する規則（令和６年愛媛県規則第１８号）附則第２項の規定が同一の日に施行されるときは、これ

らの規定により改正される愛媛県規則における押印等を不要とするための手続の特例に関する規則の規定は、同項の規定によってまず改

正され、次いで前項の規定によって改正されるものとする。

�愛媛県規則第２６号
愛媛県屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県屋外広告物条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県屋外広告物条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則第９３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

申請者、届出者、報告者等が行わなければならないとされている

書類の押印、署名又は署名押印（これらに類するものを含む。）に

ついては、次に掲げる規則の規定にかかわらず、申請者、届出者、

報告者等は、これらの行為を行うことを要しない。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

申請者、届出者、報告者等が行わなければならないとされている

書類の押印、署名又は署名押印（これらに類するものを含む。）に

ついては、次に掲げる規則の規定にかかわらず、申請者、届出者、

報告者等は、これらの行為を行うことを要しない。

�～� 省略

� 漁港漁場整備法の規定に基づく許可等に関する規則（昭和４３年

愛媛県規則第２９号）様式第１号から様式第４号まで及び様式第６

号

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

（堅ろうな既存広告物等の特例）

第４条 条例第８条に規定する規則で定める堅ろうな既存広告物等

（堅ろうな既存広告物等の特例）

第４条 条例第８条に規定する規則で定める堅ろうな既存広告物等



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２５２

は、同条に規定する既存広告物等のうち、鉄骨造り、石造りその

他の耐�性を有する構造により築造された広告板、広告塔その他

これらに類するもので、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第

８８条第１項において準用する同法第６条第１項の規定に基づき建

築主事若しくは建築副主事の確認を受けたもの又はこれに準ずる

ものと知事が認めたものとする。

２ 省略

（管理者の要件等）

第５条の２ 省略

２ 条例第１２条第３項の規則で定める者は、第２３条第１項各号のい

ずれかに該当する者及び広告物等の点検に関し必要な知識を修得

させることを目的とする講習会で別に定めるものの課程を修了し

た者とする。

様式第２号（第６条関係） 屋外広告物許可申請書

（表）

は、同条に規定する既存広告物等のうち、鉄骨造り、石造りその

他の耐�性を有する構造により築造された広告板、広告塔その他

これらに類するもので、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第

８８条第１項において準用する同法第６条第１項の規定に基づき建

築主事 の確認を受けたもの又はこれに準ずる

ものと知事が認めたものとする。

２ 省略

（管理者の要件等）

第５条の２ 省略

２ 条例第１２条第３項の規則で定める者は、第２３条第１項各号のい

ずれかに該当する者

とする。

様式第２号（第６条関係） 屋外広告物許可申請書

（表）

省略 省略

省略 省略

新 管 理 者
資格等

□屋外広告士 □職業訓練指導員免許

所持者 □技能検定合格者 □職業訓

練修了者 □建築士 □電気工事士

□電気主任技術者 □広告物等の点検

に関し必要な知識を修得させることを

目的とする講習会の課程を修了した者

新 管 理 者
資格等

□屋外広告士 □職業訓練指導員免許

所持者 □技能検定合格者 □職業訓

練修了者 □建築士 □電気工事士

□電気主任技術者

省略 省略

（裏） 省略

別紙 省略

様式第３号（第６条関係） 屋外広告物変更許可申請書

（表）

（裏） 省略

別紙 省略

様式第３号（第６条関係） 屋外広告物変更許可申請書

（表）

省略 省略

省略 省略

新 管 理 者
資格等

□屋外広告士 □職業訓練指導員免許

所持者 □技能検定合格者 □職業訓

練修了者 □建築士 □電気工事士

□電気主任技術者 □広告物等の点検

に関し必要な知識を修得させることを

目的とする講習会の課程を修了した者

新 管 理 者
資格等

□屋外広告士 □職業訓練指導員免許

所持者 □技能検定合格者 □職業訓

練修了者 □建築士 □電気工事士

□電気主任技術者

省略 省略

（裏） 省略

様式第４号（第６条関係） 屋外広告物管理者設置（変更・廃止）

届出書

（裏） 省略

様式第４号（第６条関係） 屋外広告物管理者設置（変更・廃止）

届出書

省略 省略

省略 省略

管理者

新
資格等

□屋外広告士 □職業訓練指導員免許

所持者 □技能検定合格者 □職業訓

練修了者 □建築士 □電気工事士

□電気主任技術者 □広告物等の点検

に関し必要な知識を修得させることを

目的とする講習会の課程を修了した者
管理者

新
資格等

□屋外広告士 □職業訓練指導員免許

所持者 □技能検定合格者 □職業訓

練修了者 □建築士 □電気工事士

□電気主任技術者

省略 省略
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附 則

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。

２ この規則施行の際現に提出されている改正前の愛媛県屋外広告物条例施行規則様式第２号及び様式第３号の規定による申請書は、改正

後の愛媛県屋外広告物条例施行規則様式第２号及び様式第３号の規定による申請書とみなす。

�愛媛県規則第２７号
愛媛県宅地建物取引業法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県宅地建物取引業法施行細則の一部を改正する規則

愛媛県宅地建物取引業法施行細則（昭和５８年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

旧
資格等

□屋外広告士 □職業訓練指導員免許

所持者 □技能検定合格者 □職業訓

練修了者 □建築士 □電気工事士

□電気主任技術者 □広告物等の点検

に関し必要な知識を修得させることを

目的とする講習会の課程を修了した者

旧
資格等

□屋外広告士 □職業訓練指導員免許

所持者 □技能検定合格者 □職業訓

練修了者 □建築士 □電気工事士

□電気主任技術者

省略 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

（手続の方法）

第４条 省略

２ 次の表の左欄に掲げる書類には、同表の右欄に掲げる書類を添

付しなければならない。

（手続の方法）

第４条 省略

２ 次の表の左欄に掲げる書類には、同表の右欄に掲げる書類を添

付しなければならない。

項 左 欄 右 欄 項 左 欄 右 欄

１ 宅地建物取引士

資格試験受験申

込書

省令第１０条の５第６号に規定

する登録講習修了者にあつて

は、同号の登録講習修了者証明

書

１ 省略 ２ 省略

２ 省略 ３ 省略

様式第３号（第４条関係） 宅地建物取引士資格試験受験申込書 様式第３号（第４条関係） 宅地建物取引士資格試験受験申込書

省略 省略 省略 省略

愛媛県収入証

紙

円を貼付して

ください。

（消印しない

こと。）

６
登録講習修了試験

合 格 年 月 日
年 月 日

愛媛県収入証

紙

円を貼付して

ください。

（消印しない

こと。）

６
登録講習修了試験

合 格 年 月 日
７ 修 了 番 号 年 月 日

８
登 録 講 習 機 関

登 録 番 号

省略 省略

注１ 受験票・整理票・合格通知書（別紙のとおり。）を添付

すること。

２ ６の欄から８の欄までは、登録講習修了者（宅地建物取

引業法施行規則（昭和３２年建設省令第１２号）第１０条の５第

６号に規定する登録講習修了者をいう。）である場合に記

入すること。

３ ※印の欄には、記入しないこと。

注 １ 次の書類を添付すること。

� 登録講習修了者（宅地建物取引業法施行規則（昭和

３２年建設省令第１２号）第１０条の５第６号に規定する登

録講習修了者をいう。以下同じ。）にあつては、同号

の登録講習修了者証明書

� 受験票・整理票・合格通知書（別紙のとおり。）

２ ６の「登録講習修了試験合格年月日」の欄は、登録講
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第２８号
愛媛県会計規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県会計規則の一部を改正する規則

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

別紙 省略

習修了者である場合に記入すること。

３ ※印の欄には、記入しないこと。

４ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

別紙 省略

改 正 後 改 正 前

（会計管理者等の事務の一部委任）

第７条 会計管理者をして出納員に委任させる事務は、次のとおり

とする。

�～� 省略

� 総務部行財政改革局税務課直税係長に委任させる事務は、本

庁各課又は地方機関に属する会計事務のうち、税務課が指定納

付受託者に納付させ、及び法第２４３条の２第１項

の規定による

歳入の収納の事務の委託を受けた者に払い込ませる地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）に規定する徴収金並びに同課が受け

入れる森林環境税に係る徴収金の収納及び保管に関すること。

�～� 省略

� 地方局長に委任させる事務は、当該地方局に属する会計事務

のうち、次に掲げるものとする。

ア 省略

イ 地方税法に規定する徴収金並びに森林環境税に係る徴収金

及び特別法人事業税に係る徴収金及び地方法人特別税の徴収

に伴う歳入歳出外現金等の受入れ及び保管

�～� 省略

２ 省略

（誤払金等の歳入の調定の時期）

第１１条 歳入徴収者は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。

以下「令」という。）第１５９条の規定による誤払金等（以下「誤

払金等」という。）であつて当該誤払金等の納入の通知をしてい

るものが出納閉鎖の日までに戻入れとならなかつたときは、その

翌日において歳入として調定をしなければならない。

（現金の払込み）

第２４条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、法第２４３条の２第１項

の規定による歳入の徴収又は収納の事務の委託を受けた者

は、歳入の徴収又は収納をしたときは、遅滞なく指定金融機関等

に払込みをしなければならない。

（隔地払）

第６８条 会計管理者は、隔地払をするときは、支払指示書（様式第

３４号）を指定金融機関又は指定代理金融機関に、送金通知書（様

（会計管理者等の事務の一部委任）

第７条 会計管理者をして出納員に委任させる事務は、次のとおり

とする。

�～� 省略

� 総務部行財政改革局税務課直税係長に委任させる事務は、本

庁各課又は地方機関に属する会計事務のうち、税務課が指定納

付受託者に納付させ、及び地方自治法施行令（昭和２２年政令第

１６号。以下「令」という。）第１５８条の２第１項の規定による

歳入の収納の事務の委託を受けた者に払い込ませる地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）に規定する徴収金

の収納及び保管に関すること。

�～� 省略

� 地方局長に委任させる事務は、当該地方局に属する会計事務

のうち、次に掲げるものとする。

ア 省略

イ 地方税法に規定する徴収金並びに

特別法人事業税に係る徴収金及び地方法人特別税の徴収

に伴う歳入歳出外現金等の受入れ及び保管

�～� 省略

２ 省略

（誤払金等の歳入の調定の時期）

第１１条 歳入徴収者は、令

第１５９条の規定による誤払金等（以下「誤

払金等」という。）であつて当該誤払金等の納入の通知をしてい

るものが出納閉鎖の日までに戻入れとならなかつたときは、その

翌日において歳入として調定をしなければならない。

（現金の払込み）

第２４条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、令第１５８条第１項又は第１５８条の２第

１項の規定による歳入の徴収又は収納の事務の委託を受けた者

は、歳入の徴収又は収納をしたときは、遅滞なく指定金融機関等

に払込みをしなければならない。

（隔地払）

第６８条 会計管理者は、隔地払をするときは、支払指示書（様式第

３４号）を指定金融機関又は指定代理金融機関に、送金通知書（様
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式第３６号）を債権者に、それぞれに送付しなければならない。

（支払を終らない資金の歳入への組入れ又は納付）

第１０９条 会計管理者は、令第１６５条の５第２項及び第３項の規定に

より支払を終わらない資金を歳入に組み入れ、又は納付させると

きは、公金振替の例により指定金融機関にこれを組み入れ、又は

納付させなければならない。

（決算資料の提出）

第１１３条 本庁各課の長は、毎会計年度その所管に係る歳入（地方

機関の執行に係るものを除く。）について不納欠損額調書（様式

第５８号）及び当該年度に係る未収入金繰越調書（様式第５９号）

を、歳出について歳出不用額説明書（様式第６０号）を作成し、６

月３０日までに会計管理者に提出しなければならない。

２～５ 省略

（歳入歳出外現金等の区分）

第１１５条 県が保管する歳入歳出外現金等は、次表により区分する

ものとする。

式第３６号）を債権者に、それぞれに送付しなければならない。こ

の場合において、支払場所が指定金融機関又は指定代理金融機関

以外の金融機関であるときは、指定金融機関又は指定代理金融機

関をして送金小切手により送金させるものとする。

（支払を終らない資金の歳入への組入れ又は納付）

第１０９条 会計管理者は、令第１６５条の６第２項及び第３項の規定に

より支払を終わらない資金を歳入に組み入れ、又は納付させると

きは、公金振替の例により指定金融機関にこれを組み入れ、又は

納付させなければならない。

（決算資料の提出）

第１１３条 本庁各課の長は、毎会計年度その所管に係る歳入（地方

機関の執行に係るものを除く。）について不納欠損額調書（様式

第５８号）及び当該年度に係る未収入金繰越調書（様式第５９号）

を、歳出について不用額調書 （様式第６０号）を作成し、６

月３０日までに会計管理者に提出しなければならない。

２～５ 省略

（歳入歳出外現金等の区分）

第１１５条 県が保管する歳入歳出外現金等は、次表により区分する

ものとする。

歳入歳出外現金 省略

住民税及び森林環境税の特例滞納処分によ

る徴収金

省略

特別法人事業税に係る徴収金及び地方法人

特別税

森林環境税に係る徴収金

省略

歳入歳出外現金 省略

住民税 の特例滞納処分によ

る徴収金

省略

特別法人事業税に係る徴収金及び地方法人

特別税

省略

省略 省略

（賠償責任）

第２３４条 法第２４３条の２の８第１項後段の規定により規則で指定す

る職員は、次の各号に掲げる行為についてそれぞれ当該各号に定

めるものとする。

�～� 省略

様式第７号（第１７条―第２０条、第２２条、第２８条―第３０条、第２０２

条、第２２５条、別表第４関係） 納入通知書

（表） 省略

（裏）

（賠償責任）

第２３４条 法第２４３条の２の２第１項後段の規定により規則で指定す

る職員は、次の各号に掲げる行為についてそれぞれ当該各号に定

めるものとする。

�～� 省略

様式第７号（第１７条―第２０条、第２２条、第２８条―第３０条、第２０２

条、第２２５条、別表第４関係） 納入通知書

（表） 省略

（裏）

省略

○指定金融機関

伊予銀行

○指定代理金融機関

愛媛銀行

愛媛県信用農業協同組合連合会（指定代理金融機関の業務

代理を行う農業協同組合へ払い込むことができます。）

○収納代理金融機関

・全国の店舗で納付できる金融機関

みずほ銀行 三井住友銀行

・愛媛県内の店舗で納付できる金融機関

愛媛信用金庫 宇和島信用金庫 東予信用金庫 川之江信

用金庫 四国労働金庫

愛媛県信用漁業協同組合連合会 中国銀行 広島銀行 山

口銀行 阿波銀行

省略

○全国の店舗で納付できる金融機関

みずほ銀行 三井住友銀行

○愛媛県内の店舗で納付できる金融機関

伊予銀行 愛媛銀行 愛媛県信用農業協同組合連合会（指

定代理金融機関の業務代理を行う農業協同組合へ払い込む

ことができます。）

愛媛信用金庫 宇和島信用金庫 東予信用金庫 川之江信

用金庫 四国労働金庫

愛媛県信用漁業協同組合連合会 中国銀行 広島銀行 山

口銀行 阿波銀行

百十四銀行 四国銀行 徳島大正銀行 香川銀行 高知銀

行

観音寺信用金庫
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百十四銀行 四国銀行 徳島大正銀行 香川銀行 高知銀

行

観音寺信用金庫

省略 省略

省略 省略

様式第１１号（第２４条、第１１７条の２、第１９８条、第２２５条関係） 払

込書

様式第１１号（その１） 省略

様式第１１号（その２）

（表） 省略

（裏）

様式第１１号（第２４条、第１１７条の２、第１９８条、第２２５条関係） 払

込書

様式第１１号（その１） 省略

様式第１１号（その２）

（表） 省略

（裏）

省略

○指定金融機関

伊予銀行

○指定代理金融機関

愛媛銀行

愛媛県信用農業協同組合連合会（指定代理金融機関の業務

代理を行う農業協同組合へ払い込むことができます。）

○収納代理金融機関

・全国の店舗で納付できる金融機関

みずほ銀行 三井住友銀行

・愛媛県内の店舗で納付できる金融機関

愛媛信用金庫 宇和島信用金庫 東予信用金庫 川之江信

用金庫 四国労働金庫

愛媛県信用漁業協同組合連合会 中国銀行 広島銀行 山

口銀行 阿波銀行

百十四銀行 四国銀行 徳島大正銀行 香川銀行 高知銀

行

観音寺信用金庫

省略

省略

○全国の店舗で納付できる金融機関

みずほ銀行 三井住友銀行

○愛媛県内の店舗で納付できる金融機関

伊予銀行 愛媛銀行 愛媛県信用農業協同組合連合会（指

定代理金融機関の業務代理を行う農業協同組合へ払い込む

ことができます。）

愛媛信用金庫 宇和島信用金庫 東予信用金庫 川之江信

用金庫 四国労働金庫

愛媛県信用漁業協同組合連合会 中国銀行 広島銀行 山

口銀行 阿波銀行

百十四銀行 四国銀行 徳島大正銀行 香川銀行 高知銀

行

観音寺信用金庫

省略

省略 省略

様式第１１号（その３） 省略

様式第１１号（その４） 省略

様式第１２号（第２６条、第２２５条関係） 納入通知書（国庫支出金

等）

（表） 省略

（裏）

様式第１１号（その３） 省略

様式第１１号（その４） 省略

様式第１２号（第２６条、第２２５条関係） 納入通知書（国庫支出金

等）

（表） 省略

（裏）

省略

○指定金融機関

伊予銀行

○指定代理金融機関

愛媛銀行

愛媛県信用農業協同組合連合会（指定代理金融機関の業務

代理を行う農業協同組合へ払い込むことができます。）

○収納代理金融機関

・全国の店舗で納付できる金融機関

みずほ銀行 三井住友銀行

・愛媛県内の店舗で納付できる金融機関

愛媛信用金庫 宇和島信用金庫 東予信用金庫 川之江信

省略

○全国の店舗で納付できる金融機関

みずほ銀行 三井住友銀行

○愛媛県内の店舗で納付できる金融機関

伊予銀行 愛媛銀行 愛媛県信用農業協同組合連合会（指

定代理金融機関の業務代理を行う農業協同組合へ払い込む

ことができます。）

愛媛信用金庫 宇和島信用金庫 東予信用金庫 川之江信

用金庫 四国労働金庫

愛媛県信用漁業協同組合連合会 中国銀行 広島銀行 山

口銀行 阿波銀行

百十四銀行 四国銀行 徳島大正銀行 香川銀行 高知銀
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様式第３６号（その２）を削り、同様式（その１）を同様式とする。

様式第５９号及び様式第６０号を次のように改める

用金庫 四国労働金庫

愛媛県信用漁業協同組合連合会 中国銀行 広島銀行 山

口銀行 阿波銀行

百十四銀行 四国銀行 徳島大正銀行 香川銀行 高知銀

行

観音寺信用金庫

省略

行

観音寺信用金庫

省略

省略 省略

様式第３２号（第６４条、第１９８条、第２００条、第２２０条の２、第２２５条、

様式第２５号関係） 返納通知書

（表） 省略

（裏）

様式第３２号（第６４条、第１９８条、第２００条、第２２０条の２、第２２５条、

様式第２５号関係） 返納通知書

（表） 省略

（裏）

省略

○指定金融機関

伊予銀行

○指定代理金融機関

愛媛銀行

愛媛県信用農業協同組合連合会（指定代理金融機関の業務

代理を行う農業協同組合へ払い込むことができます。）

○収納代理金融機関

・全国の店舗で納付できる金融機関

みずほ銀行 三井住友銀行

・愛媛県内の店舗で納付できる金融機関

愛媛信用金庫 宇和島信用金庫 東予信用金庫 川之江信

用金庫 四国労働金庫

愛媛県信用漁業協同組合連合会 中国銀行 広島銀行 山

口銀行 阿波銀行

百十四銀行 四国銀行 徳島大正銀行 香川銀行 高知銀

行

観音寺信用金庫

省略

省略

○全国の店舗で納付できる金融機関

みずほ銀行 三井住友銀行

○愛媛県内の店舗で納付できる金融機関

伊予銀行 愛媛銀行 愛媛県信用農業協同組合連合会（指

定代理金融機関の業務代理を行う農業協同組合へ払い込む

ことができます。）

愛媛信用金庫 宇和島信用金庫 東予信用金庫 川之江信

用金庫 四国労働金庫

愛媛県信用漁業協同組合連合会 中国銀行 広島銀行 山

口銀行 阿波銀行

百十四銀行 四国銀行 徳島大正銀行 香川銀行 高知銀

行

観音寺信用金庫

省略

省略 省略
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６
年
３
月
２９
日

第
４９６
号

２５８

様式第５９号（第１１３条関係） 未収入金繰越調書
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令
和
６
年
３
月
２９
日

第
４９６
号

２５９

様式第６０号（第１１３条関係） 歳出不用額説明書
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様式第８７号及び様式第８８号を次のように改める。



愛
媛
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報

令
和
６
年
３
月
２９
日

第
４９６
号

２６１

様式第８７号（第１８４条関係） 繰越未収入金計算書
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令
和
６
年
３
月
２９
日

第
４９６
号

２６２

様式第８８号（第１８５条関係） 歳入歳出外現金保管状況調書
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附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現にある改正前の愛媛県会計規則様式第７号、様式第１１号（その２）、様式第１２号及び様式第３２号の規定による書類

の用紙は、当分の間、これを使用することができる。



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２６４

告 示

��������������

�������
�愛媛県告示第２６３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２６４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定により、

指定医療機関から次のように廃止した旨の届出があった。

�愛媛県告示第２６１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２の３第１項の規定により、次のとおり指定納付受託者を指定した。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２６２号
環境基本法（平成５年法律第９１号）第１６条第２項の規定に基づき、次の表の水域の欄に掲げる水域について、水質汚濁に係る環境基準の

水域類型（水質汚濁に係る環境基準について（昭和４６年１２月環境庁告示第５９号）の別表２の１�に掲げる類型をいう。以下同じ。）を次の
表の該当類型の欄に掲げるとおり指定し、当該水域類型に係る基準値の達成期間を同表の達成期間の欄に掲げるとおり定める。

なお、伊予灘、宇和海、重信川に係る水質環境基準水域類型の指定（昭和４９年４月愛媛県告示第４２１号）のうち石手川（甲）に係る部分、

銅山川水系等に係る水質環境基準水域類型の指定（昭和５２年９月愛媛県告示第１０３４号）のうち仁淀川（甲）及び仁淀川（乙）に係る部分並

びに水質環境基準水域類型の指定（昭和５３年１２月愛媛県告示第１３７７号）のうち蒼社川水域に係る部分は、廃止する。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

名 称 住所又は事務所の所在地 納付の委託を受けることができる歳
入等

納付の委託を受けるこ
とができる期間 指定年月日

株式会社トラストバンク 東京都品川区上大崎三丁目１番１号 ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄附
金歳入

令和６年４月１日から

令和７年３月３１日まで
令和６年３月２１日

トヨタファイナンス株式会社 愛知県名古屋市西区牛島町６番１号 ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄附
金歳入

令和６年４月１日から

令和７年３月３１日まで
令和６年３月２１日

株式会社愛媛ジェーシービー 愛媛県松山市勝山町二丁目４番地７ ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄附
金歳入

令和６年４月１日から

令和７年３月３１日まで
令和６年３月２１日

株式会社ＤＧフィナンシャルテクノ
ロジー 東京都渋谷区恵比寿南３－５－７ ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄附

金歳入
令和６年４月１日から

令和７年３月３１日まで
令和６年３月２１日

株式会社アイモバイル 東京都渋谷区桜丘町２２－１４ Ｎ．Ｅ
．Ｓ．ビルＮ棟２階

ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄附
金歳入

令和６年４月１日から

令和７年３月３１日まで
令和６年３月２１日

ＰａｙＰａｙ株式会社 東京都千代田区紀尾井町１－３ ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄附
金歳入

令和６年４月１日から

令和７年３月３１日まで
令和６年３月２１日

楽天グループ株式会社 東京都世田谷区玉川一丁目１４番１号
楽天クリムゾンハウス

ふるさと愛媛応援寄附金に係る寄附
金歳入

令和６年４月１日から

令和７年３月３１日まで
令和６年３月２１日

水 域 該当類型 達成期間

重信川水域 石手川（甲）（石手川のうち遍路橋より下流であって、重信川との合流地点までをいう。） Ｂ 直ちに達成

仁淀川水域
仁淀川水域（仁淀川本川のうち、県境より上流の区間、割石川（面河ダム（割石川のうち、市口橋より下流面河
ダムまでの区間をいう。）の区間を除く。）、坂瀬川、東川、直瀬川、黒妙川、�万川、大川、二名川、父野川、
前川、黒川、高野川、高野本川及び茗荷谷川をいう。）

ＡＡ 直ちに達成

蒼社川水域 蒼社川水域（蒼社川本川、玉川及び木地川をいう。） ＡＡ 直ちに達成

宮 窪 診 療 所 今治市宮窪町宮窪５２５０番
地の１ 令和５年１０月１日

ウイング薬局 伊予上野店 伊予市上野１４６２番地１０ 令和５年１１月１日

光 琳 堂 薬 局 中 萩 店 新居浜市本郷３丁目４番
２３号 令和５年１１月１日

三 崎 薬 局 西宇和郡伊方町三崎１５１９ 令和５年１１月１日医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

斎 藤 ク リ ニ ッ ク 今治市吉海町仁江１６番地
２号 令和５年１０月１日

八 幡 浜 中 央 薬 局 八幡浜市江戸岡一丁目８７
０番地３ 令和５年１０月１日

マ イ 薬 局 大 洲 店 大洲市東大洲８４番地１ 令和５年１０月１日
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令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２６５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５１条第１項の規定により、

次のとおり指定医療機関の辞退があった。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２６６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条第２項の規定により、

指定医療機関から次のように再開した旨の届出があった。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２６７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療機関（指定訪問看護事業者等）を次のように指定した。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２６８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（居宅介護支援事

業者）から居宅介護支援事業を行う事業所の所在地を次のように変更した旨の届出があった。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２６９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定により、指定医療機関（指定訪問看護事業者等）から、指定訪問看護事業等を次

のように廃止した旨の届出があった。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療機関の名称 医療機関の所在地 廃止年月日

医療法人青峰会くじらクリ
ニック

八幡浜市五反田１番耕地
１０４６番地１ 令和５年３月３１日

山 田 歯 科 ク リ ニ ッ ク 新居浜市宇高町二丁目２
番４６号 令和５年９月１２日

斎 藤 ク リ ニ ッ ク 今治市吉海町仁江１６－２ 令和５年９月３０日

八 幡 浜 中 央 薬 局 八幡浜市江戸岡一丁目８７
０番地３ 令和５年９月３０日

マ イ 薬 局 大 洲 店 大洲市東大洲８４－１ 令和５年９月３０日

宮 窪 診 療 所 今治市宮窪町宮窪５２５０番
地の１ 令和５年９月３０日

医療機関の名称 医療機関の所在地 辞退年月日

櫻 井 歯 科 医 院 宇和島市新町１－３ 令和５年１０月３１日

医療機関の名称 医療機関の所在地 再開年月日

矢 野 整 形 外 科 西予市宇和町卯之町三丁
目３５９ 令和５年１０月１日

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

公益財団法人正光会 宇和島市柿原１２８０番地 正光会今治訪問看護ステーシ
ョン 今治市高市甲７８６番地１３ 令和５年１０月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

愛媛医療生活協同組合 松山市来住町１０９１－１ 指定居宅介護支援事業所伊予
診療所

（変更後）
伊予市米湊８３４番地２０

平成３０年９月１５日
（変更前）
伊予市米湊７３６－３
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�愛媛県告示第２７３号
愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例（平成２６年愛媛県条例第５３

号）第１２条第１項の規定により、次のとおり同条例第１１条第１項の

規定による指定が効力を失った。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定が失効する知事指定薬物の名称

� （８Ｒ）－Ｎ－メチル－Ｎ－（プロパン－２－イル）－６－

メチル－９，１０－ジデヒドロエルゴリン－８－カルボキシアミ

ド及びその塩類

� ２－｛［（４－ブトキシフェニル）メチル］－５－ニトロ－

１Ｈ－ベンゾ［ｄ］イミダゾール－１－イル｝－Ｎ，Ｎ－ジエ

�愛媛県告示第２７０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（居宅介護事業者）

から居宅介護事業を次のように廃止した旨の届出があった。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２７１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（居宅介護支援事

業者）から居宅介護支援事業を次のように廃止した旨の届出があった。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２７２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第５項において準用する同法第５０条の２の規定により、指定介護機関（介護予防事業者）

から介護予防事業を次のように廃止した旨の届出があった。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社東雲精工 新居浜市東雲町二丁目６番６５
号

訪問看護ステーションしのの
め

新居浜市東雲町二丁目６番６５
号 令和５年３月３１日

有限会社マイン 松山市喜与町１－３－１ マイ薬局大洲店 大洲市東大洲８４－１ 令和５年９月３０日

医 療 機 関 （ 指 定 訪 問
看 護 事 業 者 等 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃止に係る指定訪問看護事業等を行う事業所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社東雲精工 新居浜市東雲町二丁目６番６５
号

訪問看護ステーションしのの
め

新居浜市東雲町二丁目６番６５
号 令和５年３月３１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃止に係る居宅介護支援事業を行う事業所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社東雲精工 新居浜市東雲町二丁目６番６５
号 居宅介護支援事業所しののめ 新居浜市東雲町二丁目６番６５

号 令和５年９月３０日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社東雲精工 新居浜市東雲町二丁目６番６５
号

訪問看護ステーションしのの
め

新居浜市東雲町二丁目６番６５
号 令和５年３月３１日

有限会社マイン 松山市喜与町１－３－１ マイ薬局大洲店 大洲市東大洲８４－１ 令和５年９月３０日
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チルエタン－１－アミン及びその塩類

� １－（ベンゾ［ｄ］［１，３］ジオキソール－５－イル）－

２－（プロピルアミノ）ブタン－１－オン及びその塩類

� 前各号に掲げる物を含有する物

２ 失効の理由

当該知事指定薬物が医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安

全性の確保等に関する法律第２条第１５項に規定する指定薬物に至

ったため。

３ 失効の日

令和６年３月１６日

�������
�愛媛県告示第２７６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

東温市上村地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、同条第

５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書の写しを縦

覧に供する。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・源平谷地区）計画書の

写し

２ 縦覧期間

令和６年４月１日から４月２６日まで

３ 縦覧場所

東温市役所本庁

�������
�愛媛県告示第２７７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

松山市平田町地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、同条

第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書の写しを

縦覧に供する。

�愛媛県告示第２７４号
愛媛県売春防止対策本部設置規程（昭和３３年１月愛媛県告示第８０号）は、令和６年３月３１日限り、廃止する。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２７５号
愛媛県立さつき寮運営規程（昭和３９年６月愛媛県告示第４９５号）の一部を次のように改正し、令和６年４月１日から施行する。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（入寮）

第２条 困難な問題を抱える女性 でさつき

寮に入寮しようとする者は、寮長に対し、入寮申請書（第１号様

式）を提出しなければならない。

２ 寮長は、前項の者について入所による支援の適否等を審査し、

入寮者を決定する。

（入寮者の義務）

第３条 省略

（退寮）

第４条 省略

２ 寮長は、入寮者について入所による支援の必要がなくなつたと

き、又は在寮を不適当と認めたときはその者に対し、退寮を命ず

ることができる。

第１号様式（第２条関係） 入寮申請書

（入寮）

第２条 要保護女子及び配偶者等からの暴力を受けた女性でさつき

寮に入寮しようとする者は、寮長に対し、入寮申請書（第１号様

式）を提出しなければならない。

２ 寮長は、前項の者について収容保護 の適否等を審査し、

入寮者を決定する。

（入寮者の義務）

第３条 省略

２ 入寮者のうち要保護女子は、忠実に更生に務めなければならな

い。

（退寮）

第４条 省略

２ 寮長は、入寮者について収容保護 の必要がなくなつたと

き、又は在寮を不適当と認めたときはその者に対し、退寮を命ず

ることができる。

第１号様式（第２条関係） 入寮申請書

省略

申請者 氏名

省略

申請者 氏名 �

省略 省略

入所 を希望する理由 収容保護を希望する理由

注 記名押印に代えて署名することができる。
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令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・鳥越地区）計画書の写

し

２ 縦覧期間

令和６年４月１日から４月２６日まで

３ 縦覧場所

松山市役所本庁

�愛媛県告示第２７８号
愛媛県造林事業補助金交付規程（昭和６２年１１月愛媛県告示第１３８３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、令和５年度の補

助金から適用する。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（補助対象事業の内容等）

第３条 補助対象となる造林事業の内容等は、次の各号に掲げる事

業の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

� 省略

� 特定森林再生事業 次に掲げるとおりとし、その区分等は、

別表第２のとおりとする。

ア 森林緊急造成 自然条件等の理由により更新が困難な森林

において、事業主体（次条に規定する事業主体をいう。以下

この号において同じ。）が協定（市町にあつては森林所有者

（森林法第２条第２項に規定する森林所有者をいう。以下同

じ。）と、次条第２号イからオまでに掲げる事業主体にあつ

ては地方公共団体及び森林所有者との間で締結する協定であ

つて、補助金の交付を受けた事業（以下「造林補助事業」と

いう。）の完了年度の翌年度の初日から起算しておおむね１０

年間は皆伐を行わない旨を定めるものに限る。）に基づいて

行う人工造林等の森林施業

イ 被害森林整備 気象災害等による被害森林であつて、自助

努力等によつては適切な整備が期待できないものにおいて、

協定（市町にあつては森林所有者と、森林所有者にあつては

地方公共団体と、次条第３号ウに掲げる事業主体にあつては

地方公共団体及び森林所有者との間で締結する協定であつ

て、造林補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算してお

おむね１０年間は皆伐を行わない旨を定めるものに限る。）に

基づいて行う人工造林等の森林施業

ウ 重要インフラ施設周辺森林整備 鉄道、道路、送配電線そ

の他のその機能が停止した場合に国民生活又は社会経済活動

に多大な影響を及ぼす重要な生活基盤の関連施設（以下「重

要インフラ施設」という。）周辺の森林について、協定（市

町にあつては森林所有者及び重要インフラ施設の管理者と、

次条第４号イからオまでに掲げる事業主体にあつては地方公

共団体、森林所有者及び重要インフラ施設の管理者との間で

締結する協定であつて、造林補助事業の完了年度の翌年度の

初日から起算しておおむね１０年間は皆伐を行わない旨を定め

るものに限る。）に基づいて実施する人工造林等の森林施業

エ 省略

�・� 省略

（補助金の交付条件）

第９条 補助金の交付を受けたもの（第６条第２項の規定により補

（補助対象事業の内容等）

第３条 補助対象となる造林事業の内容等は、次の各号に掲げる事

業の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

� 省略

� 特定森林再生事業 次に掲げるとおりとし、その区分等は、

別表第２のとおりとする。

ア 森林緊急造成 自然条件等の理由により更新が困難な森林

において、事業主体（次条に規定する事業主体をいう。以下

この号において同じ。）が協定（市町にあつては森林所有者

（森林法第２条第２項に規定する森林所有者をいう。以下同

じ。）と、次条第２号イからオまでに掲げる事業主体にあつ

ては地方公共団体及び森林所有者との間で締結する協定であ

つて、施業後

おおむね１０

年間は皆伐を行わない旨を定めるものに限る。）に基づいて

行う人工造林等の森林施業

イ 被害森林整備 気象災害等による被害森林であつて、自助

努力等によつては適切な整備が期待できないものにおいて、

協定（市町にあつては森林所有者と、森林所有者にあつては

地方公共団体と、次条第３号ウに掲げる事業主体にあつては

地方公共団体及び森林所有者との間で締結する協定であつ

て、施業後 お

おむね１０年間は皆伐を行わない旨を定めるものに限る。）に

基づいて行う人工造林等の森林施業

ウ 重要インフラ施設周辺森林整備 鉄道、道路、送配電線そ

の他のその機能が停止した場合に国民生活又は社会経済活動

に多大な影響を及ぼす重要な生活基盤の関連施設（以下「重

要インフラ施設」という。）周辺の森林について、協定（市

町にあつては森林所有者及び重要インフラ施設の管理者と、

次条第４号イからオまでに掲げる事業主体にあつては地方公

共団体、森林所有者及び重要インフラ施設の管理者との間で

締結する協定であつて、施業後

おおむね１０年間は皆伐を行わない旨を定め

るものに限る。）に基づいて実施する人工造林等の森林施業

エ 省略

�・� 省略

（補助金の交付条件）

第９条 補助金の交付を受けたもの（第６条第２項の規定により補
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助金の交付申請又は受領に関する手続事務の委任を受けた森林組

合長又は市町長を含む。第３項において同じ。）は、

造林補助事業 の収支を明ら

かにした書類を整備し、当該補助金を受けた年度の翌年度の初日

から起算して５年間保存しなければならない。

２ 省略

３ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、あらかじめ知事に造林補助事業施行地の転用等届出書

（様式第３号）によりその旨を届け出なければならない。

� 造林補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算して５年以

内（第２条第２号アからウまでに掲げる施業にあつては、当該

施業の完了年度の翌年度の初日から起算しておおむね１０年を経

過するまでの間）に当該造林補助事業の施行地の森林以外の用

途への転用（造林補助事業の施行地を譲渡し、又は賃借権、地

上権等の設定をさせた後における当該造林補助事業の施行地の

森林以外の用途への転用を含む。次号において同じ。）をしよ

うとするとき、造林補助事業の施行地上の立木竹の全面伐採除

去をしようとするとき（同条第１号及び第２号に掲げる事業に

あつては、森林作業道の維持管理のために必要な行為をしよう

とするときを除く。）その他補助目的を達成することが困難と

なる行為をしようとするとき。

� 第２条第３号及び第４号に掲げる事業にあつては、次のいず

れかに該当するとき。

ア 省略

イ 造林補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算して８年

以内に当該造林補助事業で設置した駐車場の全部又は一部の

転用その他補助目的を達成することが困難となる行為をしよ

うとするとき。

４ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、当該各号に定める補助金相当額を返還しなければならな

い。

�～� 省略

� 更新伐を行つた施行地について、原則として当該更新伐を行

つた年度の翌年度の初日から起算して２年を経過しても更新が

確実に図られていないと知事が認める場合において、速やかに

植栽を行わないとき（植栽以外の方法により確実に更新が図ら

れると知事が認めたときを除く。） 交付を受けた当該更新伐

に係る補助金相当額

� 省略

� 長期育成循環施業の実施について（平成１３年３月３０日付け１２

林整整第７１８号林野庁長官通知。以下「長期育成循環施業通

知」という。）の規定により第２条第１号及び第２号に掲げる

事業のうち更新伐を行う場合において、次のいずれかに該当す

るとき 交付を受けた当該更新伐に係る補助金相当額

ア 省略

イ 更新伐（モザイク林誘導型）において、施業実施年度の初

日から起算して５年以内に伐区の隣接区域において長期育成

循環施業の一環として更新伐を実施したとき。

�～� 省略

５ 省略

６ 補助金の交付を受けたものは、第２条第３号に掲げる事業にお

いて用地等を取得した場合は、当該用地等を取得した年度の翌年

度の初日から起算して１０年間、知事の承認を受けないで補助金の

助金の交付申請又は受領に関する手続事務の委任を受けた森林組

合長又は市町長を含む。第３項において同じ。）は、補助金の交

付を受けた事業（以下「造林補助事業」という。）の収支を明ら

かにした書類を整備し、当該補助金を受けた年度経過後

５年間保存しなければならない。

２ 省略

３ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、あらかじめ知事に造林補助事業施行地の転用等届出書

（様式第３号）によりその旨を届け出なければならない。

� 造林補助事業の完了年度の翌年度 から起算して５年以

内（第２条第２号アからウまでに掲げる施業にあつては、当該

施業後 おおむね１０年を経

過するまでの間）に当該造林補助事業の施行地の森林以外の用

途への転用（造林補助事業の施行地を譲渡し、又は賃借権、地

上権等の設定をさせた後における当該造林補助事業の施行地の

森林以外の用途への転用を含む。次号において同じ。）をしよ

うとするとき、造林補助事業の施行地上の立木竹の全面伐採除

去をしようとするとき（同条第１号及び第２号に掲げる事業に

あつては、森林作業道の維持管理のために必要な行為をしよう

とするときを除く。）その他補助目的を達成することが困難と

なる行為をしようとするとき。

� 第２条第３号及び第４号に掲げる事業にあつては、次のいず

れかに該当するとき。

ア 省略

イ 造林補助事業の完了年度の翌年度 から起算して８年

以内に当該造林補助事業で設置した駐車場の全部又は一部の

転用その他補助目的を達成することが困難となる行為をしよ

うとするとき。

４ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、当該各号に定める補助金相当額を返還しなければならな

い。

�～� 省略

� 更新伐を行つた林地 について、原則として当該更新伐を行

つた年度の翌年度 から起算して２年を経過しても更新が

確実に図られていないと知事が認める場合において、速やかに

植栽を行わないとき（植栽以外の方法により確実に更新が図ら

れると知事が認めたときを除く。） 交付を受けた当該更新伐

に係る補助金相当額

� 省略

� 長期育成循環施業の実施について（平成１３年３月３０日付け１２

林整整第７１８号林野庁長官通知。以下「長期育成循環施業通

知」という。）の規定により第２条第１号及び第２号に掲げる

事業のうち更新伐を行う場合において、次のいずれかに該当す

るとき 交付を受けた当該更新伐に係る補助金相当額

ア 省略

イ 更新伐（モザイク林誘導型）において、施業実施年度

から起算して５年以内に伐区の隣接区域において長期育成

循環施業の一環として更新伐を実施したとき。

�～� 省略

５ 省略

６ 補助金の交付を受けたものは、第２条第３号に掲げる事業にお

いて用地等を取得した場合は、当該用地等を取得した年度の翌年

度 から起算して１０年間、知事の承認を受けないで補助金の
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交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担

保に供してはならない。

別表第１（第３条、別表第２、別表第４関係）

森林環境保全直接支援事業

交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担

保に供してはならない。

別表第１（第３条、別表第２、別表第４関係）

森林環境保全直接支援事業

区分 補助基準（経費の内容） 補助率 区分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～５ 省略 １～５ 省略

６ 枝打ち � 省略 ６ 枝打ち � 省略

� ⅩⅡ齢級以下の林分にお

いて保育間伐又は間伐と一

体的に行う林木の枝葉の除

去に要する経費

省略 � ⅩⅡ齢級以下の林分にお

いて 間伐と一

体的に行う林木の枝葉の除

去に要する経費

省略

� 省略 � 省略

７～１２ 省略 ７～１２ 省略

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備後に実施する

こととされている施業に原則として２年（当該森林作業

道整備の完了した年度の翌年度の初日から起算すること

とし、当該森林作業道整備後に実施することとされてい

る施業が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づく

ものである場合にあつては、これらの計画の期間内又は

５年以内のいずれか短い期間）先行して実施することが

できる。ただし、当該期間内に施業が実施されなかつた

場合は、その事由を明らかにするものとする。

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備後に実施する

こととされている施業に原則として２年（

当該森林作業道整備後に実施することとされてい

る施業が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づく

ものである場合にあつては、これらの計画の期間内又は

５年以内のいずれか短い期間）先行して実施することが

できる。ただし、当該期間内に施業が実施されなかつた

場合は、その事由を明らかにするものとする。

別表第２（第３条関係）

特定森林再生事業

１ 森林緊急造成

別表第２（第３条関係）

特定森林再生事業

１ 森林緊急造成

区分 補助基準（経費の内容） 補助率 区分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～８ 省略 １～８ 省略

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備後に実施する

こととされている施業に原則として２年（当該森林作業

道整備の完了した年度の翌年度の初日から起算すること

とし、当該森林作業道整備後に実施することとされてい

る施業が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づく

ものである場合にあつては、これらの計画の期間内又は

５年以内のいずれか短い期間）先行して実施することが

できる。ただし、当該期間内に施業が実施されなかつた

場合は、その事由を明らかにするものとする。

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備後に実施する

こととされている施業に原則として２年（

当該森林作業道整備後に実施することとされてい

る施業が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づく

ものである場合にあつては、これらの計画の期間内又は

５年以内のいずれか短い期間）先行して実施することが

できる。ただし、当該期間内に施業が実施されなかつた

場合は、その事由を明らかにするものとする。

２ 被害森林整備 ２ 被害森林整備

区分 補助基準（経費の内容） 補助率 区分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～１１ 省略 １～１１ 省略

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備後に実施する

こととされている施業に原則として２年（当該森林作業

道整備の完了した年度の翌年度の初日から起算すること

とし、当該森林作業道整備後に実施することとされてい

る施業が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づく

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備後に実施する

こととされている施業に原則として２年（

当該森林作業道整備後に実施することとされてい

る施業が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づく
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�愛媛県告示第２７９号
愛媛県造林事業補助金交付規程（昭和６２年１１月愛媛県告示第１３８３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県造林事業補助金交付規程の規定は、令和５年１１月２９日以後実施する補助金について適用し、同日前実施の補助金について

は、なお従前の例による。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

ものである場合にあつては、これらの計画の期間内又は

５年以内のいずれか短い期間）先行して実施することが

できる。ただし、当該期間内に施業が実施されなかつた

場合は、その事由を明らかにするものとする。

ものである場合にあつては、これらの計画の期間内又は

５年以内のいずれか短い期間）先行して実施することが

できる。ただし、当該期間内に施業が実施されなかつた

場合は、その事由を明らかにするものとする。

３ 重要インフラ施設周辺森林整備 ３ 重要インフラ施設周辺森林整備

区分 補助基準（経費の内容） 補助率 区分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～１１ 省略 １～１１ 省略

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備後に実施する

こととされている施業に原則として２年（当該森林作業

道整備の完了した年度の翌年度の初日から起算すること

とし、当該森林作業道整備後に実施することとされてい

る施業が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づく

ものである場合にあつては、これらの計画の期間内又は

５年以内のいずれか短い期間）先行して実施することが

できる。ただし、当該期間内に施業が実施されなかつた

場合は、その事由を明らかにするものとする。

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備後に実施する

こととされている施業に原則として２年（

当該森林作業道整備後に実施することとされてい

る施業が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づく

ものである場合にあつては、これらの計画の期間内又は

５年以内のいずれか短い期間）先行して実施することが

できる。ただし、当該期間内に施業が実施されなかつた

場合は、その事由を明らかにするものとする。

４ 保全松林緊急保護整備

� 省略

� 松林保護樹林帯造成

４ 保全松林緊急保護整備

� 省略

� 松林保護樹林帯造成

区分 補助基準（経費の内容） 補助率 区分 補助基準（経費の内容） 補助率

１～１０ 省略 １～１０ 省略

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備後に実施する

こととされている施業に原則として２年（当該森林作業

道整備の完了した年度の翌年度の初日から起算すること

とし、当該森林作業道整備後に実施することとされてい

る施業が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づく

ものである場合にあつては、これらの計画の期間内又は

５年以内のいずれか短い期間）先行して実施することが

できる。ただし、当該期間内に施業が実施されなかつた

場合は、その事由を明らかにするものとする。

備考

１～４ 省略

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備後に実施する

こととされている施業に原則として２年（

当該森林作業道整備後に実施することとされてい

る施業が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づく

ものである場合にあつては、これらの計画の期間内又は

５年以内のいずれか短い期間）先行して実施することが

できる。ただし、当該期間内に施業が実施されなかつた

場合は、その事由を明らかにするものとする。

改 正 後 改 正 前

（補助対象事業の種類）

第２条 補助対象となる造林事業は、次のとおりとする。

� 省略

� 特定機能回復事業

ア～ウ 省略

（補助対象事業の種類）

第２条 補助対象となる造林事業は、次のとおりとする。

� 省略

� 特定森林再生事業

ア～ウ 省略
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エ 林相転換特別対策（特定スギ人工林）

オ 省略

�・� 省略

（補助対象事業の内容等）

第３条 補助対象となる造林事業の内容等は、次の各号に掲げる事

業の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

� 省略

� 特定機能回復事業 次に掲げるとおりとし、その区分等は、

別表第２のとおりとする。

ア～ウ 省略

エ 林相転換特別対策（特定スギ人工林） 林相転換が必要な

人工林のうち花粉発生源となるスギを主体とする人工林であ

つて、自助努力では伐採及び植替えが進まない森林につい

て、協定（市町にあつては森林所有者と、次条第５号イから

オまでに掲げる事業主体にあつては地方公共団体及び森林所

有者との間で締結する協定であつて、造林補助事業の完了年

度の翌年度の初日から起算しておおむね１０年間は皆伐を行わ

ない旨を定めるものに限る。）に基づいて実施する一貫作業

等の森林施業

オ 省略

�・� 省略

（事業主体）

第４条 事業主体（造林事業を自ら又は委託を受けて実施するもの

をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。

� 省略

� 特定機能回復事業の森林緊急造成にあつては、次に掲げる者

（市町にあつては森林所有者と協定を締結した者、森林経営管

理法第４条の規定により市町が経営管理権の設定を受けた森林

で施業を行う者又は寄付若しくは分収林契約（分収林特別措置

法（昭和３３年法律第５７号）第２条第３項に規定する分収林契約

をいう。）の解除により公有化した森林で施業を行う者（市町

の所有する森林のうち、これらの者が施業を行う森林と隣接
じん

し、又は路網で直接接続するものであつて、激甚災害（激甚災

害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和３７年

法律第１５０号）第２条第１項の激甚災害をいう。以下同じ。）

による被害の復旧を行う森林で施業を行う者を含む。）、市町

以外の事業主体にあつてはその所有する森林以外の森林で地方

公共団体及び森林所有者と協定を締結して施業を行う者に限

る。）

ア～オ 省略

� 特定機能回復事業の被害森林整備にあつては、次に掲げる者

ア～ウ 省略

� 特定機能回復事業の重要インフラ施設周辺森林整備にあつて

は、次に掲げる者（市町にあつてはその所有する森林以外の森

林で森林所有者及び重要インフラ施設の管理者と協定を締結し

た者又は市町の所有する重要インフラ施設周辺の森林におい

て、その所有する森林以外の重要インフラ施設周辺森林整備の

施行地と一体的に施業を行う者、市町以外の事業主体にあつて

はその所有する森林以外の森林で地方公共団体、森林所有者及

び重要インフラ施設の管理者と協定を締結して施業を行う者に

限る。）

ア～オ 省略

� 特定機能回復事業の林相転換特別対策（特定スギ人工林）に

エ 省略

�・� 省略

（補助対象事業の内容等）

第３条 補助対象となる造林事業の内容等は、次の各号に掲げる事

業の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

� 省略

� 特定森林再生事業 次に掲げるとおりとし、その区分等は、

別表第２のとおりとする。

ア～ウ 省略

エ 省略

�・� 省略

（事業主体）

第４条 事業主体（造林事業を自ら又は委託を受けて実施するもの

をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。

� 省略

� 特定森林再生事業の森林緊急造成にあつては、次に掲げる者

（市町にあつては森林所有者と協定を締結した者、森林経営管

理法第４条の規定により市町が経営管理権の設定を受けた森林

で施業を行う者又は寄付若しくは分収林契約（分収林特別措置

法（昭和３３年法律第５７号）第２条第３項に規定する分収林契約

をいう。）の解除により公有化した森林で施業を行う者（市町

の所有する森林のうち、これらの者が施業を行う森林と隣接
じん

し、又は路網で直接接続するものであつて、激甚災害（激甚災

害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和３７年

法律第１５０号）第２条第１項の激甚災害をいう。以下同じ。）

による被害の復旧を行う森林で施業を行う者を含む。）、市町

以外の事業主体にあつてはその所有する森林以外の森林で地方

公共団体及び森林所有者と協定を締結して施業を行う者に限

る。）

ア～オ 省略

� 特定森林再生事業の被害森林整備にあつては、次に掲げる者

ア～ウ 省略

� 特定森林再生事業の重要インフラ施設周辺森林整備にあつて

は、次に掲げる者（市町にあつてはその所有する森林以外の森

林で森林所有者及び重要インフラ施設の管理者と協定を締結し

た者又は市町の所有する重要インフラ施設周辺の森林におい

て、その所有する森林以外の重要インフラ施設周辺森林整備の

施行地と一体的に施業を行う者、市町以外の事業主体にあつて

はその所有する森林以外の森林で地方公共団体、森林所有者及

び重要インフラ施設の管理者と協定を締結して施業を行う者に

限る。）

ア～オ 省略
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あつては、次に掲げる者（市町にあつてはその所有する森林で

事業を実施する者、森林所有者と協定を締結した者、森林経営

管理法第４条の規定により市町が経営管理権の設定を受けた森

林で施業を行う者、市町以外の事業主体にあつてはその所有す

る森林以外の森林で地方公共団体及び森林所有者と協定を締結

して施業を行う者に限る。）

ア 市町

イ 森林組合等

ウ 森林整備法人等

エ 森林所有者の団体

オ 民間事業者

� 特定機能回復事業の保全松林緊急保護整備にあつては、次に

掲げるもの

ア～キ 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（補助対象事業の規模）

第５条 補助対象となる造林事業の規模は、次の各号に掲げる事業

の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

� 省略

� 特定機能回復事業 １施行地の面積が０．１ヘクタール以上

（森林緊急造成であり、かつ、市町の所有する森林のうち、他

の森林緊急造成の施行地と隣接し、又は路網で直接接続するも

のであつて、激甚災害による被害の復旧を行う森林において行

う事業にあつては次条の規定による補助金の交付申請ごとに、

他の森林緊急造成の施行地を除いた施行地の面積の合計が２．５

ヘクタール以上、水田跡地の人工造林にあつては１施行地の面

積が０．０５ヘクタール以上、林相転換特別対策（特定スギ人工

林）にあつては１伐区当たりの面積の上限はおおむね２．５へク

タールとし、伐区は連たんしないものとすること。）であるも

の

	・
 省略

（補助金の交付条件）

第９条 省略

２ 省略

３ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、あらかじめ知事に造林補助事業施行地の転用等届出書

（様式第３号）によりその旨を届け出なければならない。

� 造林補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算して５年以

内（第２条第２号アからエまでに掲げる施業にあつては、当該

施業の完了年度の翌年度の初日から起算しておおむね１０年を経

過するまでの間）に当該造林補助事業の施行地の森林以外の用

途への転用（造林補助事業の施行地を譲渡し、又は賃借権、地

上権等の設定をさせた後における当該造林補助事業の施行地の

森林以外の用途への転用を含む。次号において同じ。）をしよ

うとするとき、造林補助事業の施行地上の立木竹の全面伐採除

去をしようとするとき（同条第１号及び第２号に掲げる事業に

あつては、森林作業道の維持管理のために必要な行為をしよう

とするときを除く。）その他補助目的を達成することが困難と

なる行為をしようとするとき。

� 特定森林再生事業の保全松林緊急保護整備にあつては、次に

掲げるもの

ア～キ 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（補助対象事業の規模）

第５条 補助対象となる造林事業の規模は、次の各号に掲げる事業

の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。

� 省略

� 特定森林再生事業 １施行地の面積が０．１ヘクタール以上

（森林緊急造成であり、かつ、市町の所有する森林のうち、他

の森林緊急造成の施行地と隣接し、又は路網で直接接続するも

のであつて、激甚災害による被害の復旧を行う森林において行

う事業にあつては次条の規定による補助金の交付申請ごとに、

他の森林緊急造成の施行地を除いた施行地の面積の合計が２．５

ヘクタール以上、水田跡地の人工造林にあつては１施行地の面

積が０．０５ヘクタール以上

）であるも

の

	・
 省略

（補助金の交付条件）

第９条 省略

２ 省略

３ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、あらかじめ知事に造林補助事業施行地の転用等届出書

（様式第３号）によりその旨を届け出なければならない。

� 造林補助事業の完了年度の翌年度の初日から起算して５年以

内（第２条第２号アからウまでに掲げる施業にあつては、当該

施業の完了年度の翌年度の初日から起算しておおむね１０年を経

過するまでの間）に当該造林補助事業の施行地の森林以外の用

途への転用（造林補助事業の施行地を譲渡し、又は賃借権、地

上権等の設定をさせた後における当該造林補助事業の施行地の

森林以外の用途への転用を含む。次号において同じ。）をしよ

うとするとき、造林補助事業の施行地上の立木竹の全面伐採除

去をしようとするとき（同条第１号及び第２号に掲げる事業に

あつては、森林作業道の維持管理のために必要な行為をしよう

とするときを除く。）その他補助目的を達成することが困難と

なる行為をしようとするとき。
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� 省略

４～６ 省略

別表第２（第３条関係）

特定機能回復事業

１～３ 省略

４ 林相転換特別対策（特定スギ人工林）

� 省略

４～６ 省略

別表第２（第３条関係）

特定森林再生事業

１～３ 省略

区分 補助基準（経費の内容） 補助率

１ 一貫作業 標準伐期齢以上の林分で

行う林相転換を目的とす

る不用木（侵入 竹 を 含

む。）の除去、不良木の
とう

淘汰、支障木やあばれ木

等の伐倒、搬出集積、地

ごしらえ、植栽（大苗の

植栽及び補植を含む。）

の各作業を並行又は連続

して行うものとする。

査定経

費の１０

分の４

２ 下刈り 別表第１ ３に同じ。 同上

３

附

帯

施

設

等

整

備

� 鳥獣

害防止

施設等

整備

ア 施設

等整備

別 表 第１ １１�ア に 同

じ。

同上

イ 施設

改良

別 表 第１ １１�イ に 同

じ。

同上

� 林内作業場及び

林内かん水施設整

備

別表第１ １１�に同じ。 同上

� 林床保全整備 別表第１ １１�に同じ。 同上

４ 森林作業道整備 別表第１ １２に同じ。 同上

備考

１ 補助対象とする苗木の植栽は、１の施業にあつては、

１ヘクタール当たり１，０００本以上２，０００本以下を基本とす

る。

２ 補助対象とする事業は、１及び２の施業にあつては、

次の全てに該当するものとする。

� スギ花粉発生源対策推進方針に基づき県が設定する

スギ人工林伐採重点区域内の森林において実施するも

のであること。

� 林相転換が必要な人工林の主要構成樹種がスギであ

ること。

� 伐採すれば著しく土砂が崩壊し、又は流出するおそ

れがある箇所ではないこと。

３ 附帯施設等整備（鳥獣害防止施設等整備のうち施設改

良を除く。）は、１又は２のいずれかの施業と一体的に

実施するものに限る。

４ 森林作業道整備は、次の全てに該当するものとする。

� １又は２のいずれかの施業と一体的に実施され、同

時期又は一定期間施業に先行して実施されるものであ

ること。

� 事業実施後に当該森林作業道の管理者が書面におい

て明らかなものであること。

５ 森林作業道整備は、当該森林作業道整備後に実施する

こととされている施業に原則として２年（当該森林作業
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�愛媛県告示第２８０号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

西条市洲之内字天神谷乙５１・乙５２（以上２筆について次の図に

示す部分に限る）、乙５０の１、乙５５の１、乙６２の２

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

字天神谷乙５０の１・乙５５の１・乙６２の２（以上３筆につい

て次の図に示す部分に限る。）、乙５１、乙５２

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び西条市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第２８１号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林の所在場所

四国中央市富郷町豊坂丙２２９、丙２３０、丙２５６

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

富郷町豊坂丙２２９・丙２３０・丙２５６（以上３筆について次の

図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び四国中央市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第２８２号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第１項の規定に基づき、

くろまぐろ（小型魚）に関する令和６管理年度（令和６年４月１日

から令和７年３月３１日までの期間をいう。）における知事管理漁獲

可能量を次のように定めた。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２８３号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第１項の規定に基づき、

くろまぐろ（大型魚）に関する令和６管理年度（令和６年４月１日

から令和７年３月３１日までの期間をいう。）における知事管理漁獲

可能量を次のように定めた。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２８４号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第１項の規定に基づき、

するめいかに関する令和６管理年度（令和６年４月１日から令和７

道整備の完了した年度の翌年度の初日から起算すること

とし、当該森林作業道整備後に実施することとされてい

る施業が森林経営計画又は特定間伐等促進計画に基づく

ものである場合にあつては、これらの計画の期間内又は

５年以内のいずれか短い期間）先行して実施することが

できる。ただし、当該期間内に施業が実施されなかつた

場合は、その事由を明らかにするものとする。

５ 省略 ４ 省略

知事管理区分 知事管理漁獲可能量

愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業 ４月から６月まで ５．０トン

７月から９月まで １．０トン

１０月から１２月まで １．０トン

１月から３月まで ３．０トン

総計 １０．０トン

知事管理区分 知事管理漁獲可能量

愛媛県くろまぐろ（大型魚）漁業 ５．０トン
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年３月３１日までの期間をいう。）における知事管理漁獲可能量を次

のように定めた。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２８５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２の３第１項の規定により、次のとおり指定納付受託者を指定した。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２８６号
愛媛県工事検査規程（昭和６３年４月愛媛県告示第５０９号）の一部を次のように改正し、令和６年４月１日から施行する。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

知事管理区分 知事管理漁獲可能量

愛媛県するめいか漁業 現 行 水 準

名 称 住所又は事務所の所在地 納付の委託を受けることができる歳
入等

納付の委託を受けるこ
とができる期間 指定年月日

株式会社エフレジ 大阪府大阪市北区大深町４番２０号グ
ランフロント大阪タワーＡ

愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県
条例第３号）別表５の表１の項、２
の項、６の項及び６の２の項に掲げ
る手数料

令和６年４月１日から

令和７年３月３１日まで
令和６年３月２１日

改 正 後 改 正 前

（検査の実施）

第６条 検査は、実地において行わなければならない。ただし、次

に掲げる場合は、この限りでない。

� 特殊なものの検査について、公的な説明又はこれに類するも

のをもつて検査に代えることができる場合

� 図面、写真、書類等により、工事の適否の判定に支障がない

場合

（完成検査）

第１１条 省略

２ 省略

３ 工事検査復命書及び工事検査済通知書には、次に掲げる書類及

び図面を添付しなければならない。

�・� 省略

� 工事中の写真及び完成写真

� 省略

（中間検査）

第１８条 省略

２ 第１１条第２項、第１３条及び前条第２項の規定は、中間検査につ

いて準用する。この場合において、中間検査に係る工事検査復命

書及び工事検査済通知書には、工程表と実績とを対比した書類

その他必要な書類を添付しなければならな

い。

３ 省略

様式第３号（第１１条、第１４条、第１８条、第２１条、第２２条、様式第５

号関係） 工事検査復命（済通知）書

（検査の実施）

第６条 検査は、実地において行わなければならない。ただし、特

殊なものの検査については、公的な説明又はこれに類するものを

もつて検査に代えることができる。

（完成検査）

第１１条 省略

２ 省略

３ 工事検査復命書及び工事検査済通知書には、次に掲げる書類及

び図面を添付しなければならない。

�・� 省略

� 工事中の写真、完成写真及び検査状況の写真

� 省略

（中間検査）

第１８条 省略

２ 第１１条第２項、第１３条及び前条第２項の規定は、中間検査につ

いて準用する。この場合において、中間検査に係る工事検査復命

書及び工事検査済通知書には、工程表と実績とを対比した書類、

中間検査状況の写真その他必要な書類を添付しなければならな

い。

３ 省略

様式第３号（第１１条、第１４条、第１８条、第２１条、第２２条、様式第５

号関係） 工事検査復命（済通知）書

省略 省略

検

査

工

事

所属

年度
工事番号 施 工 箇 所

省略 検

査

工

事

所属

年度
工事番号

施 工 箇 所 省略

郡市 町 大字

省略 省略

省略 省略
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�愛媛県告示第２９０号
東温市上村土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維持

管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６

項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

令和６年３月２９日

愛媛県中予地方局長 馬 越 祐 希

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 東温市上村土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画書

の写し

� 東温市上村土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

令和６年４月１日から令和６年４月２６日まで

３ 縦覧場所

東温市役所本庁

�愛媛県告示第２８７号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。

令和６年３月２９日

愛媛県東予地方局長 客 本 宗 嗣

�愛媛県告示第２８８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

令和６年３月２９日

愛媛県東予地方局長 客 本 宗 嗣

�愛媛県告示第２８９号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

令和６年３月２９日

愛媛県東予地方局長 客 本 宗 嗣

省略 省略

注 不要な文字又は欄は、抹消すること。 注 １ 不要な文字又は欄は、抹消すること。

２ 指摘事項欄は、朱書すること。

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指定障害児通
所支援の種類

指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５０６００４１６ 株式会社チアフル 愛媛県東温市志津川南
４丁目８番地２５ 山 田 圭 吾 放課後等デイ

サービス プラス 愛媛県西条市三津屋南
２番５９

令和６年
３月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１１３００３０４ 四国中央市 愛媛県四国中央市三島
宮川４丁目６番５５号 篠 原 実 短期入所 四国中央市太陽の家北

館（成人部）
愛媛県四国中央市妻鳥
町乙１６番地

令和６年
２月１日

３８１０２０１１３１ 特定非営利活動法人
マインド

愛媛県今治市旦字柳ヶ
下甲２８７番５ 武 田 典 彦 短期入所 グループホームＫＩＭ

Ｉ
愛媛県今治市神宮字下
田甲３８４番１

令和６年
２月１日

３８２０２００９７４ 特定非営利活動法人
マインド

愛媛県今治市旦字柳ヶ
下甲２８７番５ 武 田 典 彦 共同生活援助 グループホームＫＩＭ

Ｉ
愛媛県今治市神宮字下
田甲３８４番１

令和６年
２月１日

３８２０５００８４５ 特定非営利活動法人ふ
くしの森オリーブ

滋賀県愛知郡愛荘町愛
知川１６３３番地１ 千 葉 卓 朗 共同生活援助 障がい者グループホー

ム ｐｅｒｃｈ
愛媛県新居浜市田の上
３－５－４９

令和６年
２月１日

３８１１３００８１７ 株式会社 フロンティ
ア

愛媛県新居浜市垣生四
丁目１番２９号 馬 越 健 就労継続支援

Ｂ型 もあ 愛媛県四国中央市豊岡
町大町１４１２番地１

令和６年
３月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０６００７３８ 有限会社サン電子 愛媛県西条市飯岡戻川
３９７２番地１ 竹�保 洋 子 行動援護 マーカバの輪ヘルパー

ズ
愛媛県西条市飯岡２４３４
番地２９

令和６年
２月２１日



愛 媛 県 報令和６年３月２９日 第４９６号

２７８

��������������

��������������

��������������

�愛媛県告示第２９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２９３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和６年３月２９日

愛媛県中予地方局長 馬 越 祐 希

�愛媛県告示第２９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 中山砥部線

伊予郡砥部町万年１０２７番１地先から

同町万年１０２７番１まで
旧 ５．０～１６．７ ０．１８２

伊予郡砥部町万年１０２７番１から

同町万年１２０２番１まで
旧 ６．３～１０．０ ０．０３０

伊予郡砥部町万年１２０２番１から

同町万年１０２７番６まで
旧 ６．３～９．０ ０．０２５

伊予郡砥部町万年１０２７番１地先から

同町万年１０２７番１まで
新 ８．８～２３．０ ０．１６７

〃 松山東部環状線

松山市吉藤５丁目１４６２番１地先から

同市吉藤５丁目１４６６番２まで
旧 ６．２～１７．２ ０．０８２

松山市吉藤５丁目１４６２番１から

同市吉藤５丁目１４６６番４まで
新 １１．７～４７．５ ０．０８２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 中山砥部線
伊予郡砥部町万年１０２７番１地先から

同町万年１０２７番１まで
令和６年３月２９日

〃 松山東部環状線
松山市吉藤５丁目１４６２番１から

同市吉藤５丁目１４６６番４まで
〃

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

５中局建（開）第３７号

令和６年３月１８日
東温市上村字土居鼻甲８５５番２

松山市平井町１４９６番地４
セレナ・カーサＡ２０１号
寺 尾 崇
寺 尾 由 絵
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�愛媛県告示第２９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２９６号
道路法（昭和２７年法律１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２９７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年３月２９日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７８号

西予市三瓶町有網代字下り松３６８番１０地先から

同町有網代字下り松３６８番１地先まで
旧 １７．４～３５．４ ０．０７２

西予市三瓶町有網代字下り松３６８番１０地先から

同町有網代字下り松３６８番１地先まで
新 １０．４～２８．２ ０．０７２

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大洲野村線
大洲市菅田町大竹甲１０７７番１から

同町大竹甲１０７５番１まで

旧 ６．０～６．８ ０．１８１

新 ６．０～１２．８ ０．１８１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大洲野村線
大洲市菅田町大竹甲１０７７番１から

同町大竹甲１０７５番１まで
令和６年３月２９日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４４１号
西予市野村町野村１０号３４４番５から

同町野村１０号２３８番２まで
令和６年３月２９日
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教育委員会規則

○愛媛県教育委員会規則第３号

　愛媛県県立学校管理規則の一部を改正する規則を次のように定める。
　　令和６年３月29日
� 愛媛県教育委員会　　　　　　　　　　
� 教育長　田　所　竜　二　　　　　
　　　愛媛県県立学校管理規則の一部を改正する規則

　愛媛県県立学校管理規則（昭和31年愛媛県教育委員会規則第21号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改　　　 正 　　　後 改　　　 正 　　　前

　（臨時休業）

第９条　校長は、感染症の予防上必要があるとき又は非常変災その

他急迫の事情があるときは、臨時に学校の全部又は一部の休業を

行うことができる。この場合において、校長は、次の事項を具

し、速やかに教育長に報告しなければならない。

　⑴～⑷　省略

　（臨時休業日の報告）

第９条　施行規則第104条又は第113条において準用する施行規則第

63条の規定により臨時休業を行つたときは、　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　校長は、次の事項を具

し、速やかに教育長に報告しなければならない。

　⑴～⑷　省略

　　　附　則

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。

○愛媛県教育委員会規則第４号

　愛媛県県立学校教職員設置規則の一部を改正する規則を次のように定める。
　　令和６年３月29日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　愛媛県教育委員会
� 教育長　田　所　竜　二　　　　　

愛媛県県立学校教職員設置規則の一部を改正する規則

　愛媛県県立学校教職員設置規則（昭和31年愛媛県教育委員会規則第19号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改　　　 正 　　　後 改　　　 正 　　　前

第９条　寄宿舎を設ける学校に、寮務主任及び舎監を置くものとす

る。

２　寮務主任及び舎監は、その学校の指導教諭又は教諭（高等学校

に置く舎監にあつては、指導教諭、教諭又は講師（常時勤務の者

に限る。））をもつて充てる。

３　省略

第９条　寄宿舎を設ける学校に、寮務主任及び舎監を置く

。

２　寮務主任及び舎監は、その学校の指導教諭又は教諭

をもつて充てる。

３　省略

　　　附　則

　この規則は、令和６年４月１日から施行する。

公　　　　告

○公　告

　農業振興地域の指定（新居浜市）（平成13年8月10日付け公告）の
一部を次のように改正する。
　　令和６年３月29日
� 愛媛県知事　中　村　時　広　　　　　

　２を次のように改める。
２　区域
　　新居浜市のうち、次の図面の赤色で着色した部分（都市計画法
（昭和43年法律第100号）の用途地域並びに国有林及び官行造林
地）を除いた区域

　　　（図面省略）
　　その関係図面は、愛媛県庁及び愛媛県東予地方局に備え置いて
縦覧に供する。
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教育委員会訓令

○愛媛県教育委員会訓令第１号

　� 教育委員会事務局　
� 教　�育　�機　�関　
　愛媛県教職員安全衛生管理規程の一部を改正する訓令を次のように定める。
　　令和６年３月29日
� 愛媛県教育委員会　　　　　　　　　　
� 教育長　田　所　竜　二　　　　　
　　　愛媛県教職員安全衛生管理規程の一部を改正する訓令

　愛媛県教職員安全衛生管理規程（平成21年愛媛県教育委員会訓令第４号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

目次

　第１章　省略

　第２章　安全衛生管理体制（第４条―第16条）

　第３章　健康障害等の予防措置（第17条―第20条）

　第４章　健康診断等（第21条―第24条）

　第５章　雑則（第25条―第27条）

　附則

　（化学物質管理者）

第10条　労安省令第12条の５第１項に規定するリスクアセスメント

対象物を製造し、又は取り扱う機関に化学物質管理者を置く。

２　化学物質管理者は、当該機関の長の指揮を受け、労安省令第12�

条の５第１項各号に掲げる化学物質の管理に係る技術的事項を管

理する。

３　化学物質管理者は、当該機関の安全衛生管理者が当該機関の教

職員のうちから選任する。

４　安全衛生管理者は、化学物質管理者を選任したときは、遅滞な

く化学物質管理者選任報告書（様式第４号）を総括安全衛生管理

者に提出しなければならない。

　（保護具着用管理責任者）

第11条　労安省令第12条の５第１項に規定するリスクアセスメント

の結果に基づく措置として、教職員に保護具を使用させる機関に

保護具着用管理責任者を置く。

２　保護具着用管理責任者は、当該機関の長の指揮を受け、労安省

令第12条の６第１項各号に掲げる事項を管理する。

３　保護具着用管理責任者は、当該機関の安全衛生管理者が当該機

関の教職員のうちから選任する。

４　安全衛生管理者は、保護具着用管理責任者を選任したときは、

遅滞なく保護具着用管理責任者選任報告書（様式第５号）を総括

安全衛生管理者に提出しなければならない。

第12条　省略

第13条　省略

第14条　省略

　（県立学校衛生委員会）

第15条　省略

２　県立学校衛生委員会は、当該県立学校における第13条第２項各

号に掲げる事項のうち衛生に関する事項について調査審議し、総

括安全衛生管理者及び教育委員会安全衛生委員会に対し意見を述

改 正 後 改 正 前

目次

　第１章　省略

　第２章　安全衛生管理体制（第４条―第14条）

　第３章　健康障害等の予防措置（第15条―第18条）

　第４章　健康診断等（第19条―第22条）

　第５章　雑則（第23条―第25条）

　附則

　

第10条　省略

第11条　省略

第12条　省略

　（県立学校衛生委員会）

第13条　省略

２　県立学校衛生委員会は、当該県立学校における第11条第２項各

号に掲げる事項のうち衛生に関する事項について調査審議し、総

括安全衛生管理者及び教育委員会安全衛生委員会に対し意見を述
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べることができる。

３～５　省略

６　第13条第６項及び第７項の規定は、県立学校衛生委員会につい

て準用する。

７　省略

　（総合教育センター衛生委員会）

第16条　省略

２　総合教育センター衛生委員会は、総合教育センターにおける第

13条第２項各号に掲げる事項のうち衛生に関する事項について調

査審議し、総括安全衛生管理者及び教育委員会安全衛生委員会に

対し意見を述べることができる。

３～５　省略

６　第13条第６項及び第７項の規定は、総合教育センター衛生委員

会について準用する。

７　省略

第17条　省略

第18条　省略

第19条　省略

第20条　省略

第21条　省略

第22条　省略

第23条　省略

第24条　省略

第25条　省略

第26条　省略

第27条　省略

別表第２（第21条関係）

　健康診断及びストレスチェックの種類及び内容

種類
対象

職員
検査項目

実施

回数
備考

一般定期健康

診断

全職員 １次検診

問診

身長・体重・

視力・聴力・

腹囲検査

胸部Ｘ線ＣＲ

撮影検査

血圧測定検査

貧血検査

肝機能検査

血中脂質検査

痛風検査

腎機能検査

糖尿病検査

尿検査（糖・

蛋白・ウロビ

リノーゲン・

潜血）

心電図検査

その他必要な

検査

１年

に１

回

労働安全衛生

規則第44条第

２項の規定に

基づき厚生労

働大臣が定め

る基準（平成

10年６月労働

省 告 示 第88

号）により、

検査項目を省

略する場合が

ある。

べることができる。

３～５　省略

６　第11条第６項及び第７項の規定は、県立学校衛生委員会につい

て準用する。

７　省略

　（総合教育センター衛生委員会）

第14条　省略

２　総合教育センター衛生委員会は、総合教育センターにおける第

11条第２項各号に掲げる事項のうち衛生に関する事項について調

査審議し、総括安全衛生管理者及び教育委員会安全衛生委員会に

対し意見を述べることができる。

３～５　省略

６　第11条第６項及び第７項の規定は、総合教育センター衛生委員

会について準用する。

７　省略

第15条　省略

第16条　省略

第17条　省略

第18条　省略

第19条　省略

第20条　省略

第21条　省略

第22条　省略

第23条　省略

第24条　省略

第25条　省略

別表第２（第19条関係）

　健康診断及びストレスチェックの種類及び内容

種類
対象

職員
検査項目

実施

回数
備考

一般定期健康

診断

全職員 １次検診

問診

身長・体重・

視力・聴力・

腹囲検査

胸部Ｘ線ＣＲ

撮影検査

血圧測定検査

貧血検査

肝機能検査

血中脂質検査

痛風検査

腎機能検査

糖尿病検査

尿検査（糖・

蛋白・ウロビ

リノーゲン・

潜血）

心電図検査

その他必要な

検査

１年

に１

回

⑴　労働安全

衛生規則第

44条第２項

の規定に基

づき労働大

臣が定める

基準（昭和

47年９月労

働省告示第

93号）によ

り、検査項

目を省略す

る場合があ

る。

⑵　心電図検

査の対象職

員は、35歳

以上の者と

する。
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省略

省略

その

他の

健康

診断

省略

情報機

器作業

従事者

検診

情報機

器作業

従事職

員

省略

省略

省略

省略

省略

その

他の

健康

診断

省略

ＶＤＴ

作業従

事者検

診

ＶＤＴ

作業従

事職員

省略

省略

省略

　様式第３号の次に次の２様式を加える。
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様式第４号（第10条関係）　化学物質管理者選任報告書

6/8 

様式第４号（第10条関係） 化学物質管理者選任報告書 

化学物質管理者選任報告書 

 

年  月  日  

 

 総括安全衛生管理者     様 

 

 

職名           

 

安全衛生管理者              

 

氏名           

機       関       名 
 

化学物質管理者 

選 任 年 月 日 年  月  日     

所 属 
 

職 ・ 氏 名  

生 年 月 日 （ 年 齢 ） 年  月  日（ 歳） 

専門的講習修了年月日           年  月  日 

参    考    事    項 

 

 注１ 年齢は、選任年月日現在で記入すること。 

２ 「参考事項」の欄には、選任替えの場合等の理由を記入すること。 
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様式第５号（第11条関係）　保護具着用管理責任者選任報告書

7/8 

様式第５号（第11条関係） 保護具着用管理責任者選任報告書 

保護具着用管理責任者選任報告書 

 

年  月  日  

 

 総括安全衛生管理者     様 

 

 

職名           

 

安全衛生管理者              

 

氏名           

機       関       名 
 

保 護 具 着 用 

管 理 責 任 者 

選 任 年 月 日 年  月  日     

所 属 
 

職 ・ 氏 名  

生 年 月 日 （ 年 齢 ） 年  月  日（ 歳） 

参    考    事    項 

 

 注１ 年齢は、選任年月日現在で記入すること。 

  ２ 「参考事項」の欄には、選任替えの場合等の理由を記入すること。 
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　　　附　則

　この訓令は、令和６年４月１日から施行する。

教育委員会公告

○公　告

令和７年度愛媛県公立学校教員採用選考試験（前期選考試

験）の実施について

　教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）第11条の規定により、
令和７年度愛媛県公立学校教員採用選考試験（前期選考試験）を次
の要領で実施する。
　　令和６年３月29日
　　　　　　　　　　　　愛媛県教育委員会
� 教育長　田　所　竜　二　　　　　
１　第１次選考試験の区分、期日及び場所
　⑴　県内会場

区　　　分 期　　　　日 場　　　所

小 学 校 教 員 令和６年７月20日（土）から
21日（日）まで

松山市立城西中学校
（松山市竹原三丁目
19番35号）

中 学 校 教 員
（ 各 教 科 ）

令和６年７月20日（土）から
21日（日）まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁
目148番地２）

高 等 学 校 教 員�
（ 各 教 科 ）

令和６年７月20日（土）から
21日（日）まで

松山北高等学校
（松山市文京町４番
地１）

特別支援学校教員

養 護 教 員 令和６年７月20日（土）から
21日（日）まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁
目148番地２）

注１　区分間の併願は認めない。
　２　場所等を変更することがある。

２　第２次選考試験
　　第２次選考試験の詳細は、第１次選考試験に合格した者（大学
３回生等特別選考で第１次選考試験に合格した者を除く。）に通
知する。
３　受験申込受付期間
　　令和６年４月18日（木）から５月30日（木）まで
４　受験資格
　　次の各号のいずれにも該当する者とする。
　⑴　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第16条各号及び学校

教育法（昭和22年法律第26号）第９条各号のいずれにも該当し
ない者

　⑵　昭和40年４月２日以降に出生した者
　　　大学３回生等特別選考により志願する者にあっては、昭和41

年４月２日以降に出生し、令和６年５月30日時点において大学
３回生等（大学、大学院、短期大学及び専門学校における標準
的な修業年限の最終年次の１年前の年次をいう。）であるもの

　⑶　試験区分に相当する教員免許状（特別免許状及び臨時免許状
を除く。）を有する者又は令和７年３月31日までに当該免許状
を取得する見込みの者で大学等で証明が得られるもの（社会人
特別選考により志願する者にあっては、試験区分に相当する教
員免許状（臨時免許状を除く。）を有しない者で、令和７年３
月31日までに愛媛県教育委員会が実施する教育職員検定に合格
し特別免許状の授与が見込まれるもの）

　　　大学３回生等特別選考により志願する者にあっては、令和８

年３月31日までに試験区分に相当する教員免許状（特別免許状
及び臨時免許状を除く。）を取得する見込みのもの

　注　大学３回生等特別選考により志願する者は、令和７年度愛媛
県公立学校教員採用選考試験（前期選考試験）にあっては、第
１次選考試験のみ受験することができ、当該試験の合格者は令
和８年度愛媛県公立学校教員採用選考試験（前期選考試験）第
１次選考試験を免除する。

５　受験申込手続及び試験方法
　　令和７年度愛媛県公立学校教員採用選考試験志願要項（以下
「志願要項」という。）を参照すること。

６　志願要項及び出願関係用紙の入手方法
　　愛媛県のホームページからダウンロードし、印刷すること。
　　なお、上記によることができない場合には、下記まで問い合わ
せること。

　＜問合せ先＞

志　願　種　別 宛　　　　　　　先

小 学 校 教 員 志 願 者 〒790−8570
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（089）912−2942中 学 校 教 員 志 願 者

高 等 学 校 教 員 志 願 者 〒790−8570
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課
電話（089）912−2952特別支援学校教員志願者

養 護 教 員 志 願 者
〒790−8570
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（089）912−2942

７　その他
　　小学校教員、中学校教員、高等学校教員又は特別支援学校教員
を志願する者を対象に現職教員特別選考を、高等学校教員又は特
別支援学校教員を志願する者を対象に教職経験者特別選考を後期
選考試験において実施する。ただし、前期選考試験の受験申込み
をしていない者に限る。

　　詳細は、志願要項のほか、別途定める「令和７年度愛媛県公立
学校教員採用選考試験後期選考試験実施要項」（８月下旬公表予
定）を参照すること。
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人事委員会規則

○愛媛県人事委員会規則７-1270

　職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。
　　令和６年３月29日
� 愛媛県人事委員会委員長　安　藤　　　潔　　　　　
　　　職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部を改正する規則

　職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７−43）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第10（第３条関係）

級　別　職　務　区　分　表

　１　省略

　２　公安職給料表級別職務区分表

職務の

級区分
職務の級区分欄の級に含まれる職

２級 主任（２級）に相当する伝令、分隊長、教官、課付

又は署付

巡査長（２級）に相当する課付又は署付

３級 係長（３級）に相当する小隊長、警察署の課長、交

番所長、交番副所長、警備派出所長、警備派出所副

所長、駐在所長、師範、教官、課付又は署付

主任（３級）に相当する伝令、分隊長、教官、課付

又は署付

巡査長（３級）に相当する課付又は署付

４級 上席係長（４級）又はこれに相当する小隊長、警察

署の課長、交番所長、交番副所長、警備派出所長、

警備派出所副所長、駐在所長、師範、教官、課付若

しくは署付

係長（４級）に相当する小隊長、警察署の課長、交

番所長、交番副所長、警備派出所長、警備派出所副

所長、駐在所長、師範、教官、課付又は署付

主任（４級）に相当する伝令、分隊長、教官、課付

又は署付

巡査長（４級）又はこれに相当する課付若しくは署

付

５級 省略

上席係長（５級）又はこれに相当する技能指導官、

小隊長、交番所長、交番副所長、警備派出所長、警

備派出所副所長、駐在所長、師範、教官、課付若し

くは署付

係長（５級）に相当する技能指導官、小隊長、交番

所長、交番副所長、警備派出所長、警備派出所副所

長、駐在所長、師範、教官、課付又は署付

省略

　３～８　省略

別表第10（第３条関係）

級　別　職　務　区　分　表

　１　省略

　２　公安職給料表級別職務区分表

職務の

級区分
職務の級区分欄の級に含まれる職

２級 主任（２級）に相当する伝令、分隊長、教官又は課

付　　　

３級 係長（３級）に相当する小隊長、警察署の課長、交

番所長、交番副所長、警備派出所長、警備派出所副

所長、駐在所長、師範、教官又は課付　　　

主任（３級）に相当する伝令、分隊長、教官又は課

付　　　

４級 上席係長（４級）又はこれに相当する小隊長、警察

署の課長、交番所長、交番副所長、警備派出所長、

警備派出所副所長、駐在所長、師範、教官若しくは

課付　　　

係長（４級）に相当する小隊長、警察署の課長、交

番所長、交番副所長、警備派出所長、警備派出所副

所長、駐在所長、師範、教官又は課付　　　

主任（４級）に相当する伝令、分隊長、教官又は課

付　　　

巡査長（４級）

５級 省略

上席係長（５級）又はこれに相当する技能指導官、

小隊長、交番所長、交番副所長、警備派出所長、警

備派出所副所長、駐在所長、師範、教官若しくは課

付　　　

係長（５級）に相当する技能指導官、小隊長、交番

所長、交番副所長、警備派出所長、警備派出所副所

長、駐在所長、師範、教官又は課付　　　

省略

　３～８　省略

　　　附　則

　この規則は、令和６年３月31日から施行する。
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公安委員会告示

○愛媛県公安委員会告示第１号

　道路交通法（昭和35年法律第105号）第108条の４第１項の規定により次の者を指定したので、指定講習機関に関する規則（平成２年国家
公安委員会規則第１号）第３条の規定に基づき、次のとおり公示する。
　　令和６年３月29日
� 愛媛県公安委員会委員長　五　葉　明　徳　　　　　

名　　　　称 住　　　　所 代表者の氏名
特定講習を行う
事 務 所 の 名 称

特定講習を行う
事務所の所在地

特 定 講 習
の 種 別

指　定
年月日

今治交通株式会社
今治市小泉五丁目
11番21号

阿部　精次郎 今治中央自動車教習所
今治市小泉五丁目
11番21号

取消処分者講習
令和６年
３月29日

県  議  会  告  示

○愛媛県議会告示第２号

　愛媛県議会の保有する個人情報の保護に関する条例施行規程を次のように定める。
　　令和６年３月29日
� 愛媛県議会議長　三　宅　浩　正　　　　　

情報通信技術を活用した愛媛県議会の活動の推進に関する条例施行規程

　（趣旨）
第１条　情報通信技術を活用した愛媛県議会の活動の推進に関する条例（令和６年愛媛県条例第27号。以下「条例」という。）の規定に基
づき、議会等に係る手続等を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法により行う場合については、法令
又は条例等に特別の定めのある場合を除くほか、この規則の定めるところによる。
　（定義）
第２条　この規程で使用する用語は、条例において使用する用語の例による。
２　この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　⑴　電子署名　電子署名及び認証業務に関する法律（平成12年法律第102号）第２条第１項に規定する電子署名をいう。
　⑵　電子証明書　次に掲げるものをいう。
　　ア　電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律（平成14年法律第153号）第３条第１項に規定する署名

用電子証明書
　　イ　商業登記法（昭和38年法律第125号）第12条の２第１項及び第３項（これらの規定を他の法令の規定において準用する場合を含む。）

の規定に基づき登記官が作成した電子証明書
　　ウ　ア及びイに掲げるもののほか、これらと同等の機能を有する電磁的記録として議長が定めるもの
　（電子情報処理組織を使用した申請等）
第３条　条例第３条第１項の規定により電子情報処理組織を使用して申請等を行う者は、議長の定めるところにより、議長の指定する電子
計算機に備えられたファイルに記録すべき事項又は当該申請等を書面等により行うときに記載すべきこととされている事項を、同項に規
定する申請等をする者の使用に係る電子計算機から入力して、申請等を行わなければならない。
２　前項の規定により申請等を行う者は、入力する事項についての情報に電子署名を行い、当該電子署名を行った者を確認するために必要
な事項を証する電子証明書と併せてこれを送信しなければならない。ただし、議長の定める申請等について、議長の指定する方法により
当該申請等を行った者を確認するための措置を講ずる場合は、この限りでない。
３　第１項の規定により申請等を行う者は、議長の定めるところにより、当該申請等を書面等により行うときに併せて提出すべきこととさ
れている書面等に記載すべき事項を条例第３条第１項に規定する申請等をする者の使用に係る電子計算機から送信し、及び議長の指定す
る電子計算機に備えられたファイルに記録し、又は当該書面等を提出しなければならない。
４　規則等の規定により同一内容の書面等を複数必要とする申請等（副本又は写しを正本と併せ必要とするものを含む。）について、第１
項の規定により申請等が行われたときは、当該申請等に係る必要な数の書面等が提出されたものとみなす。
５　議会等は、第１項の規定により申請等が行われるときは、当該申請等を書面等により行うときに他の規則等の規定により併せて提出す
べきこととされている書面等について、議長の定めるところにより、当該書面等の提出を省略させることができる。
　（電子情報処理組織による処分通知等）
第４条　議会等は、条例第４条第１項の規定により電子情報処理組織を使用して処分通知等を行うときは、当該処分通知等を書面等により
行うときに記載すべきこととされている事項を同項に規定する議会等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録するものとす
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る。
　（電磁的記録による縦覧等）
第５条　議会等は、条例第５条第１項の規定により書面等の縦覧等に代えて当該書面等に係る電磁的記録に記録されている事項又は当該事
項を記載した書類の縦覧等を行うときは、当該事項をインターネットを利用する方法、議会等の事務所に備え置く電子計算機の映像面に
表示する方法又は電磁的記録に記録されている事項を記載した書類による方法により縦覧等を行うものとする。
　（電磁的記録による作成等）
第６条　議会等は、条例第６条第１項の規定により書面等の作成等に代えて当該書面等に係る電磁的記録の作成等を行うときは、当該事項
を議会等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法又は磁気ディスク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に
記録しておくことができる物を含む。）をもって調製する方法により作成等を行うものとする。
　（氏名又は名称を明らかにする措置）
第７条　条例第３条第４項に規定する氏名又は名称を明らかにする措置であって議長が定めるものは、電子署名（当該電子署名を行った者
を確認するために必要な事項を証する電子証明書が併せて送信されるものに限る。）及び第３条第２項ただし書に規定する措置とする。
２　条例第４条第４項に規定する氏名又は名称を明らかにする措置であって議長が定めるものは、電子署名とする。
３　条例第６条第３項に規定する氏名又は名称を明らかにする措置であって議長が定めるものは、電子署名とする。
　（その他の手続等への準用）
第８条　議会等に対して行われ、又は議会等が行う手続等（条例第３条から第８条までの規定の適用を受けるものを除く。）を電子情報処
理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により行う場合については、他の条例等に特別の定めがある場合を除くほ
か、条例及びこの規程の規定を準用する。
　（補則）
第９条　この規程に定めるもののほか、議会等に係る手続等を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法に
より行う場合に必要な事項は、議長が定める。

　　　附　則

　この条例は、令和６年４月１日から施行する。

○愛媛県議会告示第３号

　議会が所管する手続等における情報通信の技術の利用に関する規程（平成18年３月24日議会告示第１号）は、令和６年３月31日限り廃止
する。
　　令和６年３月29日
� 愛媛県議会議長　三　宅　浩　正　　　　　
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公営企業管理規程

○愛媛県公営企業管理規程第２号

　愛媛県企業職員被服貸与規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。
　　令和６年３月29日
� 愛媛県公営企業管理者　山　口　真　司　　　　　

愛媛県企業職員被服貸与規程の一部を改正する管理規程

　愛媛県企業職員被服貸与規程（昭和46年愛媛県公営企業管理規程第８号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係）

貸　与　基　準

貸与を受ける者 品　名 数量 着用期間 貸与期間

自動車運転員、

作業員、設備保

安員及び庁務員

の業務に従事す

る職員

作 業 衣 ２着 年間 ２年

作 業 ズ ボ ン ２着 省略　　

作 業 衣

（夏）

２着 夏期 〃

作 業 ズ ボ ン

（夏）

２着 〃 〃

防 寒 服 １着 冬期 ３年

ゴ ム 長 靴 １足 年間 ２年

雨 が つ ぱ １着 〃 〃

作 業 帽 １個 〃 １年

省略

別表（第２条関係）

貸　与　基　準

貸与を受ける者 品　名 数量 着用期間 貸与期間

自動車運転員、

作業員、設備保

安員及び庁務員

の業務に従事す

る職員

作 業 衣 １着 年間 １年

作 業 ズ ボ ン １着 省略　　

作 業 帽 １個 〃 〃

省略

　　　附　則

　この管理規程は、令和６年４月１日から施行する。

○愛媛県公営企業管理規程第３号

　愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。
　　令和６年３月29日
� 愛媛県公営企業管理者　山　口　真　司　　　　　

愛媛県立病院料金規程の一部を改正する管理規程

　愛媛県立病院料金規程（昭和46年愛媛県公営企業管理規程第11号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係）

名　　称 区　　　分 単位 金　額 備考

省略

脳ドック

人間ドックと併せて受

けない場合
１回 37,510円

別表第１（第２条関係）

名　　称 区　　　分 単位 金　額 備考

省略

脳ドック

愛媛県立

今治病院

及び愛媛

県立南宇

和病院

人間ドック

と併せて受

けない場合

１回 37,510円

人間ドック

と併せて受

ける場合

１回 26,840円
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人間ドックと併せて受

ける場合
１回 26,840円

省略

妊産婦定

期診察料

助産に係る資産の譲渡

等（消費税法（昭和63�

年法律第108号）別表第�

１第８号に規定するも�

の を い う。 以 下 同�

じ。）に該当するもの�

に係るもの

１回 5,000円

上記以外のもの １回 5,500円

省略

　注　省略

愛媛県立

新居浜病

院

人間ドック

と併せて受

けない場合

１回 43,890円

人間ドック

と併せて受

ける場合

１回 29,810円

省略

妊産婦定

期診察料

助産に係る資産の譲渡

等（消費税法（昭和63�

年法律第108号）別表第�

１第８号に規定するも�

の を い う。 以 下 同�

じ。）に該当するもの�

に係るもの

１回 4,900円

上記以外のもの １回 5,390円

省略

　注　省略

　　　附　則

　この管理規程は、令和６年４月１日から施行する。

雑　　　　報

○公　告

　　　危険物取扱者試験の実施に関する公示

　消防法（昭和23年法律第186号）第13条の５第１項の規定により、愛媛県知事から委任された危険物取扱者試験を次のとおり公示する。
　　令和６年３月29日
� 一般財団法人　消防試験研究センター　　　　　　
� 理事長　長谷川　彰　一　　　　　
１　試験日、受験申請の受付期間及び受付場所等

区　分 試　験　日 受験申請受付期間 受付場所（問い合わせ先） 提出方法

第２回 令和６年
10月20日（日）

（書面申請、電子申請とも）

令和６年８月27日（火）～９月６日（金）

※�電子申請の受付時間は、受付開始日の午
前９時から受付最終日の終日です。

書面申請
（一財）消防試験研究センター
　　　　　　　　　　愛媛県支部
　�〒790－0011　松山市千舟町４－５－４
　　　　　　　　松山千舟454ビル５階
　　　　　　　　ＴＥＬ：089－932－8808
　　　　　　　　ＦＡＸ：089－935－4484
　　受付時間（土日、祝日を除く。）
　　　　　　　　　　　９：00～17：00
電子申請（問い合わせ先）
　（一財）消防試験研究センター
　　（本部）業務部電子申請室
　　　　　　　　ＴＥＬ：0570－07－1000（専用）
　　問い合わせ時間（土日、祝日を除く。）
　　　　　　　　　　　９：00～17：00

書面申請
　郵送又は持参

電子申請
　インターネット
　利用

第３回 令和７年
２月１日（土）

（書面申請、電子申請とも）

令和６年12月６日（金）～12月17日（火）

※�電子申請の受付時間は、受付開始日の午
前９時から受付最終日の終日です。

２　受験地、試験会場、試験種類、開始時刻等
　　次表のとおりとする。
　　ただし、学校の生徒等に限り、附表「学校の生徒等の試験会場等」のとおり受験することができる。

区　分 受験地 試験会場 試験の種類 試験開始時刻
（集合時刻）

第２回
（Ｒ６．10．20） 松山市 松山大学 甲種、乙種第１・２・３・４・５・６類、

丙種

【乙種第４類（科目免除なし）】
　午前10時又は午後２時半
　　（集合：午前９時半又は午後２時）
【その他全種類】
　午前10時
　　（集合：午前９時半）
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第３回
（Ｒ７．２．１） 同上 同上 同上

【乙種第４類（科目免除なし）】
　午前10時又は午後２時
　　（集合：午前９時半又は午後１時半）
【その他全種類】
　午後２時
　　（集合：午後１時半）

（備考）乙種第４類（科目免除なし）の受験者の午前又は午後の受験指定は、消防試験研究センター愛媛県支部が行う。

附表　学校の生徒等の試験会場等

区　分 受験地 試　験　会　場 試験の種類 試験開始時刻
（集合時刻）

第２回
（Ｒ６．10．20）

新居浜市 新居浜工業高等学校
甲種、乙種第１・２・３・４・５・６類、
丙種

午前10時
（集合：午前９時半）

今治市 今治工業高等学校 同上 同上

松山市 松山工業高等学校 同上 同上

宇和島市 吉田高等学校 同上 同上

第３回
（Ｒ７．２．１）

松山市 松山工業高等学校 同上

【乙種第４類（科目免除なし）】
　午前10時又は午後２時
　　（集合：午前９時半又は午後１時半）
【その他全種類】
　午後２時
　　（集合：午後１時半）

八幡浜市 八幡浜工業高等学校 同上
午後２時

（集合：午後１時半）

（備考）１�　学校の生徒等とは、大学、短期大学等を除く学校教育法第１条に掲げる学校〈高等専門学校、特別支援学校、中等教育学校、高等学校、中学校、
小学校〉の生徒、及び施設入所者等で遠隔地等での受験が困難と事前に本財団の愛媛県支部が認めた受験者をいう。

　　　　２�　第３回試験の松山工業高等学校会場の乙種第４類（科目免除なし）の受験者の午前又は午後の受験指定は、消防試験研究センター愛媛県支部
が行う。

３　受験願書用紙、試験案内等の配布場所
　①　（一財）消防試験研究センター愛媛県支部
　②　愛媛県県民環境部防災局消防防災安全課
　③　愛媛県各地方局防災対策室及び各地方局支局総務県民室
　④　松山市消防局及び各市・町・地区消防本部

○公　告

　　　消防設備士試験の実施に関する公示

　消防法（昭和23年法律第186号）第17条の９第１項の規定により、愛媛県知事から委任された消防設備士試験を次のとおり公示する。
　　令和６年３月29日
� 一般財団法人　消防試験研究センター　　　　　　
� 理事長　長谷川　彰　一　　　　　
１　試験日、受験申請の受付期間及び受付場所等

区　分 試験日時 受験申請受付期間 受付場所（問い合わせ先） 提出方法

第２回

令和６年12月22日（日）
試験開始時刻
　午前10時
（集合：午前９時半）

（書面申請、電子申請とも）

令和６年10月28日（月）
　　　　　～11月７日（木）

※�電子申請の受付時間は、受付開
始日の午前９時から受付最終日
の終日です。

書面申請
（一財）消防試験研究センター
　　　　　　　　　　愛媛県支部
　�〒790－0011　松山市千舟町４－５－４
　　　　　　　　松山千舟454ビル５階
　　　　　　　　ＴＥＬ：089－932－8808
　　　　　　　　ＦＡＸ：089－935－4484
　　受付時間（土日、祝日を除く。）
　　　　　　　　　　　９：00～17：00
電子申請（問い合わせ先）
　（一財）消防試験研究センター
　　（本部）業務部電子申請室
　　　　　　　　ＴＥＬ：0570－07－1000（専用）
　　問い合わせ時間（土日、祝日を除く。）
　　　　　　　　　　　９：00～17：00

書面申請
　郵送又は持参

電子申請
　インターネット
　利用
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２　受験地、試験会場及び試験種類

受　験　地 試　験　会　場 試　験　の　種　類

松山市 愛媛大学 甲種：特・１・２・３・４・５類　　　乙種：１・２・３・４・５・６・７類

３　受験願書用紙、試験案内等の配布場所
　①　（一財）消防試験研究センター愛媛県支部
　②　愛媛県県民環境部防災局消防防災安全課
　③　愛媛県各地方局防災対策室及び各地方局支局総務県民室
　④　松山市消防局及び各市・町・地区消防本部

○愛媛海区漁業調整委員会指示第133号

　漁業法（昭和24年法律第267号）第120条第１項の規定に基づき、
次のとおり指示する。
　なお、同日に愛媛海区漁業調整委員会指示第71号は廃止する。
　　令和６年３月29日
　　　　　　　　　　　　　愛媛海区漁業調整委員会
� 会長　佐々木　　　護　　　　　
　瀬戸内海（漁業法第152条第２項に規定する瀬戸内海をいう。）の
うち愛媛県海域においては、「ふぐ浮延なわ漁業」は営んではなら
ない。ただし、県又はその他の試験研究機関が、試験研究のために
する場合は、この限りでない。

○愛媛海区漁業調整委員会指示第134号

　漁業法（昭和24年法律第267号）第120条第１項の規定に基づき、
次のとおり指示する。
　なお、同日に愛媛海区漁業調整委員会指示第33号は廃止する。
　　令和６年３月29日
　　　　　　　　　　　　　愛媛海区漁業調整委員会
� 会長　佐々木　　　護　　　　　
　宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南の愛
媛県海域をいう。）においては、ふぐ浮き延なわ漁業を営んではな
らない。ただし、県又はその他の試験研究機関が、試験研究のため
にする場合は、この限りでない。

○愛媛海区漁業調整委員会指示第135号

　漁業法（昭和24年法律第267号）第120条第１項の規定に基づき、
愛媛県宇和海におけるまき網及び浮敷網漁業の操業制限について、
次のとおり指示する。
　　令和６年３月29日
　　　　　　　　　　　　　愛媛海区漁業調整委員会
� 会長　佐々木　　　護　　　　　
１　指示の内容
　　宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南の
愛媛県海域をいう。）におけるまき網漁業及び浮敷網漁業は、区
画漁業権漁場区域内に設置されている養殖筏及び生簀並びに第２
種共同漁業権漁場区域内に設置されている小型定置網（垣網部及
び身網部）から100メートル以内の海面では操業してはならない。
２　指示の有効期間
　　この指示の有効期間は、令和６年４月１日から令和９年３月31
日までとする。

○愛媛海区漁業調整委員会指示第136号

　漁業法（昭和24年法律第267号）第120条第１項の規定に基づき、
にほんうなぎの採捕の禁止について、次のとおり指示する。
　　令和６年３月29日
　　　　　　　　　　　　　愛媛海区漁業調整委員会
� 会長　佐々木　　　護　　　　　
１　指示の内容
　⑴　採捕を禁止する水産動物�
　　　全長25センチメートルを超えるうなぎ
　⑵　禁止期間
　　　10月１日から翌年３月31日まで
　⑶　禁止区域�
　　　愛媛海区（公共用水面及びこれと連接して一体を成す水面）
　⑷　適用除外�
　　　愛媛県漁業調整規則第47条の規定により、知事の許可を受け

たもの及び試験研究機関が試験研究のために採捕する場合は、
この限りではない。

２　指示の有効期間�
　　この指示の有効期間は、令和６年４月１日から令和９年３月31
日までとする。

○愛媛海区漁業調整委員会指示第137号

　漁業法（昭和24年法律第267号）第120条第１項の規定に基づき、
愛媛県宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南
の愛媛県海域をいう。）におけるかご漁業（つつ、つぼ漁業を含み、
無動力漁船を除く。以下同じ。）について、次のとおり指示する。
　　令和６年３月29日
　　　　　　　　　　　　　愛媛海区漁業調整委員会
� 会長　佐々木　　　護　　　　　
１　操業の制限
　　当該海域において、かご漁業を操業しようとする者は、使用す
る漁船ごとに別に定める取扱要領により愛媛海区漁業調整委員会
（以下「委員会」という。）の承認を受けなければならない。

　　ただし、試験研究又は実習等を目的としたもので委員会に届出
したものは、この限りではない。

２　承認対象漁船
　　承認の対象となる漁船は、総トン数５トン未満の動力漁船とす
る。

３　操業区域
　　操業を承認する区域は、共同漁業権漁場区域内とする。
４　承認証の備え付け等の義務
　　承認をうけた者は、操業の際は、承認証を当該漁船に備え付け
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るとともに別に定める標識を船橋両側面に表示しなければならな
い。
５　指示の有効期間
　　この指示の有効期間は、令和６年４月１日から令和８年３月31
日までとする。

○愛媛海区漁業調整委員会指示第138号

　漁業法（昭和24年法律第�267号）第120条第１項の規定に基づき、
次のとおり指示する。
　　令和６年３月29日
　　　　　　　　　　　　　愛媛海区漁業調整委員会
� 会長　佐々木　　　護　　　　　
１　指示の内容
　⑴　真珠母貝養殖いかだの吊りかごの間隔は、80センチメートル

以上とし、１吊り当たりのかご数は、１かごでなければならな
い。ただし、県又はその他の試験研究機関が、試験研究のため
にする場合は、この限りでない。

　⑵　真珠養殖いかだの吊りかごの間隔は、１メートル以上とし、
１吊り当たりのかご数は、１かごでなければならない。ただ
し、県又はその他の試験研究機関が、試験研究のためにする場
合は、この限りでない。

２　指示の有効期間
　　この指示の有効期間は、令和６年４月１日から令和８年３月31
日までとする。

〇愛媛海区漁業調整委員会指示第139号

　漁業法（昭和24年法律第267号）第120条第１項の規定に基づき、
愛媛県海域において竿つり及び手づり（船舶を使用して行うまきえ
づりを除く。）により水産動物を採捕する場合について、次のとお
り指示する。
　　令和６年３月29日
　　　　　　　　　　　　　愛媛海区漁業調整委員会
� 会長　佐々木　　　護　　　　　
１　指示の内容
　⑴　次の区域においては、陸岸、防波堤、ふ頭その他工作物（以

下「陸岸等」という。）からのまきえづり（こませ籠の使用及
びだんご釣を含む。）を禁止する。ただし、漁業権者の同意が
ある場合は、この限りでない。

　　陸岸等に隣接する次の第３種共同漁業権（以下「第３種」とい
う。）の区域

共同漁業の
免 許 番 号 漁場の位置 漁業種類（漁業の名称）

燧共第51号 今治市小島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第52号 今治市小島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第53号 今治市小島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第54号 今治市小島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第61号 今治市波方町大角鼻地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第97号 越智郡上島町岩城孤隠崎地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第114号 今治市馬島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第115号 今治市馬島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第116号 今治市馬島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第117号 今治市馬島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第118号 今治市吉海町中渡島地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第127号 今治市関前小大下島明神地先 第３種（つきいそ漁業）

燧共第131号 今治市波方町馬刀潟地先 第３種（つきいそ漁業）

伊共第69号 伊予市森地先 第３種（ぼら飼付漁業）

伊共第114号 西宇和郡伊方町正野地先 第３種（ぶり、たい、
いさき飼付漁業）

宇共第２号 西宇和郡伊方町正野地先 第３種（ぶり、たい、
いさき飼付漁業）

宇共第33号 宇和島市御五神島地先 第３種（ぶり、さわら
飼付漁業）

　⑵　赤土を用いる陸岸等からのまきえづりを禁止する。
２　指示の有効期間
　　この指示の有効期間は、令和６年４月１日から令和８年３月31
日までとする。

○愛媛海区漁業調整委員会指示第140号

　漁業法（昭和24年法律第�267号）第120条第１項の規定に基づき、
愛媛県宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南
の愛媛県海域をいう。）におけるさわら流し網漁業及びさごし、め
じか流し網漁業について、次のとおり指示する。
　　令和６年３月29日
　　　　　　　　　　　　　愛媛海区漁業調整委員会
� 会長　佐々木　　　護　　　　　
１　指示の内容
　⑴　さわら流し網漁業については、５月１日から５月31日までの

間操業を禁止する。
　⑵　さごし、めじか流し網漁業については、８月１日から９月30

日までの間操業を禁止する。
２　指示の有効期間
　　この指示の有効期間は、令和６年４月１日から令和７年３月31
日までとする。

○愛媛海区漁業調整委員会指示第141号

　漁業法（昭和24年法律第267号）第120条第１項の規定に基づき、
愛媛県宇和海（愛媛県佐田岬と大分県関崎灯台とを結んだ直線以南
の愛媛県海域をいう。）における宝石さんごの採捕について、次の
とおり指示する。
　　令和６年３月29日
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　　　　　　　　　　　　　愛媛海区漁業調整委員会
� 会長　佐々木　　　護　　　　　
１　定義
　　この指示において「宝石さんご」とは、アカサンゴ、モモイロ
サンゴ及びシロサンゴの生体及び死骸をいう。
２　採捕の制限
　　宇和海において、宝石さんごを採捕してはならない。ただし、
３に掲げる者が採捕する場合であって、愛媛海区漁業調整委員会
（以下「委員会」という。）の承認を受けたときは、この限りで
ない。
３　承認対象者
　　承認の対象となる者は、次のいずれかに該当する者とする。
　⑴　試験研究の目的で宝石さんごを採捕しようとする者
　⑵　宇和海において、令和５年度に宝石さんご漁業を営んでいる

者
　⑶　その他委員会が認めた者
４　承認対象漁船
　　承認の対象となる漁船は、総トン数５トン未満の動力漁船とす
る。

正　　　　誤

○正　誤

　令和３年３月26日付け第192号外２愛媛県規則第27号（愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防
サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例施行規則）中

ページ 箇　所 誤 正

25 第２条

第280条 第276条を
除く

第276条を除き、基準条例第
４条の規定により読み替えら
れる

第293条第
１項

この省令 この省令（基準条例第４条の
規定により読み替えられた規
定にあっては、同条の規定に
よる読替え後のものとする。
以下この条において同じ。）

第293条第
１項

この省令 この省令（基準条例第４条の
規定により読み替えられた規
定にあっては、同条の規定に
よる読替え後のものとする。
以下この条において同じ。）

５　承認証の備え付けの義務
　　承認を受けた者は、宝石さんごを採捕しようとするときには、
承認証を対象漁船に備え付けなければならない。

６　承認の制限、条件の変更又は採捕の停止
　　委員会は、資源保護又は漁業調整上必要があると認めるとき
は、承認を制限し、条件を変更し、又は採捕の停止を指示するこ
とができる。

７　承認の取消
　　委員会は、承認を受けた者がこの指示の内容に違反したとき
は、承認を取り消すことができる。

８　意図しない混獲等による宝石さんごの所持又は販売の禁止
　　承認を受けないで採捕した宝石さんごの所持又は販売をしては
ならない。

９　事務取扱要領
　　この指示に定めるもののほか、採捕の承認等に関する取扱いに
ついては、委員会が別に定める。

10　指示の有効期間
　　この指示の有効期間は、令和６年４月１日から令和７年３月31
日までとする。


